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本　年　度 前　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

障 が い 児 支 援 サ ー ビ ス 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業 ‐ ‐ △13,300 皆減

△ 36,304 △ 1.0

各会計別予算総括比較一覧表

　　 （単位：千円，％）

比　較

予算額 予算額

特 別 会 計 合 計

会　　計　　別

一 般 会 計

増減率

構成比 構成比

　　 （単位：千円，％）

本年度予定額 前年度予定額会　　　計

下 水 道 事 業

総　　　計

増減率比　較
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本　年　度 前　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

障 が い 児 支 援 サ ー ビ ス 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業 ‐ ‐ △13,300 皆減

△ 36,304 △ 1.0

各会計別予算総括比較一覧表

　　 （単位：千円，％）

比　較

予算額 予算額

特 別 会 計 合 計

会　　計　　別

一 般 会 計

増減率

構成比 構成比

　　 （単位：千円，％）

本年度予定額 前年度予定額会　　　計

下 水 道 事 業

総　　　計

増減率比　較

 
 
 
 

令和５年度 

 
 

龍ケ崎市一般会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





－ －

議案第２７号

令和５年度龍ケ崎市一般会計予算

令和５年度龍ケ崎市の一般会計予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

（継続費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は，「第２表 継続

費」による。

（債務負担行為）

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第３表 債務負担

行為」による。

（地方債）

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還

の方法は，「第４表 地方債」による。

（一時借入金）

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は， 千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，各項に

計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款内でのこれらの経費の各項の間と定める。

令和５年２月２４日提出

龍ケ崎市長 萩 原 勇
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歳   入 （単位：千円）

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方譲与税

款 項 金　　　　　額

市税

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算
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歳   入 （単位：千円）

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方譲与税

款 項 金　　　　　額

市税

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補

てん特別交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金

負担金

使用料

手数料

国庫負担金

国庫補助金

委託金

県負担金

県補助金

委託金

財産運用収入

財産売払収入

寄附金

寄附金

繰入金

県支出金

財産収入

国庫支出金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

地方交付税

交通安全対策特別交付金

款 項 金　　　　　額

地方特例交付金

- 5 -



（単位：千円）

特別会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

市預金利子

貸付金元利収入

受託事業収入

雑入

市債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

市債

繰越金

諸収入

款 項 金　　　　　額

繰入金
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（単位：千円）

特別会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

市預金利子

貸付金元利収入

受託事業収入

雑入

市債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

市債

繰越金

諸収入

款 項 金　　　　　額

繰入金
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歳   出 （単位：千円）

議会費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

保健衛生費

清掃費

上水道費

労働諸費

農業費

林業費

商工費

商工費

土木費

労働費

農林水産業費

民生費

衛生費

款 項 金　　　　　額

議会費

総務費
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歳   出 （単位：千円）

議会費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

保健衛生費

清掃費

上水道費

労働諸費

農業費

林業費

商工費

商工費

土木費

労働費

農林水産業費

民生費

衛生費

款 項 金　　　　　額

議会費

総務費

（単位：千円）

土木管理費

道路橋梁費

河川費

都市計画費

下水道費

住宅費

消防費

教育総務費

小学校費

中学校費

小中一貫校費

幼稚園費

社会教育費

保健体育費

公債費

土地開発基金費

予備費

予備費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

公債費

諸支出金

消防費

教育費

土木費

款 項 金　　　　　額
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（単位：千円）

 2 総務費  1 総務管理費

 4 衛生費  1 保健衛生費

 8 土木費  4 都市計画費

10 教育費  4 小中一貫校費

令和6年度

小中一貫校実施設計費 令和5年度

令和6年度

森林公園リニューアル事業 令和5年度

第　２　表　　継　続　費

款 項 事　業　名 総　額 年　度 年　割　額

新長戸コミュニティセンター建設
事業

令和5年度

令和6年度

新保健福祉施設建設事業 令和5年度

令和6年度

都市計画マスタープラン策定業務
委託費

令和5年度

令和6年度
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（単位：千円）

第　３　表　　債　務　負　担　行　為

事　　　　項 期　間 限　度　額

公金収納情報データ作成業務委託契約（令和5年度）
令和6年度から
令和7年度まで

龍ケ岡市民農園管理運営業務委託契約（令和5年度）

文化会館管理運営業務委託契約（令和5年度）
令和5年度から
令和10年度まで

中央図書館情報管理システム利用契約（令和5年度）
令和5年度から
令和11年度まで

総合福祉センター管理運営業務委託契約（令和5年度）
令和5年度から
令和10年度まで

農業公園豊作村農業ゾーン管理運営業務委託契約（令和5年度）
令和5年度から
令和10年度まで

令和5年度から
令和10年度まで

ふるさとふれあい公園管理運営業務委託契約（令和5年度）
令和5年度から
令和10年度まで

避難行動要支援者名簿システムリース契約（令和5年度）
令和5年度から
令和10年度まで

学校給食調理業務委託契約（令和5年度）
令和6年度から
令和10年度まで

高圧洗浄車製造及びリース契約（令和5年度）
令和5年度から
令和11年度まで

（仮称）清庵橋建設工事委託契約
令和6年度から
令和9年度まで
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（単位：千円）

新長戸コミュニティセンター整備事業

庁舎施設整備事業

第　４　表　　地　方　債

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

新学校給食センター整備事業

学校給食センター解体事業

小中一貫校施設整備事業

図書館施設整備事業

体育施設整備事業

新保健福祉施設整備事業

県営土地改良事業

地方道路等整備事業

普通貸借

又は

証券発行

  年5.0%以内（ただ
し，利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
金融機構資金につい
て，利率の見直しを
行った後において
は，当該見直し後の
利率）

　政府資金についてはその融資条件によ
り，銀行その他の場合にはその債権者と協
定するものによる。
　ただし，市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し，又は繰上償還（金融
機関等に預金保険法（昭和46年法律第34
号）第49条第2項又は農水産業協同組合貯金
保険法（昭和48年法律第53号）第49条第2項
に定める保険事故が生じた場合に，債権と
の相殺による繰上償還を含む。）若しくは
低利に借換えすることができる。

排水路整備事業

消防自動車整備事業

小学校施設整備事業

県災害援護資金貸付金

コミュニティセンター整備事業
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（単位：千円）

計

臨時財政対策債

臨時財政対策債（借換分）

減収補てん債（借換分）

利 率 償還の方法起債の目的 限度額 起債の方法
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龍ケ崎市一般会計予算に関する説明書 
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

市税

地方譲与税 △24,724

利子割交付金 △1,236

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金 △17,005

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金 △5,300

地方交付税

交通安全対策特別交付金 △1,400

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

市税

地方譲与税 △24,724

利子割交付金 △1,236

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金 △17,005

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金 △5,300

地方交付税

交通安全対策特別交付金 △1,400

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

    

 

歳　出 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費 △35,198

諸支出金

予備費

           歳     出     合     計

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源
一般財源
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年課税分 ○個人均等割現年課税分
   139,633×99.0％
○個人所得割現年課税分
   4,018,594×99.0％

滞納繰越分 ○個人滞納繰越分
   62,803×45.0％

現年課税分 ○法人均等割現年課税分
   212,152×99.6％
○法人税割現年課税分
   387,012×99.6％

滞納繰越分 ○法人滞納繰越分
   4,971×45.0％

（款） （項）

現年課税分 ○固定資産税土地現年課税分
   1,216,269×99.0％
○固定資産税家屋現年課税分
   2,069,291×99.0％
○固定資産税償却資産現年課税分
   795,882×99.0％

滞納繰越分 ○固定資産税滞納繰越分
   59,487×45.0％

現年課税分 ○国有資産等所在市町村交付金
   24,237×100.0％

計

国有資産等所在市 △281
町村交付金

計

市税 固定資産税

固定資産税

法人

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

市税 市民税

節

区 　分
説　　明

個人
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年課税分 ○個人均等割現年課税分
   139,633×99.0％
○個人所得割現年課税分
   4,018,594×99.0％

滞納繰越分 ○個人滞納繰越分
   62,803×45.0％

現年課税分 ○法人均等割現年課税分
   212,152×99.6％
○法人税割現年課税分
   387,012×99.6％

滞納繰越分 ○法人滞納繰越分
   4,971×45.0％

（款） （項）

現年課税分 ○固定資産税土地現年課税分
   1,216,269×99.0％
○固定資産税家屋現年課税分
   2,069,291×99.0％
○固定資産税償却資産現年課税分
   795,882×99.0％

滞納繰越分 ○固定資産税滞納繰越分
   59,487×45.0％

現年課税分 ○国有資産等所在市町村交付金
   24,237×100.0％

計

国有資産等所在市 △281
町村交付金

計

市税 固定資産税

固定資産税

法人

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

市税 市民税

節

区 　分
説　　明

個人

（款） （項）

現年課税分 ○環境性能割現年課税分
   11,004×100.0％

現年課税分 ○種別割現年課税分
   220,600×97.6％

滞納繰越分 ○種別割滞納繰越分
   6,443×45.0％

（款） （項）

現年課税分 ○市たばこ税現年課税分
   529,472×100.0％

（款） （項）

現年課税分 ○都市計画税土地現年課税分
   241,234×99.0％
○都市計画税家屋現年課税分
   345,712×99.0％

滞納繰越分 ○都市計画税滞納繰越分
   7,864×45.0％

（款） （項）

地方揮発油譲与税 ○地方揮発油譲与税

計 △696

地方譲与税 地方揮発油譲与税

地方揮発油譲与税 △11,500

計 △11,500

計 △528

市税 都市計画税

都市計画税 △696

計

市税 市たばこ税

市たばこ税 △528

市税 軽自動車税

環境性能割

種別割
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

自動車重量譲与税 ○自動車重量譲与税

（款） （項）

森林環境譲与税 ○森林環境譲与税

（款） （項）

利子割交付金 ○利子割交付金

（款） （項）

配当割交付金 ○配当割交付金

（款） （項）

株式等譲渡所得割 ○株式等譲渡所得割交付金
交付金

（款） （項）

法人事業税交付金 ○法人事業税交付金

計 △17,005

法人事業税交付金 法人事業税交付金

法人事業税交付金

計

配当割交付金 配当割交付金

配当割交付金

計

株式等譲渡所得割交付金 株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割 △17,005
交付金

地方譲与税 森林環境譲与税

森林環境譲与税 △224

計 △224

利子割交付金 利子割交付金

利子割交付金 △1,236

計 △1,236

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

地方譲与税 自動車重量譲与税

節

区 　分
説　　明

自動車重量譲与税 △13,000

計 △13,000
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（款） （項）

地方消費税交付金 ○地方消費税交付金

（款） （項）

ゴルフ場利用税交 ○ゴルフ場利用税交付金
付金

（款） （項）

環境性能割交付金 ○環境性能割交付金

（款） （項）

地方特例交付金 ○個人住民税減収補てん特例交付金

（款） （項）

新型コロナウイル ○固定資産税減収補てん特別交付金
ス感染症対策地方
税減収補てん特別
交付金

（款） （項）

地方交付税 ○普通交付税
○特別交付税
○震災復興特別交付税

税減収補てん特別
交付金

計

地方交付税 地方交付税

地方交付税

地方特例交付金 地方特例交付金

地方特例交付金 △5,300

計 △5,300

地方特例交付金 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金

新型コロナウイル
ス感染症対策地方

計

環境性能割交付金 環境性能割交付金

環境性能割交付金

計

地方消費税交付金 地方消費税交付金

地方消費税交付金

計

ゴルフ場利用税交付金 ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交
付金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

（款） （項）

交通安全対策特別 ○交通安全対策特別交付金
交付金

（款） （項）

土木費分担金 ○急傾斜地崩壊対策事業分担金

（款） （項）

社会福祉費負担金 ○地域活動支援センター運営費負担金
○老人施設入所負担金

児童福祉費負担金 ○放課後児童健全育成事業負担金
○放課後児童健全育成事業負担金滞納繰越分
○保育所運営費徴収金私立分
○保育所運営費徴収金私立分滞納繰越分
○保育所運営費徴収金公立分（保育料）
○保育所運営費徴収金公立分（延長保育料）
○保育所運営費徴収金公立分（給食費）
○保育所運営費徴収金公立分滞納繰越分（保育料）
○保育所運営費徴収金公立分滞納繰越分（延長保育料）
○保育所運営費徴収金公立分滞納繰越分（給食費）
○日本スポーツ振興センター災害共済負担金

保健衛生費負担金 ○養育医療給付事業費負担金

小学校費負担金 ○日本スポーツ振興センター災害共済負担金

衛生費負担金 △487

教育費負担金 △104

計 △42

分担金及び負担金 負担金

民生費負担金

交通安全対策特別交付金 交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別 △1,400
交付金

計 △1,400

分担金及び負担金 分担金

土木費分担金 △42

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

地方交付税 地方交付税

節

区 　分
説　　明

計
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（款） （項）

中学校費負担金 ○日本スポーツ振興センター災害共済負担金

（款） （項）

総務管理使用料 ○庁舎施設目的外使用料
○西部出張所施設目的外使用料
○東部出張所施設目的外使用料
○市民窓口ステーション施設目的外使用料
○市民活動センター施設目的外使用料
○市民交流プラザ施設目的外使用料
○コミュニティセンター施設目的外使用料
○駐輪場使用料
○駐輪場施設目的外使用料
○旧長戸小学校施設目的外使用料
○防犯ステーション施設目的外使用料

社会福祉使用料 ○地域福祉会館施設目的外使用料
○総合福祉センター使用料
○総合福祉センター施設目的外使用料
○ふるさとふれあい公園使用料
○ふるさとふれあい公園施設目的外使用料
○ひまわり園施設目的外使用料

児童福祉使用料 ○児童福祉施設目的外使用料
○さんさん館保育ルーム使用料
○さんさん館施設目的外使用料
○駅前こども送迎ステーション使用料
○保育所施設目的外使用料

保健衛生使用料 ○斎場使用料
○斎場施設目的外使用料
○保健センター施設目的外使用料
○墓地施設目的外使用料

清掃使用料 ○清掃施設目的外使用料

衛生使用料

民生使用料

総務使用料 △2,646

分担金及び負担金 負担金

計

使用料及び手数料 使用料
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

労働使用料 ○職業訓練校施設目的外使用料

農業使用料 ○市民農園使用料
○市民農園施設目的外使用料
○農業公園湯ったり館使用料
○農業公園農業ゾーン使用料
○農業公園施設目的外使用料
○たつのこ産直市場使用料
○たつのこ産直市場目的外使用料

商工使用料 ○市街地活力施設目的外使用料
○にぎわい広場使用料
○にぎわい広場施設目的外使用料
○（仮称）撞舞広場施設目的外使用料

道路橋梁使用料 ○道路占用料
○法定外公共物使用料（道路分）
○駐車場使用料

河川使用料 ○河川占用料
○法定外公共物使用料（水路分）

都市計画使用料 ○都市公園使用料
○都市公園施設目的外使用料
○森林公園使用料
○森林公園施設目的外使用料

住宅使用料 ○市営住宅使用料
○市営住宅使用料滞納繰越分
○市営住宅駐車場使用料
○市営住宅駐車場使用料滞納繰越分
○市営住宅施設目的外使用料

消防使用料 ○消防施設目的外使用料消防使用料

土木使用料 △2,397

商工使用料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

使用料及び手数料 使用料

節

区 　分
説　　明

労働使用料

農林水産業使用料
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（款） （項）

教育総務使用料 ○教育センター施設目的外使用料

小学校使用料 ○小学校施設目的外使用料

中学校使用料 ○中学校施設目的外使用料

社会教育使用料 ○中央図書館施設目的外使用料
○図書館北竜台分館施設目的外使用料
○歴史民俗資料館施設目的外使用料
○文化会館使用料
○文化会館施設目的外使用料

保健体育使用料 ○総合運動公園施設目的外使用料
○スポーツ施設目的外使用料
○学校給食センター施設目的外使用料

（款） （項）

総務管理手数料 ○審査請求資料等複写手数料
○放置自転車等保管手数料
○認可地縁団体証明手数料
○自動車臨時運行手数料

徴税手数料 ○税務手数料市民窓口課取扱分
○税務手数料西部出張所取扱分
○税務手数料東部出張所取扱分
○税務手数料市民窓口ステーション取扱分
○税務手数料税務課取扱分
○市税督促手数料

戸籍住民基本台帳 ○戸籍手数料市民窓口課取扱分
手数料 ○戸籍手数料西部出張所取扱分

○戸籍手数料東部出張所取扱分
○戸籍手数料市民窓口ステーション取扱分
○住民証明手数料市民窓口課取扱分

総務手数料 △858

計

使用料及び手数料 手数料

教育使用料

使用料及び手数料 使用料
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

○住民証明手数料西部出張所取扱分
○住民証明手数料東部出張所取扱分
○住民証明手数料市民窓口ステーション取扱分

保健衛生手数料 ○狂犬病予防手数料

清掃手数料 ○一般廃棄物処理業（ごみ）許可申請手数料
○粗大ごみ処理・廃家電収集運搬手数料

土木管理手数料 ○屋外広告物許可手数料
○優良住宅新築認定申請手数料
○優良宅地造成認定申請手数料
○開発許可関係申請手数料

都市計画手数料 ○市街化証明手数料

（款） （項）

社会福祉費負担金 ○生活困窮者自立相談支援事業費（生活困窮者支援分）
   4,053×3/4
○生活困窮者自立相談支援事業費（自立相談支援等分）
   7,130×3/4
○国民健康保険基盤安定等
   保険者支援分
   121,947×1/2＝60,973
   保険税未就学児均等割軽減分
   4,129×1/2＝2,064
○特別障がい者手当等給付費
   23,675×3/4
○障がい者自立支援給付費
   1,322,790×1/2
○介護保険低所得者保険料軽減費
   67,787×1/2

計 △626

国庫支出金 国庫負担金

民生費国庫負担金

衛生手数料

土木手数料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

使用料及び手数料 手数料

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

児童福祉費負担金 ○母子生活支援施設措置費
   4,482×1/2
○児童扶養手当給付費
   279,812×1/3
○子どものための教育・保育給付費
   3歳以上児分
   985,672×1/2＝492,836
   3歳未満児分
   818,189×58.16/100＝475,858
○子育てのための施設等利用給付費
   10,000×1/2
○障がい児施設給付費
   211,285×1/2
○児童手当給付費
   被用者分
   146,745×37/45＝120,657
   非被用者分
   28,620×2/3＝19,080
   第1子・第2子分
   453,570×2/3＝302,380
   第3子以降分
   107,910×2/3＝71,940
   中学生分
   194,130×2/3＝129,420
   所得制限対象者分
   14,910×2/3＝9,940

生活保護費負担金 ○生活保護費
   1,399,808×3/4

保健衛生費負担金 ○養育医療給付事業費
   2,359×1/2
○新型コロナウイルスワクチン接種対策費
   326,972×10/10

計

衛生費国庫負担金

国庫支出金 国庫負担金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

総務管理費補助金 ○デジタル基盤改革支援事業費
   37,123×10/10
○個人番号カード交付事務費
   28,981×10/10
○社会資本整備総合交付金（定住促進分）
   28,500×4.5/10
○社会資本整備総合交付金（空家利活用促進分）
   3,000×1/2

徴税費補助金 ○特別徴収税額通知電子化事業費
   880×10/10

社会福祉費補助金 ○障がい者地域生活支援事業費
   58,695×1/2

児童福祉費補助金 ○子ども・子育て支援事業費（子育て支援コンシェルジ
  ュ分）
   3,078×2/3
○子ども・子育て支援事業費（学童保育分）
   163,049×1/3
○子ども・子育て支援事業費（子育て環境整備分）
   163,302×1/3
○児童虐待防止対策事業費
   6,900×1/2
○保育対策総合支援事業費
   23,886×1/2
○支援対象児童等見守り強化事業費
   13,457×2/3
○出産・子育て応援交付金給付事業費
   20,000×2/3
○出産・子育て応援交付金給付事務費
   376×2/3
○保育所等整備交付金
   31,770×1/2
○母子家庭等対策総合支援事業費

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

国庫支出金 国庫補助金

節

区 　分
説　　明

総務費国庫補助金 △25,908

民生費国庫補助金
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（款） （項）

   8,690×3/4

生活保護費補助金 ○生活保護適正実施推進事業費
   生活保護適正実施推進事業分
   12,011×3/4＝9,008
   医療扶助のオンライン資格確認導入事業分
   4,003×10/10＝4,003

保健衛生費補助金 ○子ども・子育て支援事業費（育児支援家庭訪問分）
   6,573×1/3
○伴走型相談支援事業費
   上半期分
   1,814×2/3＝1,209
   下半期分
   2,271×1/2＝1,135
○感染症予防事業費等
   11,683×1/2
○非課税世帯等妊婦初回産科受診料支援事業費
   300×1/2
○母子保健医療対策等総合支援事業費
   6,728×1/2
○新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費
   248,787×10/10
○二酸化炭素排出抑制対策事業費
   10,000×3/4
○放射線量低減対策特別緊急事業費
   470×10/10

清掃費補助金 ○循環型社会形成推進交付金
   30,030×1/2

土木管理費補助金 ○社会資本整備総合交付金（耐震診断分）
   150×1/2
○社会資本整備総合交付金（耐震改修分）
   1,500×1/2

道路橋梁費補助金 ○社会資本整備総合交付金（狭隘道路整備分）

土木費国庫補助金

衛生費国庫補助金

国庫支出金 国庫補助金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

   1,000×1/3
○社会資本整備総合交付金（道路整備分）
   109,000×1/2
○道路メンテナンス事業費（橋梁長寿命化修繕計画分）
   16,566×5.5/10

住宅費補助金 ○社会資本整備総合交付金（市営住宅分）
   5,731×4.5/10

小学校費補助金 ○要保護児童援助費
   72×1/2
○特別支援教育就学奨励費
   3,538×1/2

中学校費補助金 ○要保護生徒援助費
   222×1/2
○特別支援教育就学奨励費
   2,321×1/2

（款） （項）

総務管理費委託金 ○自衛官募集事務費

徴税費委託金 ○精通者意見価格作成費

戸籍住民基本台帳 ○中長期在留者住居地届出等事務費
費委託金

社会福祉費委託金 ○国民年金事務費

児童福祉費委託金 ○特別児童扶養手当事務費

都市計画費委託金 ○浅間ケ浦排水施設管理費土木費委託金 △2,530

国庫支出金 委託金

総務費委託金 △69

民生費委託金

計

教育費国庫補助金 △10,130

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

国庫支出金 国庫補助金

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

（款） （項）

社会福祉費負担金 ○国民健康保険基盤安定等
   保険税軽減分
   194,088×3/4＝145,566
   保険者支援分
   121,947×1/4＝30,486
   保険税未就学児均等割軽減分
   4,129×1/4＝1,032
○障がい者自立支援給付費
   1,322,790×1/4
○介護保険低所得者保険料軽減費
   67,787×1/4
○後期高齢者医療保険基盤安定等
   186,159×3/4

児童福祉費負担金 ○母子生活支援施設措置費
   4,482×1/4
○子どものための教育・保育給付費
   3歳以上児分
   985,672×1/4＝246,418
   3歳未満児分
   818,189×21.14/100＝172,965
○子育てのための施設等利用給付費
   10,000×1/4
○障がい児施設給付費
   211,285×1/4
○児童手当給付費
   被用者分
   146,745×4/45＝13,044
   非被用者分
   28,620×1/6＝4,770
   第1子・第2子分
   453,570×1/6＝75,595
   第3子以降分

国庫支出金 委託金

計 △1,850

県支出金 県負担金

民生費県負担金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

   107,910×1/6＝17,985
   中学生分
   194,130×1/6＝32,355
   所得制限対象者分
   14,910×1/6＝2,485

生活保護費負担金 ○生活保護費
   1,399,808×10.3％×1/4

保健衛生費負担金 ○養育医療給付事業費
   2,359×1/4

保健体育費負担金 ○学校給食業務費
   6,531×10/10

（款） （項）

総務管理費補助金 ○地方創生推進交付金（移住支援分）
   11,918×3/4
○防犯カメラ設置促進事業費
   900×10/10

戸籍住民基本台帳 ○事務処理特例交付金（旅券発給事務分）
費補助金

社会福祉費補助金 ○障がい者地域生活支援事業費
   58,695×1/4
○事務処理特例交付金（社会福祉事務分）
○民生委員推薦会
   25×10/10
○墓地埋葬等取扱費
   285×10/10
○老人クラブ助成費

民生費県補助金

教育費県負担金

計

県支出金 県補助金

総務費県補助金

衛生費県負担金

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

県支出金 県負担金

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

   1,249×2/3
○老人クラブ連合会助成費
   274×2/3
○介護保険低所得者対策事業費
   219×3/4
○地域医療介護総合確保基金事業費
   81,895×10/10
○医療費助成事業費医療費分
   323,137×1/2
○医療費助成事業費事務費分
   8,406×1/2

児童福祉費補助金 ○事務処理特例交付金（児童福祉事務分）
○子ども・子育て支援事業費（子育て支援コンシェルジ
  ュ分）
   3,078×1/6
○子ども・子育て支援事業費（学童保育分）
   163,049×1/3
○子ども・子育て支援事業費（子育て環境整備分）
   163,302×1/3
○子どものための教育・保育給付費（地方単独分）
   134,777×1/2
○民間保育所等乳児等保育事業
   11,500×1/2
○保育対策総合支援事業費
   保育体制強化事業分
   7,200×3/4＝5,400
   保育補助者雇上強化事業分
   22,484×7/8＝19,673
○出産・子育て応援交付金給付事業費
   20,000×1/6
○出産・子育て応援交付金給付事務費
   376×1/6
○軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業費
   148×1/2
○在宅障がい児福祉手当支給事業費
   1,110×1/2

県支出金 県補助金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

○多子世帯保育料軽減事業費
   21,994×1/2

災害救助費補助金 ○災害見舞金被災者生活再建支援金
   3,000×1/2
○災害救助費繰替支弁費交付金（応急仮設住宅分）
   761×10/10

保健衛生費補助金 ○健康増進事業費
   健康増進事業分
   5,561×2/3＝3,707
   肝炎ウイルス検診分
   445×10/10＝445
○母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業費
   6,272×5/6
○子ども・子育て支援事業費（育児支援家庭訪問分）
   6,573×1/3
○伴走型相談支援事業費
   上半期分
   1,814×1/6＝302
   下半期分
   2,271×1/4＝567
○献血推進事業費
   388×1/2
○がん予防・検診促進事業費
   3,195×1/2
○子育て世帯訪問支援臨時特例事業費
   3,258×3/4
○地域自殺対策強化事業費
   普通啓発事業分
   98×1/2＝49
   若年層対策事業分
   152×2/3＝101
○自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費
   5,000×1/2

衛生費県補助金

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

県支出金 県補助金

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

○事務処理特例交付金（環境事務分）
○母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業費 
   2,990×9/10

清掃費補助金 ○事務処理特例交付金（浄化槽事務分）
○合併処理浄化槽設置事業費
   国基準分
   30,030×1/4＝7,507
   県単独分
   1,272×10/10＝1,272

農業費補助金 ○農業委員会費交付金
   2,708×10/10
○事務処理特例交付金（農業委員会事務分）
○機構集積支援事業費
   247×10/10
○農地利用最適化交付金
   443×10/10
○事務処理特例交付金（農政事務分）
○機構集積協力金交付事業費
   4,500×10/10
○農地集約型大規模水田経営体育成加速化事業費
   12,000×10/10
○農業経営基盤強化資金利子補給費
   64×1/2
○農業次世代人材投資事業費
   4,500×10/10
○儲かる産地支援事業費
   2,431×10/10
○環境保全型農業直接支援対策事業費
   1,025×3/4
○家畜伝染病予防事務費
○事務処理特例交付金（土地改良事務分）
○農地耕作条件改善事業費
   9,434×10/10
○多面的機能支払事業費
   28,283×3/4

農林水産業費県補 △65,335
助金

県支出金 県補助金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

○経営所得安定対策等推進事業費
   4,496×10/10

商工費補助金 ○事務処理特例交付金（商工会事務分）
○災害対策融資資金利子補給費
   一般（a）分　
   60×1/2＝30
   一般（b）分・激甚分
   960×2/3＝640
○消費者行政強化交付金
   推進事業分　
   300×10/10＝300
   強化事業分　
   506×1/2＝253

土木管理費補助金 ○事務処理特例交付金（建築指導事務分）
○木造住宅・ブロック塀等耐震化支援事業費
   410×10/10
○地籍調査費
   450×3/4

河川費補助金 ○事務処理特例交付金（河川事務分）

都市計画費補助金 ○事務処理特例交付金（都市計画事務分）

教育総務費補助金 ○部活動指導員配置事業費
   報酬分
   3,360×1/3
   費用弁償分
   396×10/10

社会教育費補助金 ○事務処理特例交付金（生涯学習事務分）
○青少年相談員事業費

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

県支出金 県補助金

節

区 　分
説　　明

商工費県補助金

土木費県補助金 △864

教育費県補助金

計
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（款） （項）

徴税費委託金 ○県民税徴収取扱事務費

戸籍住民基本台帳 ○人口動態事務費
費委託金

選挙費委託金 ○在外選挙特別経費

統計調査費委託金 ○常住人口調査費
○学校基本調査費
○住宅・土地統計調査費
○統計調査員確保対策事業費
○国勢調査費
○農林業センサス調査費

社会福祉費委託金 ○行旅死病人援護費

土木管理費委託金 ○建築確認取扱事務費

道路橋梁費委託金 ○県道用地事務費

河川費委託金 ○防災調節池等維持管理費

都市計画費委託金 ○破竹川調節池維持管理費

（款） （項）

土地建物貸付収入 ○土地貸付収入

利子及び配当金 ○財政調整基金利子
○減債基金利子
○公共施設維持整備基金利子
○地域振興基金利子
○みらい育成基金利子
○牛久沼管理基金利子
○地域福祉基金利子

財産収入 財産運用収入

財産貸付収入

利子及び配当金

土木費委託金

計 △47,028

民生費委託金

県支出金 委託金

総務費委託金 △50,482
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

○森林環境譲与税基金利子
○教育振興基金利子
○義務教育施設整備基金利子
○土地開発基金利子
○茨城計算センター配当金
○新都市ライフホールディングス配当金

（款） （項）

土地売払収入 ○土地売払収入

物品売払収入 ○一般不用品売払収入

（款） （項）

一般寄附金 ○一般寄附金
○ふるさと龍ケ崎応援寄附金

（款） （項）

特別会計繰入金 ○介護保険事業特別会計繰入金

（款） （項）

基金繰入金 ○財政調整基金繰入金
○減債基金繰入金
○公共施設維持整備基金繰入金

繰入金 特別会計繰入金

特別会計繰入金

計

繰入金 基金繰入金

基金繰入金

物品売払収入

計

寄附金 寄附金

寄附金

計

計

財産収入 財産売払収入

不動産売払収入

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

財産収入 財産運用収入

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

○地域振興基金繰入金
○みらい育成基金繰入金
○牛久沼管理基金繰入金
○教育振興基金繰入金
○義務教育施設整備基金繰入金

（款） （項）

繰越金 ○一般会計繰越金

（款） （項）

延滞金 ○市税延滞金

加算金 ○障がい者通所給付費加算金

過料 ○歩きたばこ・ポイ捨て等禁止条例違反金

（款） （項）

預金利子 ○一般会計歳計現金運用利子

（款） （項）

災害特別援護資金 ○災害特別援護資金貸付金元金収入
貸付金元利収入

保育士等修学資金 ○保育士等修学資金貸付金元金収入
貸付金元利収入

諸収入 貸付金元利収入

災害特別援護資金
貸付金元利収入

保育士等修学資金 △70
貸付金元利収入

過料

計 △4,699

諸収入 市預金利子

市預金利子

計

繰越金 繰越金

繰越金

計

諸収入 延滞金，加算金及び過料

延滞金 △4,700

加算金

繰入金 基金繰入金

計
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

高額介護サービス ○高額介護サービス費貸付金元金収入
費貸付金元利収入

高額療養費貸付金 ○高額療養費貸付金元金収入
元利収入

出産費資金貸付金 ○出産費資金貸付金元金収入
元利収入

災害援護資金貸付 ○災害援護資金貸付金元金収入
金元利収入 ○災害援護資金貸付金利子収入

自治金融資金貸付 ○自治金融資金貸付金元金収入
金元利収入

（款） （項）

児童福祉費受託収 ○公立保育所入所受託収入
入

農業費受託収入 ○農業者年金業務受託収入
○農地中間管理事業業務受託収入

（款） （項）

納付金 ○医療福祉費第三者納付金
○医療福祉費高額療養費等納付金
○養育医療給付事業費高額療養費等納付金

団体支出金 ○清掃工場関連還元施設整備事業費負担金
○市まちづくり・文化財団派遣負担金

団体支出金

事業収入

計

諸収入 雑入

納付金 △797

金元利収入

計

諸収入 受託事業収入

民生費受託事業収
入

農林水産業費受託

高額介護サービス
費貸付金元利収入

高額療養費貸付金
元利収入

出産費資金貸付金
元利収入

災害援護資金貸付
金元利収入

自治金融資金貸付

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

諸収入 貸付金元利収入

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

○馴馬財産区事務費等負担金
○馴馬財産区議会議員選挙費委託金
○土地改良区徴収交付金
○市社会福祉協議会派遣負担金
○県後期高齢者医療広域連合派遣負担金
○市シルバー人材センター派遣負担金
○B&G財団助成金
○スポーツ振興くじ助成金

消防団員退職報償 ○消防団員退職報償金
金

給食費負担金 ○保育所職員給食費負担金
○学校給食費負担金
○学校給食費負担金滞納繰越分

雑入 ○職員給与費等返納金
○拾得物収入金
○資源物等売払収入
○建物共済返納金
○株式譲渡所得割還付金返還金
○臨時福祉給付金返還金
○障害児通所給付費返還金
○医療福祉費返還金
○児童扶養手当返還金
○子どものための教育・保育給付費返還金
○生活保護費返還金（現年度分）
○生活保護費返還金（過年度分）
○職員証等再交付負担金
○県市町村振興協会研修受講費助成金
○中学生平和祈念式典等派遣事業参加者負担金
○情報公開・個人情報文書複写料
○広告掲載料
○予算書頒布収入
○決算書頒布収入
○市民総合賠償補償保険金
○建物損害共済金

諸収入 雑入

雑入 △10,404
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

○庁舎電話使用料
○電気自動車急速充電器電気代権利金
○庁舎コピー使用料
○交通事故賠償保険金
○市バス使用者負担金
○自動車損害保険料返納金
○自動車リサイクル部品売払収入
○企画課刊行物頒布収入
○西部出張所電話使用料
○龍・流連携事業等参加者負担金
○ファンクラブ会員証再交付負担金 
○コミュニティバス定期券売払収入
○コミュニティセンター電話使用料
○コミュニティセンター機器使用料
○公売滞納処分費
○県民交通災害共済加入推進費
○統計資料頒布収入
○緊急通報装置設置者負担金
○さんさん館CD等売払収入
○駅前こどもステーション電話使用料
○放課後児童健全育成事業保険料負担金
○子育て短期支援事業利用者負担金
○公立保育所現場実習費
○健康診査受診者負担金
○妊婦教室参加者負担金
○環境対策課刊行物頒布収入
○不法投棄未然防止事業費
○雑草除去受託料
○指定ごみ袋売払収入
○レジ袋売払収入
○ブランド農産物PRイベント収入
○県民手帳頒布収入
○物産品等販売手数料
○道路事故賠償保険金
○龍ケ崎市駅前イルミネーション電気使用料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

諸収入 雑入

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

○道路整備促進期成同盟会負担金
○県砂防協会負担金
○都市計画図売払収入
○換地図複写料
○緑の少年団活動費
○教育プラン頒布収入
○公立小中学校現場実習費
○学校事故賠償保険金
○臨床心理学科学外実習費
○学校開放体育館使用料
○公共施設水道等使用料
○太陽光発電余剰電力売払収入
○子どもの居場所づくり事業賠償保険金
○市史等刊行物頒布収入
○歴史民俗資料館コピー使用料
○歴史民俗資料館講座等参加者負担金
○文化会館ネーミングライツ収入
○文化会館検針用端末装置電力使用料
○マラソン大会参加者負担金
○スポーツによる自己実現支援事業参加者負担金
○たつのこフィールドネーミングライツ収入
○たつのこスタジアムネーミングライツ収入

（款） （項）

総務管理債 ○庁舎施設整備事業債
○コミュニティセンター整備事業債
○新長戸コミュニティセンター整備事業債

災害救助債 ○県災害援護資金貸付金

保健衛生債 ○新保健福祉施設整備事業債

農業債 ○県営土地改良事業債

諸収入 雑入

計

市債 市債

総務費債

民生費債 △10,600

衛生費債

農林水産業費債
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

道路橋梁債 ○地方道路等整備事業債

河川債 ○排水路整備事業債

消防債 ○消防自動車整備事業債

小学校債 ○小学校施設整備事業債

小中一貫校債 ○小中一貫校施設整備事業債

社会教育債 ○図書館施設整備事業債

保健体育債 ○体育施設整備事業債
○新学校給食センター整備事業債
○学校給食センター解体事業債

臨時財政対策債 ○臨時財政対策債
○臨時財政対策債（借換分）

減収補てん債 ○減収補てん債（借換分）

臨時財政対策債 △160,300

減収補てん債

計

土木費債 △141,500

消防費債

教育費債 △12,800

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

市債 市債

節

区 　分
説　　明
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○議員報酬費

給料     職員手当等

職員手当等 ○議会活動費

共済費     交際費

旅費     役務費

交際費 ○職員給与費（議会事務局）

需用費     職員手当等

役務費 ○会計年度任用職員給与費（議会

委託料     報酬

使用料及び賃     共済費
借料     旅費

備品購入費     旅費

負担金，補助     委託料
及び交付金     使用料及び賃借料

    備品購入費
    負担金，補助及び交付金

計

  事務局）

    職員手当等

○議会事務局費

    需用費

    旅費

    需用費

    負担金，補助及び交付金

    給料

    共済費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

議会費 議会費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

議会費
    報酬

    共済費
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（款） （項）

報酬 ○特別職給与費

給料     職員手当等

職員手当等 ○特別職活動費

共済費     交際費

災害補償費     負担金，補助及び交付金

報償費     報酬

旅費 ○職員給与費（総務管理）

交際費     職員手当等

需用費 ○会計年度任用職員給与費（総務

役務費     報酬

委託料     共済費

使用料及び賃     旅費
借料 ○職員管理費

備品購入費     旅費

負担金，補助     役務費
及び交付金     使用料及び賃借料

    負担金，補助及び交付金
○職員採用費
    委託料
    使用料及び賃借料
○職員研修費
    報償費
    旅費
    需用費

    報酬

    需用費

    給料

    共済費

  管理）

    職員手当等

    災害補償費

    共済費

    旅費

    需用費

○政治倫理調査委員会費

    旅費

総務費 総務管理費

一般管理
    給料費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○稲敷地方広域市町村圏事務組合
  研修費負担金
    負担金，補助及び交付金
○職員のスキル・モチベーション
  アップ事業
    旅費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○職員厚生費
    報酬
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○コンプライアンス推進事業
    報酬
    旅費
    需用費
    委託料
○秘書事務費
    旅費
    需用費
    役務費
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金
○市民行政推進活動費
    報酬

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○市民活動サポート推進事業
    負担金，補助及び交付金
○まちづくりポイント制度推進事
  業
    報償費
    需用費
    役務費
○公共施設里親制度推進事業
    役務費
○まちづくり・つなぐネット運用
  事業
    役務費
○男女共同参画推進費
    報酬
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
○契約事務費
    需用費
    委託料
    使用料及び賃借料
○入札等監視委員会費
    報酬
    旅費
○官製談合再発防止対策検討委員
  会費
    報酬
    旅費
○非核平和推進事業
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金

総務費 総務管理費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

○児童生徒に係る重大事態再調査
  委員会費
    報酬
    旅費
○会議等賄費
    需用費

△6,755 報酬 ○法制事務費

報償費     旅費

旅費     委託料

需用費     負担金，補助及び交付金

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃 ○個人情報保護費
借料     報酬

負担金，補助 ○広報活動費
及び交付金     報償費

    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○広聴事務費
    需用費
    役務費

    役務費

    使用料及び賃借料

    需用費

文書広報
    報酬費

    需用費

    使用料及び賃借料

○文書管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

- 50 -



（款） （項）

需用費 ○財政事務費

委託料     委託料

使用料及び賃
借料

需用費 ○会計事務費

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料

使用料及び賃
借料

給料 ○管財事務費

職員手当等     役務費

共済費     備品購入費

旅費 ○職員給与費（庁舎管理）

需用費     職員手当等

役務費 ○庁舎管理費

委託料       需用費

使用料及び賃     本庁舎管理費
借料       需用費

工事請負費       委託料

備品購入費       工事請負費
      備品購入費

      役務費

      使用料及び賃借料

    補償，補填及び賠償金

    給料

    共済費

    庁舎共通管理費

      役務費

    委託料

財産管理
    需用費費

    委託料

財政管理
    需用費費

    使用料及び賃借料

会計管理
    需用費費

総務費 総務管理費

- 51 -



（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助     第二庁舎管理費
及び交付金       需用費

補償，補填及       使用料及び賃借料
び賠償金 ○物品管理費

公課費     役務費
    使用料及び賃借料
    備品購入費
○自動車運行管理費
    旅費
    需用費
    役務費
    使用料及び賃借料
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金
    補償，補填及び賠償金
    公課費
○牛久沼保全対策事業
    負担金，補助及び交付金

△27,502 報酬 ○SDGsパートナーシップ制度運用

報償費     需用費

旅費     報償費

需用費     負担金，補助及び交付金

役務費     旅費

委託料     負担金，補助及び交付金
○行政経営推進費

○総合政策事務費

    需用費

企画費
  事業

○SDGs推進事業

    需用費

      委託料

    需用費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

使用料及び賃     報酬
借料     旅費

負担金，補助 ○公共施設再編成事業
及び交付金     報酬

    報償費
    旅費
    需用費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○シティプロモーション事業
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金

旅費 ○電算管理費

需用費     需用費

役務費     委託料

委託料     負担金，補助及び交付金

使用料及び賃     需用費
借料     委託料

備品購入費     負担金，補助及び交付金

負担金，補助     使用料及び賃借料
及び交付金 ○住民基本台帳ネットワークシス

  テム運用費
    使用料及び賃借料

    役務費

    使用料及び賃借料

○住民情報基幹系システム運用費

    使用料及び賃借料

○窓口申請デジタル化推進費

電子計算
    旅費費

総務費 総務管理費

    需用費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

○総合福祉システム運用費
    委託料
    使用料及び賃借料
○地域情報化推進費
    需用費
    委託料
    使用料及び賃借料
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金
○番号制度推進費
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○スマートフォン教室開催費
    委託料

報酬 ○職員給与費（出張所）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（出張

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○西部出張所管理運営費

役務費       需用費

委託料     西部出張所運営費

使用料及び賃       役務費
借料       使用料及び賃借料

      需用費

  所）

    職員手当等

    旅費

    西部出張所管理費

      委託料

出張所費
    給料

    共済費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

公課費 ○東部出張所運営費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    公課費
○市民窓口ステーション運営費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料

報酬 ○公平委員会費

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

報酬 ○テレワークスペース等整備事業

職員手当等 ○街なか元気アップ支援事業

共済費 ○まちづくりクラウドファンディ

報償費     負担金，補助及び交付金

旅費     報償費

需用費     役務費

役務費     備品購入費

委託料     報償費

使用料及び賃     役務費
借料     委託料

工事請負費     負担金，補助及び交付金

    需用費

    使用料及び賃借料

○ふるさと龍ケ崎応援事業

    需用費

○地域活性化企業人派遣事業

地域振興
    負担金，補助及び交付金費

    負担金，補助及び交付金

  ング応援事業

○流通経済大学連携事業

公平委員
    報酬会費

総務費 総務管理費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

備品購入費 ○市民活動センター管理運営費

負担金，補助       需用費
及び交付金       委託料

補償，補填及       工事請負費
び賠償金     市民活動センター運営費

      需用費
      委託料
○会計年度任用職員給与費（市民
  交流プラザ）
    報酬
    職員手当等
    共済費
    旅費
○市民交流プラザ管理運営費
    市民交流プラザ管理費
      需用費
      委託料
    市民交流プラザ運営費
      報償費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
○集会施設整備助成事業
    負担金，補助及び交付金
○コミュニティバス運行事業
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料

      使用料及び賃借料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

    市民活動センター管理費
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（款） （項）

    補償，補填及び賠償金
○公共交通対策費
    報酬
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○乗合タクシー運行事業
    需用費
    役務費
    補償，補填及び賠償金
○路線バス昼間割引事業
    補償，補填及び賠償金
○AIオンデマンド交通実証実験事
  業
    役務費
    委託料
    備品購入費
    補償，補填及び賠償金
○婚活支援事業
    報償費
    需用費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○若者結婚新生活応援事業
    負担金，補助及び交付金
○ウェルカムチケット交付事業
    報償費
    需用費
○定住促進プロモーション事業
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○若者・子育て世代住宅取得支援

総務費 総務管理費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

  事業
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○移住支援金交付事業
    需用費
    負担金，補助及び交付金
○たつのこワクワクワーク事業
    需用費
    委託料
○龍ケ崎ファンクラブ事業
    報償費
    需用費
    役務費
    使用料及び賃借料
○牛久沼活用事業
    報償費
    需用費
    負担金，補助及び交付金
○道の駅整備事業
    旅費
    需用費

報酬 ○会計年度任用職員給与費（コミ

職員手当等     報酬

共済費     共済費

旅費 ○コミュニティセンター管理費

需用費     理費

役務費       役務費

    コミュニティセンター共通管

      需用費

コミュニ
  ュニティセンター）ティセン

ター費
    職員手当等

    旅費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

委託料       委託料

使用料及び賃     理費
借料       需用費

工事請負費       委託料

公有財産購入       備品購入費
費     長戸コミュニティセンター管

備品購入費       需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    大宮コミュニティセンター管
    理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    北文間コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      公有財産購入費
    馴柴コミュニティセンター管
    理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    長山コミュニティセンター管
    理費
      需用費
      役務費

      使用料及び賃借料

    理費

総務費 総務管理費

    松葉コミュニティセンター管

      役務費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    川原代コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    八原コミュニティセンター管
    理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    馴馬台コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
    龍ケ崎コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      工事請負費
    龍ケ崎西コミュニティセンタ
    ー管理費
      需用費
      役務費
      委託料

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

      使用料及び賃借料
      備品購入費
    久保台コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    城ノ内コミュニティセンター
    管理費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
○新長戸コミュニティセンター建
  設事業
    役務費
    委託料
    工事請負費

報償費 ○国際交流事業

需用費     需用費

負担金，補助
及び交付金

需用費 ○交通安全対策費

役務費     役務費

委託料 ○駐輪場管理運営費

使用料及び賃       使用料及び賃借料
借料       工事請負費

    需用費対策費

    負担金，補助及び交付金

    駐輪場管理費

都市交流
    報償費費

    負担金，補助及び交付金

交通安全

総務費 総務管理費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

工事請負費     駐輪場運営費

負担金，補助 ○放置自転車対策費
及び交付金     需用費

    役務費
    委託料

積立金 ○財政調整基金費
    積立金
○減債基金費
    積立金
○公共施設維持整備基金費
    積立金
○地域振興基金費
    積立金
○みらい育成基金費
    積立金
○牛久沼管理基金費
    積立金

報酬 ○稲敷地方広域市町村圏事務組合

報償費     負担金，補助及び交付金

旅費     負担金，補助及び交付金

需用費     報償費

役務費     役務費

委託料 ○地域コミュニティ推進費
    旅費
    負担金，補助及び交付金

諸費
  事務費負担金

○まちづくり・文化財団助成費

○自治組織関係経費

    需用費

    委託料

      委託料

基金費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

使用料及び賃 ○表彰関係経費
借料     報償費

工事請負費     役務費

備品購入費     負担金，補助及び交付金

負担金，補助     需用費
及び交付金     委託料

償還金，利子 ○旧城南中学校管理費
及び割引料     需用費

公課費     委託料
○会計年度任用職員給与費（防犯
  ）
    報酬
    旅費
○北竜台防犯ステーション管理費
    需用費
    役務費
    使用料及び賃借料
○防犯活動費
    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
    公課費
○防犯カメラ等設置事業
    需用費
    工事請負費
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金
○防犯灯整備事業
    需用費
    役務費
    工事請負費
○空家等対策事業

○旧長戸小学校管理費

    使用料及び賃借料

    役務費

総務費 総務管理費

    需用費

○補助費等交付事業
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    報酬
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
○空家バンク活用事業
    負担金，補助及び交付金
○老朽空家等解体等事業
    負担金，補助及び交付金
○大相撲地方巡業開催支援事業（
  市制施行70周年記念プレイベン
  ト）
    需用費
    使用料及び賃借料
○市制施行70周年記念式典開催事
  業
    報償費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
○オリジナル年賀はがき作成事業
  （市制施行70周年記念事業）
    役務費
    委託料
○市税過誤納還付金
    償還金，利子及び割引料

計

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

報酬 ○職員給与費（徴税）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（徴税

共済費     報酬

旅費     共済費
    旅費
○固定資産評価審査委員会費
    報酬

△8,563 旅費 ○市民税賦課事務費

需用費     役務費

役務費     使用料及び賃借料

委託料 ○資産税賦課事務費

使用料及び賃     役務費
借料     委託料

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金 ○土地・家屋評価推進事業

    委託料
    使用料及び賃借料
○徴収事務費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○徴収特別対策費
    役務費

    使用料及び賃借料

賦課徴収
    需用費費

    委託料

    負担金，補助及び交付金

    需用費

    共済費

  ）

    職員手当等

総務費 徴税費

税務総務
    給料費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△48,529 報酬 ○職員給与費（戸籍住民）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（戸籍

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○戸籍事務費

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料 ○住民記録等証明事務費

備品購入費     役務費

負担金，補助     備品購入費
及び交付金 ○個人番号カード普及促進費

    需用費
    役務費

    委託料

    備品購入費

    需用費

    使用料及び賃借料

費
    共済費

  住民）

    職員手当等

    旅費

    需用費

説　　明

計 △8,338

総務費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民
    給料基本台帳

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 徴税費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

    委託料
    使用料及び賃借料

（款） （項）

△2,632 報酬 ○選挙管理委員会事務費

需用費     需用費

役務費     負担金，補助及び交付金

負担金，補助
及び交付金

△528 報酬 ○選挙運動公費負担事業

職員手当等 ○市議会議員選挙費

需用費     職員手当等

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料

使用料及び賃 ○馴馬財産区議会議員選挙費
借料     報酬

負担金，補助     需用費
及び交付金     役務費

    委託料

    職員手当等

計 △3,160

諸選挙費
    負担金，補助及び交付金

    報酬

    需用費

    委託料

    負担金，補助及び交付金

総務費 選挙費

選挙管理
    報酬委員会費

    役務費

総務費 戸籍住民基本台帳費

計 △48,529
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

△4,346 報酬 ○職員給与費（統計調査）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（統計

共済費     報酬

需用費     共済費

負担金，補助     需用費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

報酬 ○統計調査費

報償費     報償費

旅費     需用費

需用費 ○学校基本調査費

役務費

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（監査）

給料     職員手当等

職員手当等 ○監査委員事務費
    報酬

監査委員
    給料費

    共済費

    旅費

    役務費

    需用費

計 △1,582

総務費 監査委員費

  調査）

    職員手当等

○統計調査事務費

統計調査
    報酬費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 統計調査費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

統計調査
    給料総務費

    共済費
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（款） （項）

共済費     旅費

旅費     負担金，補助及び交付金

需用費

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（社会福祉）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（社会

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○社会福祉事務費

需用費     旅費

役務費     役務費

委託料 ○国民健康保険事業特別会計繰出

負担金，補助     繰出金
及び交付金 ○民生委員等関係経費

扶助費     負担金，補助及び交付金

繰出金     旅費
○市民法律相談等事業

    報酬

    需用費

    負担金，補助及び交付金

  金

    報酬

    給料総務費

    共済費

  福祉）

    職員手当等

    旅費

計

民生費 社会福祉費

社会福祉

総務費 監査委員費

    需用費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    需用費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○行旅死病人等一時援護事業
    需用費
    役務費
    扶助費
○遺族等援護事業
    需用費
    役務費
    委託料
○見守りネットワーク事業
    報償費
    役務費
○生活困窮者自立支援事業
    需用費
    役務費
    扶助費
○社会福祉協議会助成費
    負担金，補助及び交付金
○地域福祉推進事業
    負担金，補助及び交付金

需用費 ○総合福祉センター管理運営費

委託料       需用費

使用料及び賃       工事請負費
借料     総合福祉センター運営費

工事請負費 ○ふれあいゾーン管理運営費
    ふれあいゾーン管理費
      需用費

社会福祉
    総合福祉センター管理費施設費

      委託料

      委託料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 社会福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

      使用料及び賃借料
      工事請負費
    ふれあいゾーン運営費
      委託料

報酬 ○障がい者福祉事業

報償費     需用費

旅費     委託料

需用費 ○障がい福祉計画等策定費

役務費 ○障がい者給付訪問調査等事務費

委託料 ○障がい者給付審査会事務費

使用料及び賃     旅費
借料     需用費

備品購入費 ○障がい者自立支援事務費

負担金，補助     役務費
及び交付金     使用料及び賃借料

扶助費     扶助費
○障がい者地域生活支援事業（補
  助分）
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
    扶助費
○障がい者地域生活支援事業（単
  独分）
    報酬
    報償費

    報酬

    役務費

    需用費

○障がい者自立支援給付事業

    報酬福祉費

    役務費

    扶助費

    需用費

    役務費

民生費 社会福祉費

障がい者
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金
    扶助費

報酬 ○職員給与費（老人福祉）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（老人

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○老人福祉事務費

需用費     需用費

役務費 ○介護保険事業特別会計繰出金

委託料 ○後期高齢者医療事業特別会計繰

使用料及び賃     繰出金
借料 ○老人保護措置費

備品購入費 ○高齢者生きがい対策事業

負担金，補助     需用費
及び交付金     役務費

    繰出金

  出金

    扶助費

    報償費

  福祉）

    職員手当等

    旅費

    報酬

    役務費

老人福祉
    給料費

    共済費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 社会福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

扶助費     負担金，補助及び交付金

貸付金     報償費

繰出金     役務費
    負担金，補助及び交付金
○高齢者いきいき活動支援事業
    委託料
○在宅高齢者生活支援事業
    需用費
    役務費
    扶助費
○緊急通報システム運営費
    需用費
    役務費
    委託料
    備品購入費
○稲敷地方広域市町村圏事務組合
  緊急通報センター運営費負担金
    負担金，補助及び交付金
○災害時避難行動要支援者避難支
  援事業
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
○高齢者見守りネットワーク事業
    役務費
○介護保険低所得者対策事業
    負担金，補助及び交付金
    扶助費
    貸付金
○高齢者福祉計画等策定費
    委託料
○介護施設等整備支援事業
    負担金，補助及び交付金

民生費 社会福祉費

○敬老祝事業

    需用費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

需用費 ○医療福祉事業（県補助分）

役務費     役務費

委託料     扶助費

扶助費     役務費

貸付金     扶助費
○高額療養費貸付事業
    貸付金
○出産費資金貸付事業
    貸付金

△2,064 報酬 ○職員給与費（国民年金）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（国民

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○国民年金事務費

役務費     役務費

負担金，補助
及び交付金

    需用費

    負担金，補助及び交付金

計

    給料費

    共済費

  年金）

    職員手当等

    旅費

○医療福祉事業（単独分）

    委託料

国民年金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 社会福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

医療福祉
    需用費費

    委託料
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（款） （項）

報酬 ○職員給与費（児童福祉）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（児童

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○児童福祉事務費

需用費     需用費

役務費     負担金，補助及び交付金

委託料   会計繰出金

使用料及び賃 ○会計年度任用職員給与費（さん
借料   さん館）

工事請負費     職員手当等

備品購入費     旅費

負担金，補助     さんさん館管理費
及び交付金       需用費

扶助費       使用料及び賃借料

貸付金       報償費

償還金，利子       役務費
及び割引料 ○ファミリーサポートセンター運

公課費     需用費
    役務費

      需用費

  営費

    共済費

○さんさん館管理運営費

      委託料

    さんさん館運営費

    報酬

    役務費

○障がい児支援サービス事業特別

    繰出金

    報酬

    給料総務費

    共済費

  福祉）

    職員手当等

    旅費

民生費 児童福祉費

児童福祉
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

繰出金     委託料
    備品購入費
○リフレッシュ保育運営費
    委託料
○駅前こどもステーション管理運
  営費
    駅前こどもステーション管理
    費
      需用費
      委託料
      使用料及び賃借料
    駅前こどもステーション運営
    費
      需用費
      役務費
      委託料
      公課費
○学童保育ルーム管理運営費
    学童保育ルーム管理費
      需用費
      委託料
      工事請負費
    学童保育ルーム運営費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
      償還金，利子及び割引料
○家庭児童相談事業
    需用費
    役務費
    使用料及び賃借料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 児童福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

○支援対象児童等見守り強化事業
    委託料
○児童扶養手当支給事業
    報酬
    需用費
    役務費
    扶助費
○特別児童扶養手当事務費
    需用費
    役務費
○出産・子育て応援交付金給付事
  業
    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○子育てスマイルパスポート事業
    負担金，補助及び交付金
○保育事務費
    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○子どものための教育・保育給付
  費等システム運用費
    委託料
    使用料及び賃借料
○子どものための教育・保育給付
  費
    負担金，補助及び交付金
○子育てのための施設等利用給付
  費
    扶助費
○子ども・子育て支援事業（補助
  分）
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○地域子育て支援拠点充実事業
    負担金，補助及び交付金

民生費 児童福祉費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

○子ども・子育て支援事業（単独
  分）
    負担金，補助及び交付金
○子ども・子育て支援事業計画策
  定費
    役務費
    委託料
○保育所等施設整備事業
    負担金，補助及び交付金
○保育対策総合支援事業
    負担金，補助及び交付金
○子育てサポート利用助成事業
    役務費
    扶助費
○たつのこ預かり保育利用助成事
  業
    役務費
    扶助費
○たつのこ育て応援の店設置促進
  事業
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○高等職業訓練促進費等事業
    負担金，補助及び交付金
○保育士等支援事業
    負担金，補助及び交付金
    貸付金
○障がい児施設給付事業
    扶助費
○軽度・中等度難聴児補聴器購入
  支援事業
    役務費
    扶助費

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 児童福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

△46,333 需用費 ○児童手当支給事業

役務費     役務費

扶助費 ○在宅心身障がい児介護事業
    役務費
    扶助費

報酬 ○職員給与費（保育所）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（保育

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○公立保育所管理運営費

需用費       需用費

役務費     公立保育所運営費

委託料       報償費

使用料及び賃       役務費
借料       委託料

備品購入費       備品購入費

負担金，補助       償還金，利子及び割引料
及び交付金 ○多子世帯保育料軽減事業

扶助費
    扶助費

      委託料

      報酬

      需用費

      使用料及び賃借料

      負担金，補助及び交付金

    共済費

  所）

    職員手当等

    旅費

    公立保育所管理費

    需用費費

    扶助費

保育所費
    給料

民生費 児童福祉費

児童措置
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

償還金，利子
及び割引料

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（生活保護）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（生活

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○生活保護適正実施推進事業

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃
借料

扶助費 ○生活保護扶助費
    扶助費

    使用料及び賃借料

扶助費

計

  保護）

    職員手当等

    旅費

    報酬

    役務費

計

民生費 生活保護費

生活保護
    給料総務費

    共済費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

民生費 児童福祉費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

△65 役務費 ○災害援護事業

使用料及び賃     扶助費
借料     貸付金

負担金，補助 ○応急仮設住宅費
及び交付金     役務費

扶助費

貸付金

償還金，利子
及び割引料

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（保健衛生）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（保健

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○保健衛生事務費

需用費     旅費

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金

    報酬

    需用費

    委託料

    給料総務費

    共済費

  衛生）

    職員手当等

    旅費

計 △65

衛生費 保健衛生費

保健衛生

災害救助
    負担金，補助及び交付金費

    償還金，利子及び割引料

    使用料及び賃借料

民生費 災害救助費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

使用料及び賃 ○医療対策事業
借料     報酬

備品購入費     委託料

負担金，補助 ○健康づくり推進事業
及び交付金     需用費

扶助費 ○会計年度任用職員給与費（まい
  ん健康サポートセンター）
    報酬
○まいん健康サポートセンター管
  理運営費
    まいん健康サポートセンター
    管理費
      需用費
      委託料
    まいん健康サポートセンター
    運営費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
○健康マイレージ事業
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
○歯科保健事業
    報償費
    需用費

    役務費

    負担金，補助及び交付金

    委託料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

衛生費 保健衛生費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○がん検診事業
    需用費
    役務費
    委託料
○がん予防・検診受診促進事業
    報償費
    需用費
    役務費
    委託料
○がん検診節目検診事業
    需用費
    役務費
    委託料
    扶助費
○婦人科検診事業
    需用費
    役務費
    委託料
○生活習慣病健康診査等事業
    報償費
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○子育て世代包括支援センター運
  営費
    需用費
    役務費
    委託料
    扶助費
○非課税世帯等妊婦初回産科受診
  料支援事業
    委託料
    扶助費

衛生費 保健衛生費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

○たつのこたっち運用費
    使用料及び賃借料
○母子保健事業
    需用費
    役務費
○子育て相談事業
    報償費
    需用費
    備品購入費
○乳児家庭全戸訪問事業
    需用費
    役務費
    委託料
○乳幼児健康診査等事業
    報酬
    報償費
    需用費
    役務費
    委託料
    扶助費
○妊産婦健康診査等事業
    需用費
    役務費
    委託料
    扶助費
○産後ケア事業
    役務費
    委託料
○マタニティタクシー助成事業
    役務費
    扶助費
○産前産後家事支援事業
    需用費

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

衛生費 保健衛生費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

    役務費
    委託料
○養育医療給付事業
    役務費
    扶助費
○精神・難病保健福祉対策事業
    役務費
    負担金，補助及び交付金
    扶助費
○地域自殺対策強化事業
    需用費

報酬 ○感染症対策費

職員手当等 ○小児定期予防接種事業

共済費     役務費

旅費     扶助費

需用費     需用費

役務費     委託料

委託料 ○小児インフルエンザ予防接種助

使用料及び賃     需用費
借料     役務費

備品購入費     扶助費

負担金，補助   業
及び交付金     委託料

扶助費 ○成人定期予防接種事業
    需用費
    役務費

    扶助費

    役務費

    扶助費

  成事業

    委託料

○骨髄移植後等再予防接種助成事

予防費
    需用費

    需用費

    委託料

○おたふくかぜ予防接種助成事業

衛生費 保健衛生費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    委託料
    扶助費
○狂犬病予防費
    需用費
    役務費
○新型コロナウイルスワクチン接
  種体制確保事業
    報酬
    職員手当等
    共済費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    備品購入費
    負担金，補助及び交付金

報酬 ○職員給与費（環境衛生）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（環境

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○環境審議会費

役務費     旅費

委託料 ○環境行政推進費

    報酬

    役務費

    給料費

    共済費

  衛生）

    職員手当等

    旅費

環境衛生

目 本 年 度 前 年 度 比　較

衛生費 保健衛生費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

使用料及び賃     旅費
借料     需用費

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金 ○自立・分散型エネルギー設備導

償還金，利子     役務費
及び割引料     負担金，補助及び交付金

公課費   編）策定費
    委託料
○環境衛生対策費
    需用費
    役務費
    委託料
    償還金，利子及び割引料
    公課費
○龍ケ崎市駅公衆トイレ管理費
    需用費
    委託料
○不法投棄対策事業
    報酬
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
○放射線対策事業
    需用費
    役務費
    委託料

需用費 ○斎場管理運営費

役務費       需用費

委託料       工事請負費

    斎場管理費費

      委託料

斎場管理

  入促進事業

○温暖化対策実行計画（区域施策

衛生費 保健衛生費

    役務費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

使用料及び賃     斎場運営費
借料       需用費

工事請負費       委託料

備品購入費       備品購入費

△4,094 役務費 ○公害対策費

委託料     委託料

負担金，補助
及び交付金

需用費 ○保健センター管理運営費

役務費       需用費

委託料       使用料及び賃借料

使用料及び賃       需用費
借料       役務費

工事請負費       負担金，補助及び交付金

公有財産購入 ○新保健福祉施設建設事業
費     委託料

負担金，補助     公有財産購入費
及び交付金

公課費

      使用料及び賃借料

      公課費

    工事請負費

保健セン
    保健センター管理費ター管理

費
      委託料

    保健センター運営費

      役務費

      使用料及び賃借料

公害対策
    役務費費

    負担金，補助及び交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

衛生費 保健衛生費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

（款） （項）

給料 ○職員給与費（清掃）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○清掃事務費

需用費     役務費

役務費

報酬 ○塵芥処理費

旅費     役務費

需用費     公課費

役務費     負担金，補助及び交付金

委託料     報酬

負担金，補助     需用費
及び交付金     役務費

公課費     負担金，補助及び交付金
    公課費

給料 ○職員給与費（し尿）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○し尿処理費

役務費 ○龍ケ崎地方衛生組合負担金

し尿処理
    給料費

    共済費

    役務費

○廃棄物減量等促進事業

    旅費

    委託料

    需用費

塵芥処理
    需用費費

    委託料

○龍ケ崎地方塵芥処理組合負担金

衛生費 保健衛生費

計

衛生費 清掃費

清掃総務
    給料費

    共済費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金 ○合併処理浄化槽設置助成事業

    役務費
    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△64 負担金，補助 ○茨城県南水道企業団負担金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

需用費 ○労働事務費

委託料     負担金，補助及び交付金

負担金，補助     委託料
及び交付金 ○シルバー人材センター援助費

    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（農業委員会）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（農業
    共済費

計

農林水産業費 農業費

農業委員
    給料会費

計 △64

労働費 労働諸費

労働諸費
    需用費

○若者世代等就職支援事業

計

衛生費 上水道費

上水道費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

衛生費 清掃費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

共済費   委員会）

旅費     職員手当等

交際費     旅費

需用費     報酬

役務費     交際費

委託料     役務費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料     負担金，補助及び交付金

負担金，補助     需用費
及び交付金     役務費

報酬 ○職員給与費（農業総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（農業

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○農業総務事務費

需用費     役務費

役務費     負担金，補助及び交付金

委託料     報償費
    需用費
    役務費

    需用費

    委託料

○農業戦略事務費

農業総務
    給料費

    共済費

  総務）

    職員手当等

    旅費

    旅費

    需用費

    委託料

○農業者年金受託事業

農林水産業費 農業費

    報酬

    共済費

○農業委員会事務費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

△26,057 報酬 ○農業振興事業

報償費 ○農地中間管理事業

旅費     役務費

需用費     負担金，補助及び交付金

役務費   業

委託料 ○龍ケ岡市民農園管理運営費

使用料及び賃       委託料
借料     龍ケ岡市民農園運営費

備品購入費 ○農業公園湯ったり館管理運営費

負担金，補助       需用費
及び交付金     農業公園湯ったり館運営費

      委託料
○農業公園農業ゾーン管理運営費
    農業公園農業ゾーン運営費
      委託料
○たつのこ産直市場管理運営費
    たつのこ産直市場管理費
      需用費
      委託料
    たつのこ産直市場運営費
      需用費
      役務費

      委託料

    農業公園湯ったり館管理費

    需用費

    使用料及び賃借料

○畑作農業ステップアップ支援事

    負担金，補助及び交付金

    龍ケ岡市民農園管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

農林水産業費 農業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

農業振興
    負担金，補助及び交付金費
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（款） （項）

      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
      負担金，補助及び交付金
○農業経営基盤強化促進対策事業
    報酬
    報償費
    旅費
    負担金，補助及び交付金
○新規就農者経営支援事業
    負担金，補助及び交付金
○農業ヘルパー制度支援事業
    負担金，補助及び交付金
○儲かる産地支援事業
    負担金，補助及び交付金
○龍ケ崎ブランド育成事業
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○環境にやさしい農業推進事業
    負担金，補助及び交付金

需用費 ○畜産振興事業

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

役務費 ○土地改良助成事業

負担金，補助 ○土地改良整備事業
及び交付金     役務費

    負担金，補助及び交付金
○牛久沼土地改良区農業排水路管

農地費
    負担金，補助及び交付金

畜産業費
    需用費

農林水産業費 農業費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

  理費
    負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○生産調整推進対策事業
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△220 負担金，補助 ○林業振興事業
及び交付金     負担金，補助及び交付金

積立金     積立金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（商工総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（商工

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○商工事務費
    旅費
    需用費

    旅費

商工費 商工費

商工総務
    給料費

    共済費

  総務）

    職員手当等

計

農林水産業費 林業費

林業振興
費

○森林環境譲与税基金費

計 △220

目 本 年 度 前 年 度 比　較

農林水産業費 農業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

水田営農
活性化対
策費
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（款） （項）

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金     貸付金

貸付金

旅費 ○市街地活性化対策費

需用費     負担金，補助及び交付金

委託料     需用費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料 ○にぎわい広場管理費

工事請負費     委託料

負担金，補助     工事請負費
及び交付金 ○地元企業交流創出事業

    負担金，補助及び交付金
○地域資源活用事業
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○創業支援事業
    負担金，補助及び交付金
○企業立地促進費
    旅費
    需用費
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金

△4,335 給料 ○職員給与費（観光物産）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○観光物産事業

報償費     役務費
    需用費

観光費
    給料

    共済費

    使用料及び賃借料

商工業振
    需用費興費

○市街地活力施設管理費

    委託料

    需用費

商工費 商工費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

需用費     委託料

役務費 ○観光PRイベント等開催事業

委託料 ○観光アンバサダー運用事業

使用料及び賃 ○龍ケ崎ブランド商品開発等支援
借料   事業

負担金，補助 ○伝統芸能伝承事業
及び交付金     報償費

    役務費
    負担金，補助及び交付金
○観光物産センター管理運営費
    観光物産センター管理費
      需用費
      使用料及び賃借料
    観光物産センター運営費
      役務費
      委託料

△6 旅費 ○消費生活センター運営費

需用費     需用費

負担金，補助
及び交付金

消費生活
    旅費対策費

    負担金，補助及び交付金

計

    負担金，補助及び交付金

    負担金，補助及び交付金

    負担金，補助及び交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

商工費 商工費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

    負担金，補助及び交付金
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（款） （項）

給料 ○職員給与費（土木総務）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○土木事務費

需用費     負担金，補助及び交付金

委託料     需用費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料     負担金，補助及び交付金

原材料費     需用費

備品購入費     使用料及び賃借料

負担金，補助     備品購入費
及び交付金

報酬 ○職員給与費（建築指導）

給料     職員手当等

職員手当等 ○建築指導事務費

共済費     需用費

需用費 ○住宅・建築物耐震改修促進事業

負担金，補助
及び交付金

△9,597 給料 ○職員給与費（地籍調査）

職員手当等     職員手当等
    共済費

地籍調査
    給料費

建築指導
    給料費

    共済費

    報酬

    負担金，補助及び交付金

    負担金，補助及び交付金

    委託料

○公共施設維持補修事業

    委託料

    原材料費

土木費 土木管理費

土木総務
    給料費

    共済費

    使用料及び賃借料

○営繕事務費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

共済費 ○地籍調査事業

役務費     委託料

委託料

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（道路橋梁総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（道路

共済費     報酬

旅費 ○道路管理事務費

需用費     役務費

役務費     負担金，補助及び交付金

委託料 ○龍ケ崎市駅前広場等管理費

使用料及び賃     委託料
借料     使用料及び賃借料

○道路整備促進費
    旅費

    需用費

    委託料

    補償，補填及び賠償金

    需用費

土木費 道路橋梁費

道路橋梁
    給料総務費

    共済費

  橋梁総務）

    旅費

    役務費

    負担金，補助及び交付金

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

土木費 土木管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

補償，補填及
び賠償金

需用費 ○道路維持補修事業

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料     公課費

工事請負費     委託料

原材料費     需用費

負担金，補助     委託料
及び交付金     工事請負費

公課費     工事請負費

給料 ○職員給与費（道路新設改良）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○道路改良事業

需用費     役務費

役務費     工事請負費

委託料 ○市道第1-45号線整備事業

工事請負費 ○市道第1-380号線（佐貫3号線）

    需用費

    委託料

    補償，補填及び賠償金

    委託料

    役務費

○交通安全施設整備事業

道路新設
    給料改良費

    共済費

    委託料

    原材料費

○幹線道路除草事業

○道路排水管理費

土木費 道路橋梁費

道路維持
    需用費費

- 99 -



（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

補償，補填及   整備事業
び賠償金     委託料

    工事請負費
    補償，補填及び賠償金

△39,151 委託料 ○橋梁維持補修事業
    委託料

（款） （項）

旅費 ○河川事務費

需用費     負担金，補助及び交付金

委託料     需用費

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金 ○急傾斜地崩壊対策事業

    旅費
    負担金，補助及び交付金

△21,848 給料 ○職員給与費（河川）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○排水路整備事業

需用費     委託料

委託料     補償，補填及び賠償金
    工事請負費

排水路整
    給料備費

    共済費

    需用費

土木費 河川費

河川総務
    旅費費

○準用河川等管理費

    委託料

橋梁維持
費

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

土木費 道路橋梁費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

工事請負費

補償，補填及
び賠償金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（都市計画総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（都市

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○都市計画事務費

委託料     旅費

使用料及び賃     委託料
借料     使用料及び賃借料

負担金，補助 ○都市計画マスタープラン策定費
及び交付金     委託料

旅費 ○街路事務費

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

△2,932 需用費 ○都市下水路管理費

役務費     役務費

街路事業
    旅費費

都市下水
    需用費路費

    旅費

    報酬

    需用費

    負担金，補助及び交付金

土木費 都市計画費

都市計画
    給料総務費

    共済費

  計画総務）

    職員手当等

土木費 河川費

計 △17,852
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

委託料     委託料

給料 ○職員給与費（公園管理）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○都市公園管理費

報償費     需用費

旅費     委託料

需用費 ○都市公園除草等事業

役務費 ○森林公園管理運営費

委託料       需用費

使用料及び賃       使用料及び賃借料
借料     森林公園運営費

原材料費       役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
○森林公園リニューアル事業
    報償費
    委託料

需用費 ○緑化推進事業

負担金，補助     負担金，補助及び交付金
及び交付金

緑化推進
    需用費費

    原材料費

    委託料

    森林公園管理費

      委託料

      需用費

公園費
    給料

    共済費

    旅費

    役務費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

土木費 都市計画費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

（款） （項）

負担金，補助 ○下水道事業会計繰出金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△10,096 報酬 ○職員給与費（住宅）

給料     職員手当等

職員手当等 ○市営住宅管理費

共済費     需用費

需用費     委託料

役務費     委託料

委託料

（款） （項）

負担金，補助 ○稲敷地方広域市町村圏事務組合
及び交付金   消防費負担金

    負担金，補助及び交付金

△1,364 報酬 ○消防団活動費

報償費     報償費
    旅費

非常備消
    報酬防費

○市営住宅等長寿命化計画策定費

計 △10,096

消防費 消防費

常備消防
費

土木費 住宅費

住宅管理
    給料費

    共済費

    報酬

    役務費

土木費 都市計画費

計

土木費 下水道費

下水道費

計
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

旅費     交際費

交際費     役務費

需用費     負担金，補助及び交付金

役務費

使用料及び賃
借料

負担金，補助
及び交付金

需用費 ○消防施設等管理費

役務費     役務費

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料     公課費

工事請負費     役務費

備品購入費     公課費

負担金，補助     工事請負費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

公課費

報酬 ○水防事務費

需用費     需用費
    報酬

○消防施設整備事業

    備品購入費

○消防水利整備事業

水防費

消防施設
    需用費費

    使用料及び賃借料

    需用費

    使用料及び賃借料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

消防費 消防費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

原材料費     原材料費

負担金，補助
及び交付金

報酬 ○職員給与費（防災対策）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（防災

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○防災活動費

需用費     報償費

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料 ○AED設置推進事業

負担金，補助 ○防災訓練費
及び交付金     報酬

    需用費
○非常災害用備蓄費
    需用費
○自主防災組織活動育成事業
    負担金，補助及び交付金

計

    旅費

    役務費

    使用料及び賃借料

    使用料及び賃借料

    共済費

  対策）

    職員手当等

    旅費

    報酬

消防費 消防費

    負担金，補助及び交付金

防災対策
    給料費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

△51 報酬 ○教育委員会費

旅費     旅費

需用費     負担金，補助及び交付金

負担金，補助
及び交付金

報酬 ○教育長給与費

給料     職員手当等

職員手当等 ○教育長活動費

共済費     交際費

報償費     負担金，補助及び交付金

旅費     給料

交際費     共済費

需用費   事務局）

役務費     職員手当等

備品購入費     旅費

負担金，補助     報酬
及び交付金     報償費

    旅費
    需用費

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（教委

    報酬

    共済費

○学務事務費

    給料

    共済費

    旅費

    需用費

○職員給与費（教委事務局）

教育委員
    報酬会費

    需用費

事務局費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 教育総務費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

補償，補填及     役務費
び賠償金     備品購入費

積立金     補償，補填及び賠償金
○児童生徒に係る重大事態調査委
  員会費
    報酬
    旅費
○奨学生援護事業
    負担金，補助及び交付金
○教育の日推進事業
    負担金，補助及び交付金
○教育振興基金費
    積立金
○義務教育施設整備基金費
    積立金

報酬 ○職員給与費（教育指導）

職員手当等     負担金，補助及び交付金

旅費     旅費

需用費     役務費

役務費 ○教職員研修費

委託料 ○障がい児教育支援費

使用料及び賃     旅費
借料     委託料

負担金，補助     委託料
及び交付金 ○AIドリル活用推進事業

    使用料及び賃借料
○子どもが主役！魅力ある学校づ
  くり推進事業

    使用料及び賃借料

    負担金，補助及び交付金

    報酬

○語学指導事業

教育指導
    職員手当等費

○学校指導費

    需用費

教育費 教育総務費

    負担金，補助及び交付金
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    負担金，補助及び交付金

△15,891 報酬 ○職員給与費（教育センター）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（教育

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○教育センター管理運営費

需用費       需用費

役務費     教育センター運営費

委託料       役務費

使用料及び賃       公課費
借料 ○教育センター活動費

負担金，補助     旅費
及び交付金     需用費

公課費     使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○さわやか相談員配置事業
    報償費
    需用費
    役務費
○いじめ問題対策事業

    役務費

    教育センター管理費

      委託料

      需用費

      使用料及び賃借料

    報償費

    給料ター費

    共済費

  センター）

    職員手当等

    旅費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 教育総務費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

教育セン
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（款） （項）

    報償費
    使用料及び賃借料
○スクールソーシャルワーカー派
  遣事業
    報償費
    役務費

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（小学校）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（小学

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○小学校管理費

需用費       需用費

役務費       工事請負費

委託料       備品購入費

使用料及び賃       需用費
借料       委託料

工事請負費       備品購入費

原材料費       需用費

備品購入費       工事請負費

      工事請負費

    大宮小学校管理費

      委託料

    旅費

    小学校共通管理費

      委託料

      原材料費

    龍ケ崎小学校管理費

教育費 小学校費

学校管理
    給料費

    共済費

  校）

    職員手当等

教育費 教育総務費

計
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助     八原小学校管理費
及び交付金       需用費

補償，補填及       工事請負費
び賠償金     馴柴小学校管理費

      需用費
      委託料
      使用料及び賃借料
      原材料費
    川原代小学校管理費
      需用費
      委託料
      使用料及び賃借料
    龍ケ崎西小学校管理費
      需用費
      委託料
    松葉小学校管理費
      需用費
      委託料
      備品購入費
    長山小学校管理費
      需用費
      委託料
    馴馬台小学校管理費
      需用費
      委託料
      備品購入費
    久保台小学校管理費
      需用費
      委託料
    城ノ内小学校管理費
      需用費
      委託料

      委託料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 小学校費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

○小学校運営費
    小学校共通運営費
      報酬
      報償費
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
      負担金，補助及び交付金
      補償，補填及び賠償金
    龍ケ崎小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    大宮小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    八原小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    馴柴小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    川原代小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    龍ケ崎西小学校運営費

教育費 小学校費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    松葉小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    長山小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    馴馬台小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    久保台小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    城ノ内小学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
○スクールバス運行事業
    委託料

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 小学校費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

△55,345 需用費 ○小学校ICT支援員配置事業

委託料 ○小学校英語検定料助成事業

負担金，補助 ○小学校読書活動推進事業
及び交付金     需用費

扶助費   励費
    需用費
    扶助費

△54,992 償還金，利子 ○都市再生機構小学校償還金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（中学校）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（中学

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○会計年度任用職員給与費（部活

役務費     報酬

委託料 ○中学校管理費

使用料及び賃       需用費
借料       委託料

      工事請負費

    職員手当等

    旅費

  動指導員）

    旅費

    中学校共通管理費

計

教育費 中学校費

学校管理
    給料費

    共済費

  校）

    負担金，補助及び交付金

○要保護・準要保護児童等就学奨

学校施設
整備費

教育費 小学校費

教育振興
    委託料費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

工事請負費       原材料費

原材料費     長山中学校管理費

備品購入費       委託料

負担金，補助       需用費
及び交付金       委託料

補償，補填及     中根台中学校管理費
び賠償金       需用費

      委託料
      工事請負費
    城ノ内中学校管理費
      需用費
      委託料
      工事請負費
    龍ケ崎中学校管理費
      需用費
      委託料
      工事請負費
      備品購入費
○中学校運営費
    中学校共通運営費
      報酬
      需用費
      役務費
      委託料
      使用料及び賃借料
      備品購入費
      負担金，補助及び交付金
      補償，補填及び賠償金
    長山中学校運営費

      需用費

    城西中学校管理費

      工事請負費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 中学校費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

      備品購入費
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（款） （項）

      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    城西中学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    中根台中学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    城ノ内中学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費
    龍ケ崎中学校運営費
      需用費
      役務費
      使用料及び賃借料
      備品購入費

△67,220 需用費 ○中学校ICT支援員配置事業

委託料 ○中学校英語検定料助成事業

負担金，補助 ○中学校読書活動推進事業
及び交付金     需用費

扶助費   励費
    扶助費

△90,210 償還金，利子 ○都市再生機構中学校償還金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

学校施設
整備費

教育振興
    委託料費

    負担金，補助及び交付金

○要保護・準要保護生徒等就学奨

教育費 中学校費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

（款） （項）

委託料 ○小中一貫校施設整備事業

工事請負費     工事請負費

（款） （項）

負担金，補助 ○幼稚園振興助成事業
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△3,561 報酬 ○職員給与費（社会教育総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（社会

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○生涯学習事務費

需用費     報償費
    旅費

    職員手当等

    旅費

    報酬

計

教育費 社会教育費

社会教育
    給料総務費

    共済費

  教育総務）

教育費 小中一貫校費

学校施設
    委託料整備費

計

教育費 幼稚園費

幼稚園費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 中学校費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

計 △55,032
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（款） （項）

役務費     需用費

委託料     負担金，補助及び交付金

使用料及び賃     報酬
借料     報償費

負担金，補助     役務費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

補償，補填及     旅費
び賠償金     負担金，補助及び交付金

○子育て学習事業
    報償費
    需用費
○子どもの居場所づくり事業
    需用費
    役務費
    委託料
    補償，補填及び賠償金
○サタデースクール推進事業
    需用費
    委託料
○文化財保護費
    報酬
    旅費
    需用費
    委託料
    使用料及び賃借料
    負担金，補助及び交付金
○文化芸術普及事業
    需用費
    役務費
    負担金，補助及び交付金
○郷土偉人マンガ作成事業
    報償費
    旅費

    役務費

○青少年育成事業

    需用費

○青少年リーダー育成推進事業

教育費 社会教育費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    需用費
    役務費

報酬 ○中央図書館管理運営費

需用費       工事請負費

役務費       報酬

委託料       委託料

使用料及び賃       備品購入費
借料       負担金，補助及び交付金

工事請負費     図書館北竜台分館管理費

備品購入費       使用料及び賃借料

負担金，補助       役務費
及び交付金       委託料

△11,153 報酬 ○歴史民俗資料館管理運営費

報償費       需用費

旅費       使用料及び賃借料

需用費       報酬

役務費       旅費

委託料       役務費
      使用料及び賃借料

歴史民俗
    歴史民俗資料館管理費資料館費

      委託料

    歴史民俗資料館運営費

      報償費

      需用費

      使用料及び賃借料

○図書館北竜台分館管理運営費

      需用費

    図書館北竜台分館運営費

説　　明

図書館費
    中央図書館管理費

    中央図書館運営費

      需用費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 社会教育費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

使用料及び賃       負担金，補助及び交付金
借料       公課費

負担金，補助
及び交付金

公課費

△61,094 委託料 ○文化会館管理運営費

使用料及び賃       委託料
借料       使用料及び賃借料

工事請負費       備品購入費

備品購入費     文化会館運営費

償還金，利子
及び割引料

（款） （項）

△260 報酬 ○職員給与費（保健体育総務）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（保健

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○スポーツ振興費

需用費     報償費

    共済費

  体育総務）

    職員手当等

    旅費

    報酬

      委託料

計 △44,170

教育費 保健体育費

保健体育
    給料総務費

文化会館
    文化会館管理費費

      工事請負費

      償還金，利子及び割引料

教育費 社会教育費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

役務費     需用費

委託料     備品購入費

使用料及び賃 ○スポーツ推進委員活動費
借料     報酬

備品購入費     旅費

負担金，補助     備品購入費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

○スポーツ協会活動費
    負担金，補助及び交付金
○スポーツ少年団活動費
    負担金，補助及び交付金
○マラソン大会開催費
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
○スポーツツーリズム振興事業
    報償費
    旅費
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○スポーツによる官民連携事業
    旅費
    負担金，補助及び交付金
○スポーツによる自己実現支援事
  業

    報償費

    使用料及び賃借料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 保健体育費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

    役務費

    負担金，補助及び交付金
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（款） （項）

    委託料

需用費 ○総合運動公園等管理運営費

役務費       役務費

委託料       使用料及び賃借料

使用料及び賃       備品購入費
借料     たつのこフィールド管理費

工事請負費       備品購入費

備品購入費       委託料

負担金，補助     スポーツ施設等管理費
及び交付金       需用費

      備品購入費
    総合運動公園等運営費
      委託料
      負担金，補助及び交付金

△139,600 報酬 ○職員給与費（学校給食センター

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   給食センター）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     需用費

委託料 ○学校給食運営費

    報酬

    共済費

○学校給食センター管理費

    委託料

学校給食
  ）費

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（学校

      工事請負費

    たつのこスタジアム管理費

      工事請負費

教育費 保健体育費

体育施設
    たつのこアリーナ管理費費

      委託料

      工事請負費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

使用料及び賃     報酬
借料     旅費

工事請負費     役務費

備品購入費     使用料及び賃借料

負担金，補助     償還金，利子及び割引料
及び交付金     公課費

償還金，利子   」実施事業
及び割引料     需用費

公課費     需用費
    役務費
    委託料
    備品購入費
○学校給食センター解体事業
    委託料
    工事請負費

（款） （項）

△34,560 償還金，利子 ○一般会計債元金償還費
及び割引料     償還金，利子及び割引料

△638 償還金，利子 ○一般会計債利子償還費
及び割引料     償還金，利子及び割引料

○一般会計一時借入金利子償還費
    償還金，利子及び割引料

計

公債費 公債費

元金

利子

○県産献立「いばっぺごはんの日

○新学校給食センター建設事業

    需用費

    委託料

    負担金，補助及び交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

教育費 保健体育費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（款） （項）

（款） （項）

繰出金 ○土地開発基金費
    繰出金

（款） （項）

○一般会計予備費
    予備費

基金費

計

予備費 予備費

予備費

計

公債費 公債費

計 △35,198

諸支出金 土地開発基金費

土地開発
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1　特別職

（単位：千円，人）

報　酬 給　料
期末手当

年間支給率
(月分)

地域手当 寒冷地手当
その他
の手当

計

その他の
特別職

計

その他の
特別職

計

長　等

議　員 △398 △2,252 △1,123

その他の
特別職

△155 △837 △837 △837

計 △154 △1,235 △296

給　与　費　明　細　書

給 与 費

前
　
年
　
度

長　等

備　考

本
　
年
　
度

長　等

議　員

比
　
　
　
較

合　計

議　員

区　分 職員数 共済費
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2　一般職

　(1)　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）
単身赴任
手　　当

備　考

△19,067 △2,676

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

管理職員特
別勤務手当

内訳 比　較 △23,095

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

の 前年度

比　較

手当 本年度

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

△2,676

計
共済費 合　計 備　考

△19,067

地域手当通勤手当
管理職
手　当

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当

内訳 比　較

の 前年度

手当 本年度

△23,095

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当職員 区　分

比　較

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当
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　　イ　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

△6

採用者

退職者 △16

異動者

計

本年度

その他の増減分 △2,533

備　考

○職員の異動に伴う増減分

○職員の採用・退職に伴う増減分 △18,860

昇給に伴う増加分

その他の増減分

内訳 比　較

給与改定に伴う増加分給　料

△5,561

の 前年度

手当 本年度

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手  当

管理職
手  当

比　較

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計

増　減

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当職員手当

前年度

○その他の増減分

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明

〇前年度分

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他

備　考

勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

期末手当
単身赴任
手　　当

共済費 合　計
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 （単位：円，歳） 　　イ　初任給 （単位：円）

　　ウ　級別職員数 （単位：人，％） 　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

主事

議会事
務局長

参事

構成比

主事補

副主幹

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

主査

係長

副主査

主幹行政職

部長

市長
公室長

次長

危機
管理監

会計
管理者

参事

課長

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

平均年齢

区　分

高校卒

大学卒

　区　分

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

職員数

国の制度

行政職 技能労務職

行政職 技能労務職
行政職 技能労務職
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　　エ　昇給 （単位：人，％） 　　オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

有

有

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

区　分 合　計
代表的な職種

行政職 技能労務職

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

本年度

 比率 (B)/(A)

前年度
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　　キ　地域手当 （単位：％，人）

　　ク　特殊勤務手当 （単位：％） 　　ケ　その他の手当

片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容

1 感染症防疫作業手当
2 社会福祉業務手当
3 動物死体処理作業手当
4 行旅死亡人等取扱い業務手当

区　分区　分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
(令和5年1月1日現在)

代表的な特殊
勤務手当の名称

代表的な職種

行政職 技能労務職
全職種

備　考 支給対象地域

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者
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（単位：千円，％）

　　　全　　　　　　体 計　　　　　　画 前々年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌 年 度 継続費の

左　　　の　　財　　源　　内　　訳 ま で の 末までの 以 降 総 額 に

特　　定　　財　　源 一　般 支 出 支 出 支 出 対 す る

国県支出金 地方債 その他 財　源 支 出 額 見込 額 予 定 額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

2 総務費 1 総務管理費
令和4年度

令和5年度

計

令和5年度

令和6年度

計

3 民生費 1 社会福祉費
令和4年度

令和5年度

計

4 衛生費 1 保健衛生費
令和4年度

令和5年度

計

令和5年度

令和6年度

計

新 長 戸 コ ミ ュ ニ
ティセンター実施
設計費

新 長 戸 コ ミ ュ ニ
ティセンター建設
事業

高齢者福祉計画等
策定業務委託費

新保健福祉施設実
施設計費

新保健福祉施設建
設事業

　　　継続費についての前々年度末までの支出額，前年度末までの支出額又は支出額
　　　の見込及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

支 出款 項 事　　業　　名
年　　度 年　割　額

末までの
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（単位：千円，％）

　　　全　　　　　　体 計　　　　　　画 前々年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌 年 度 継続費の

左　　　の　　財　　源　　内　　訳 ま で の 末までの 以 降 総 額 に

特　　定　　財　　源 一　般 支 出 支 出 支 出 対 す る

国県支出金 地方債 その他 財　源 支 出 額 見込 額 予 定 額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

8 土木費 4 都市計画費
令和5年度

令和6年度

計

令和5年度

令和6年度

計

10 教育費 4 小中一貫校
費

令和5年度

令和6年度

計

7 保健体育費
令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

計

新 学 校 給 食 セ ン
ター建設事業

都市計画マスター
プラン策定業務委
託費

森林公園リニュー
アル事業

小中一貫校実施設
計費

款 項 事　　業　　名
年　　度 年　割　額

末までの 支 出
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

中根台中学校建設にかかる都市再生 平成 6年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（校舎） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

中根台中学校建設にかかる都市再生 平成 6年度から 令和 5年度

機構立替返済金（屋内運動場） 令和 4年度まで

中根台中学校建設にかかる都市再生 平成 6年度から 令和 5年度

機構立替返済金（柔剣道場） 令和 4年度まで

中根台中学校建設にかかる都市再生 平成 6年度から 令和 5年度

機構立替返済金（プール） 令和 4年度まで

中根台中学校建設にかかる都市再生 平成 6年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（グラウンド整備費） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

久保台小学校建築設計及び地質調査 平成 7年度から 令和 5年度から

受託事業 令和 4年度まで 令和 6年度まで

久保台小学校建設にかかる都市再生 平成 7年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（用地） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

久保台小学校建設にかかる都市再生 平成 7年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（校舎） 令和 4年度まで 令和 7年度まで

八原小学校校舎増築設計受託事業 平成 8年度から 令和 5年度から

令和 4年度まで 令和 7年度まで

久保台小学校建設にかかる都市再生 平成 8年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（屋内運動場） 令和 4年度まで 令和 7年度まで

久保台小学校建設にかかる都市再生 平成 8年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（プール） 令和 4年度まで 令和 7年度まで

久保台小学校建設にかかる都市再生 平成 8年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（グラウンド整備費） 令和 4年度まで 令和 7年度まで

八原小学校増築にかかる都市再生機 平成 9年度から 令和 5年度から

構立替返済金（校舎） 令和 4年度まで 令和 8年度まで

城ノ内中学校建築設計及び地質調査 平成 9年度から 令和 5年度から

受託事業 令和 4年度まで 令和 8年度まで

八原小学校用地取得にかかる都市再 平成 9年度から 令和 5年度から

生機構立替返済金 令和 4年度まで 令和 8年度まで

城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成10年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（用地） 令和 4年度まで 令和 9年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源
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城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成10年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（校舎） 令和 4年度まで 令和10年度まで

城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成10年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（屋内運動場，クラ 令和 4年度まで 令和10年度まで

ブハウス，柔剣道場，部室）

城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成10年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（プール，弓道場） 令和 4年度まで 令和10年度まで

城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成11年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（グラウンド整備費） 令和 4年度まで 令和10年度まで

城ノ内小学校建築設計及び地質調査 平成11年度から 令和 5年度から

受託事業 令和 4年度まで 令和10年度まで

平成11年度江川排水路改修事業に 平成12年度から 令和 5年度

おける地元（受益者）に対する負担 令和 4年度まで

金を補助する

城ノ内小学校建設にかかる都市再生 平成12年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（用地） 令和 4年度まで 令和11年度まで

城ノ内小学校建設にかかる都市再生 平成12年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（校舎） 令和 4年度まで 令和12年度まで

城ノ内小学校建設にかかる都市再生 平成12年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（屋内運動場） 令和 4年度まで 令和12年度まで

平成12年度江川排水路改修事業に 平成13年度から 令和 5年度から

おける地元（受益者）に対する負担 令和 4年度まで 令和 6年度まで

金を補助する

城ノ内小学校建設にかかる都市再生 平成13年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（プール） 令和 4年度まで 令和12年度まで

城ノ内小学校建設にかかる都市再生 平成13年度から 令和 5年度から

機構立替返済金（グラウンド整備費） 令和 4年度まで 令和12年度まで

城ノ内中学校建設にかかる都市再生 平成16年度から 令和 5年度

機構立替返済金（校舎第2期工事） 令和 4年度まで

中型バス製造及びリース契約 平成30年度から 令和 5年度

令和 4年度まで

市民活動センターLED照明リース 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

コミュニティバス運行事業(平成30 コミュニティバ 令和元年度から 令和 5年度から 限度額に同じ 全額

年度） ス運行にかかる 令和 4年度まで 令和 6年度まで

協定等に基づく

運行経費補償金

コミュニティセンターLED照明リー 令和元年度から 令和 5年度

ス契約（平成30年度） 令和 4年度まで
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

総合福祉センター管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

ふるさとふれあい公園管理運営業務 令和元年度から 令和 5年度

委託契約（平成30年度） 令和 4年度まで

さんさん館LED照明リース契約（平成 令和元年度から 令和 5年度

30年度） 令和 4年度まで

龍ケ岡市民農園管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

農業公園豊作村管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

AEDリース契約(平成30年度) 令和元年度から 令和 5年度

令和 4年度まで

文化会館管理運営業務委託契約 令和元年度から 令和 5年度

（平成30年度） 令和 4年度まで

たつのこアリーナ窓口券売機リース 令和元年度から 令和 5年度

契約(平成30年度) 令和 4年度まで

給食費管理システムリース契約(平 令和元年度から 令和 5年度

成30年度) 令和 4年度まで

会議録検索システム利用及び更新 令和元年度から 令和 5年度

業務委託契約（平成30年度） 令和 4年度まで

竜ヶ崎駅コミュニティバス待合室賃貸 令和元年度から 令和 5年度

借契約（平成30年度） 令和 4年度まで

避難行動要支援者名簿システムリー 令和元年度から 令和 5年度

ス契約（平成30年度） 令和 4年度まで

人事給与システム利用契約（令和元 令和 2年度から 令和 5年度から

年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

市民活動センター管理運営業務委 令和 2年度から 令和 5年度から

託契約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

AEDリース契約（令和元年度） 令和 2年度から 令和 5年度から

令和 4年度まで 令和 6年度まで

中央図書館管理運営業務委託契 令和 2年度から 令和 5年度から

約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

総合運動公園等にかかる管理運営 令和 2年度から 令和 5年度から

業務委託契約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

総合福祉センター管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

ふるさとふれあい公園管理運営業務 令和元年度から 令和 5年度

委託契約（平成30年度） 令和 4年度まで

さんさん館LED照明リース契約（平成 令和元年度から 令和 5年度

30年度） 令和 4年度まで

龍ケ岡市民農園管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

農業公園豊作村管理運営業務委託 令和元年度から 令和 5年度

契約（平成30年度） 令和 4年度まで

AEDリース契約(平成30年度) 令和元年度から 令和 5年度

令和 4年度まで

文化会館管理運営業務委託契約 令和元年度から 令和 5年度

（平成30年度） 令和 4年度まで

たつのこアリーナ窓口券売機リース 令和元年度から 令和 5年度

契約(平成30年度) 令和 4年度まで

給食費管理システムリース契約(平 令和元年度から 令和 5年度

成30年度) 令和 4年度まで

会議録検索システム利用及び更新 令和元年度から 令和 5年度

業務委託契約（平成30年度） 令和 4年度まで

竜ヶ崎駅コミュニティバス待合室賃貸 令和元年度から 令和 5年度

借契約（平成30年度） 令和 4年度まで

避難行動要支援者名簿システムリー 令和元年度から 令和 5年度

ス契約（平成30年度） 令和 4年度まで

人事給与システム利用契約（令和元 令和 2年度から 令和 5年度から

年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

市民活動センター管理運営業務委 令和 2年度から 令和 5年度から

託契約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

AEDリース契約（令和元年度） 令和 2年度から 令和 5年度から

令和 4年度まで 令和 6年度まで

中央図書館管理運営業務委託契 令和 2年度から 令和 5年度から

約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

総合運動公園等にかかる管理運営 令和 2年度から 令和 5年度から

業務委託契約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

例規集システムデータベース利用及 令和 2年度から 令和 5年度から

び更新業務委託契約（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

総合福祉システム利用契約（令和元 令和 2年度から 令和 5年度から

年度） 令和 4年度まで 令和 6年度まで

ダンプトラック製造及びリース契約 令和 2年度から 令和 5年度から

（令和元年度） 令和 4年度まで 令和 7年度まで

学校給食費管理システム機器リース 令和 2年度から 令和 5年度

契約（令和元年度） 令和 4年度まで

城ノ内小学校スクールバス運行業務 令和 3年度から 令和 5年度

委託契約（令和2年度） 令和 4年度まで

高速カラープリンタリース契約 令和 3年度から 令和 5年度から

令和 4年度まで 令和 7年度まで

土地・家屋評価推進事業業務委託契 令和 3年度から 令和 5年度

約（令和2年度） 令和 4年度まで

森林公園土地賃貸借契約 令和 3年度から 令和 5年度

令和 4年度まで

消防等施設土地賃貸借契約（令和2 令和 3年度から 令和 5年度

年度） 令和 4年度まで

財務会計システム構築及び利用契約 令和 4年度 令和 5年度から

令和 9年度まで

駐輪場管理運営業務委託契約（令和 令和 4年度 令和 5年度から

3年度） 令和 6年度まで

公金収納情報データ作成業務委託 令和 4年度 令和 5年度

契約（令和3年度）

図書館北竜台分館管理運営業務委 令和 4年度 令和 5年度から

託契約（令和3年度） 令和 6年度まで

庁舎施設等土地賃貸借契約 令和 4年度 令和 5年度から

令和 6年度まで

斎場管理運営業務委託契約（令和 令和 4年度 令和 5年度から

3年度） 令和 6年度まで

消防等施設土地賃貸借契約（令和 令和 4年度 令和 5年度から

3年度） 令和 6年度まで

学校給食調理業務委託契約（令和 令和 4年度 令和 5年度

3年度）

学校給食配送業務委託契約 令和 4年度 令和 5年度

新学校給食センター学校給食配送 令和 5年度から

業務委託契約 令和10年度まで
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

学校給食センター管理にかかる業務 令和 4年度 令和 5年度

委託契約

家庭児童支援システム利用契約 令和 5年度から

令和 9年度まで

窓口申請支援システム利用契約 令和 5年度から

令和 9年度まで

公用車リース契約 令和 5年度から

令和11年度まで

龍ケ崎西小学校スクールバス運行業 令和 5年度から

務委託契約（令和4年度） 令和 7年度まで

議場映像・音響設備保守業務委託契 令和 5年度

約

人事評価制度研修業務委託契約 令和 5年度

実務研修生駐車場等賃貸借契約 令和 5年度

内部公益通報外部相談員事務委託 令和 5年度

契約

発注者支援データベースシステム利 令和 5年度

用契約

平和祈念式典等派遣業務委託契約 令和 5年度

法律顧問業務委託契約 令和 5年度

会議録作成システム利用契約 令和 5年度

広報等印刷製本及び配送業務委託 令和 5年度

契約

メール配信サービス利用契約 令和 5年度

龍ケ崎市駅東口デジタルサイネージ 令和 5年度

運用業務委託契約

行政実務解説検索システム利用契約 令和 5年度

左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

学校給食センター管理にかかる業務 令和 4年度 令和 5年度

委託契約

家庭児童支援システム利用契約 令和 5年度から

令和 9年度まで

窓口申請支援システム利用契約 令和 5年度から

令和 9年度まで

公用車リース契約 令和 5年度から

令和11年度まで

龍ケ崎西小学校スクールバス運行業 令和 5年度から

務委託契約（令和4年度） 令和 7年度まで

議場映像・音響設備保守業務委託契 令和 5年度

約

人事評価制度研修業務委託契約 令和 5年度

実務研修生駐車場等賃貸借契約 令和 5年度

内部公益通報外部相談員事務委託 令和 5年度

契約

発注者支援データベースシステム利 令和 5年度

用契約

平和祈念式典等派遣業務委託契約 令和 5年度

法律顧問業務委託契約 令和 5年度

会議録作成システム利用契約 令和 5年度

広報等印刷製本及び配送業務委託 令和 5年度

契約

メール配信サービス利用契約 令和 5年度

龍ケ崎市駅東口デジタルサイネージ 令和 5年度

運用業務委託契約

行政実務解説検索システム利用契約 令和 5年度

左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降

賠償責任保険等加入にかかる申込 令和 5年度

庁舎設備管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

庁舎総合管理業務委託契約（令和4 令和 5年度から

年度） 令和 7年度まで

事務用機器保守にかかる業務委託契 令和 5年度

約

LINE予約システム等利用契約 令和 5年度

納入通知書等作成及び封入封緘業務 令和 5年度

委託契約

住民情報基幹系システム運用サポート 令和 5年度

業務委託契約

RPA等運用支援業務委託契約 令和 5年度

番号利用事務ネットワーク保守業務委 令和 5年度

託契約

地域イントラネットシステム運用サポート 令和 5年度

業務委託契約

庁舎等無線LAN保守業務委託契約 令和 5年度

ふるさと龍ケ崎応援寄附プロモーション 令和 5年度

支援業務委託契約

市民交流プラザ管理にかかる業務委 令和 5年度

託契約

バスロケーションシステム運用業務委 令和 5年度

託契約

関東鉄道竜ヶ崎駅前広場公衆トイレ等 令和 5年度

清掃業務委託契約

AIオンデマンド交通実証実験支援業務 令和 5年度

委託契約

コミュニティセンター管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

コミュニティセンター土地賃貸借契約 令和 5年度から

（令和4年度） 令和 7年度まで

放置自転車等返還業務委託契約 令和 5年度
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

旧長戸小学校土地賃貸借契約（令和 令和 5年度から

4年度） 令和 7年度まで

旧城南中学校管理にかかる業務委託 令和 5年度

契約

地方税電子申告支援サービス利用契 令和 5年度

約

公金等輸送警備業務委託契約 令和 5年度

地方税共通納税システム利用契約 令和 5年度

預貯金照会システム利用契約 令和 5年度

戸籍附表システム改修適応版ソフト保 令和 5年度

守業務委託契約

市議会議員選挙にかかる業務委託等 令和 5年度

契約

市民法律相談業務委託契約 令和 5年度

公共施設等土地賃貸借契約 令和 5年度

ふるさとふれあい公園管理運営業務 令和 5年度

委託契約（平成30年度追加分）

障がい福祉業務総合支援ソフト利用 令和 5年度から

契約（令和4年度） 令和 9年度まで

地域活動支援センター運営業務委託 令和 5年度

契約

高齢者いきいき活動支援事業業務委 令和 5年度

託契約

避難行動要支援者名簿システム保守 令和 5年度

業務委託契約

さんさん館管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

ファミリーサポートセンター運営業務委 令和 5年度

託契約

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

旧長戸小学校土地賃貸借契約（令和 令和 5年度から

4年度） 令和 7年度まで

旧城南中学校管理にかかる業務委託 令和 5年度

契約

地方税電子申告支援サービス利用契 令和 5年度

約

公金等輸送警備業務委託契約 令和 5年度

地方税共通納税システム利用契約 令和 5年度

預貯金照会システム利用契約 令和 5年度

戸籍附表システム改修適応版ソフト保 令和 5年度

守業務委託契約

市議会議員選挙にかかる業務委託等 令和 5年度

契約

市民法律相談業務委託契約 令和 5年度

公共施設等土地賃貸借契約 令和 5年度

ふるさとふれあい公園管理運営業務 令和 5年度

委託契約（平成30年度追加分）

障がい福祉業務総合支援ソフト利用 令和 5年度から

契約（令和4年度） 令和 9年度まで

地域活動支援センター運営業務委託 令和 5年度

契約

高齢者いきいき活動支援事業業務委 令和 5年度

託契約

避難行動要支援者名簿システム保守 令和 5年度

業務委託契約

さんさん館管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

ファミリーサポートセンター運営業務委 令和 5年度

託契約

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

駅前こどもステーション管理運営にか 令和 5年度

かる業務委託及び賃貸借契約

学童保育ルーム運営業務委託契約 令和 5年度から

（令和4年度） 令和 7年度まで

学童保育ルーム運営加配措置業務 令和 5年度

委託契約

支援対象児童等の見守り支援にかか 令和 5年度

る業務委託契約

八原保育所設備管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

八原保育所給食等調理業務委託契 令和 5年度から

約（令和4年度） 令和 7年度まで

まいん健康サポートセンター管理運 令和 5年度

営業務委託契約

健康マイレージシステム利用契約 令和 5年度

がん検診無料クーポン券等作成及び 令和 5年度

封入封緘業務委託契約

電子母子手帳サービス利用契約 令和 5年度

定期予防接種にかかるワクチン購入 令和 5年度

費

新型コロナウイルスワクチン接種体制 令和 5年度

確保にかかる業務委託契約

龍ケ崎市駅前広場公衆トイレ清掃業 令和 5年度

務委託契約

斎場設備管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

保健センター清掃業務委託契約 令和 5年度

塵芥処理にかかる業務委託契約 令和 5年度

資源物回収にかかる業務委託契約 令和 5年度

農地管理用タブレット端末管理ツール 令和 5年度

利用契約

たつのこ産直市場機械警備業務委託 令和 5年度から

契約（令和4年度） 令和 7年度まで
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

たつのこ産直市場管理運営業務委託 令和 5年度

契約

市街地活性化施設管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

牛久沼白鳥観察業務委託契約 令和 5年度

観光物産センター管理運営業務委託 令和 5年度

契約

電子納品ソフト利用契約 令和 5年度

法定外公共物管理システム保守業務 令和 5年度

委託契約

龍ケ崎市駅前広場清掃業務委託契約 令和 5年度

龍ケ崎市駅エスカレーター等管理にか 令和 5年度

かる業務委託契約

建設運搬機械車両等リース契約 令和 5年度

排水ポンプ場維持管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

準用河川等維持管理にかかる業務委 令和 5年度

託契約

都市計画支援システム等運用保守業 令和 5年度

務委託契約

都市公園管理運営にかかる業務委託 令和 5年度

契約

市営住宅管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

消防等施設土地賃貸借契約（令和4 令和 5年度から

年度） 令和 7年度まで

防災情報伝達設備保守業務委託契約 令和 5年度

防災アプリ利用契約 令和 5年度

左の財源内訳

特定財源
一般財源

支出（見込）額 の支出予定額事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

たつのこ産直市場管理運営業務委託 令和 5年度

契約

市街地活性化施設管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

牛久沼白鳥観察業務委託契約 令和 5年度

観光物産センター管理運営業務委託 令和 5年度

契約

電子納品ソフト利用契約 令和 5年度

法定外公共物管理システム保守業務 令和 5年度

委託契約

龍ケ崎市駅前広場清掃業務委託契約 令和 5年度

龍ケ崎市駅エスカレーター等管理にか 令和 5年度

かる業務委託契約

建設運搬機械車両等リース契約 令和 5年度

排水ポンプ場維持管理にかかる業務 令和 5年度

委託契約

準用河川等維持管理にかかる業務委 令和 5年度

託契約

都市計画支援システム等運用保守業 令和 5年度

務委託契約

都市公園管理運営にかかる業務委託 令和 5年度

契約

市営住宅管理にかかる業務委託契約 令和 5年度

消防等施設土地賃貸借契約（令和4 令和 5年度から

年度） 令和 7年度まで

防災情報伝達設備保守業務委託契約 令和 5年度

防災アプリ利用契約 令和 5年度

左の財源内訳

特定財源
一般財源

支出（見込）額 の支出予定額事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降

特別支援教育支援業務委託契約 令和 5年度

外国語指導業務委託契約（令和4年 令和 5年度から

度） 令和 7年度まで

AIドリル利用契約 令和 5年度

教育センター清掃業務委託契約 令和 5年度

小学校施設管理にかかる業務委託 令和 5年度

契約

ICTサポート支援業務委託契約 令和 5年度

中学校施設管理にかかる業務委託 令和 5年度

契約

子どもの居場所づくり事業業務委託 令和 5年度

契約

歴史民俗資料館施設管理にかかる 令和 5年度

業務委託契約

歴史民俗資料館防犯カメラリース契 令和 5年度から

約（令和4年度） 令和 9年度まで

市道第2-241号線舗装修繕工事 令和 5年度

市道第8-218号線舗装修繕工事 令和 5年度

学校給食アレルギー対応食配送業務 令和 5年度から

委託契約 令和10年度まで

公金収納情報データ作成業務委託契 令和 6年度から

約（令和5年度） 令和 7年度まで

総合福祉センター管理運営業務委託 令和 5年度から

契約（令和5年度） 令和10年度まで

ふるさとふれあい公園管理運営業務 令和 5年度から

委託契約（令和5年度） 令和10年度まで

避難行動要支援者名簿システムリー 令和 5年度から

ス契約（令和5年度） 令和10年度まで

龍ケ岡市民農園管理運営業務委託契 令和 5年度から

約（令和5年度） 令和10年度まで

農業公園豊作村農業ゾーン管理運営 令和 5年度から

業務委託契約（令和5年度） 令和10年度まで
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

（仮称）清庵橋建設工事委託契約 令和 6年度から

令和 9年度まで

高圧洗浄車製造及びリース契約（ 令和 5年度から

令和5年度） 令和11年度まで

中央図書館情報管理システム利用契 令和 5年度から

約（令和5年度） 令和11年度まで

文化会館管理運営業務委託契約（令 令和 5年度から

和5年度） 令和10年度まで

学校給食調理業務委託契約（令和5 令和 6年度から

年度） 令和10年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

（仮称）清庵橋建設工事委託契約 令和 6年度から

令和 9年度まで

高圧洗浄車製造及びリース契約（ 令和 5年度から

令和5年度） 令和11年度まで

中央図書館情報管理システム利用契 令和 5年度から

約（令和5年度） 令和11年度まで

文化会館管理運営業務委託契約（令 令和 5年度から

和5年度） 令和10年度まで

学校給食調理業務委託契約（令和5 令和 6年度から

年度） 令和10年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源



（単位：千円）

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還見込額

1 普通債

 (1) 総務債

 (2) 民生債

 (3) 衛生債

 (4) 農林水産業債

 (5) 商工債

 (6) 土木債

 (7) 消防債

 (8) 教育債

2 災害復旧費

 (1) 災害復旧債

3 その他

 (1) 減収補てん債

 (2) 減税補てん債

 (3) 臨時財政対策債

合　計

当該年度末
現在高見込額

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当該年度中増減見込
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（単位：千円）

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還見込額

1 普通債

 (1) 総務債

 (2) 民生債

 (3) 衛生債

 (4) 農林水産業債

 (5) 商工債

 (6) 土木債

 (7) 消防債

 (8) 教育債

2 災害復旧費

 (1) 災害復旧債

3 その他

 (1) 減収補てん債

 (2) 減税補てん債

 (3) 臨時財政対策債

合　計

当該年度末
現在高見込額

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当該年度中増減見込

 
 
 
 

令和５年度 

 
 

龍ケ崎市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





議案第２８号

令和５年度龍ケ崎市国民健康保険事業特別会計予算

令和５年度龍ケ崎市の国民健康保険事業特別会計予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び

限度額は，「第２表 債務負担行為」による。

令和５年２月２４日提出

龍ケ崎市長 萩 原 勇
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歳   入 （単位：千円）

国民健康保険税

一部負担金

手数料

国庫補助金

県補助金

財政安定化基金交付金

財産運用収入

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

雑入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入

財産収入

繰入金

国庫支出金

県支出金

一部負担金

使用料及び手数料

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

国民健康保険税
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歳   入 （単位：千円）

国民健康保険税

一部負担金

手数料

国庫補助金

県補助金

財政安定化基金交付金

財産運用収入

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

雑入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入

財産収入

繰入金

国庫支出金

県支出金

一部負担金

使用料及び手数料

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

国民健康保険税
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歳   出 （単位：千円）

総務管理費

徴税費

運営協議会費

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

傷病手当諸費

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

共同事業拠出金

保健事業費

特定健康診査等事業費

基金積立金

償還金及び還付加算金

指定公費

款 項 金　　　　　額

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

基金積立金

諸支出金

予備費
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歳   出 （単位：千円）

総務管理費

徴税費

運営協議会費

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

傷病手当諸費

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

共同事業拠出金

保健事業費

特定健康診査等事業費

基金積立金

償還金及び還付加算金

指定公費

款 項 金　　　　　額

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

（単位：千円）

予備費予備費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額
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（単位：千円）

第　２　表　　債　務　負　担　行　為

事　　　　項 期　間 限　度　額

標準システム構築及び運用保守業務委託契約
令和5年度から
令和6年度まで
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

国民健康保険税 △15,639

一部負担金

使用料及び手数料 △761

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金 △1,794

諸収入 △2,374

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

国民健康保険税 △15,639

一部負担金

使用料及び手数料 △761

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金 △1,794

諸収入 △2,374

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

    

 

歳　出 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費 △45

基金積立金

諸支出金 △625

予備費 △366

           歳     出     合     計

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源
一般財源
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

医療給付費分現年 ○一般被保険者医療給付費分現年課税分
課税分    839,827×94.2％

後期高齢者支援金 ○一般被保険者後期高齢者支援金分現年課税分
分現年課税分    381,865×94.2％

介護納付金分現年 ○一般被保険者介護納付金分現年課税分
課税分    117,135×94.2％

医療給付費分滞納 ○一般被保険者医療給付費分滞納繰越分
繰越分    96,239×40.0％

後期高齢者支援金 ○一般被保険者後期高齢者支援金分滞納繰越分
分滞納繰越分    36,838×40.0％

介護納付金分滞納 ○一般被保険者介護納付金分滞納繰越分
繰越分    13,877×40.0％

医療給付費分滞納 ○退職被保険者等医療給付費分滞納繰越分
繰越分

後期高齢者支援金 ○退職被保険者等後期高齢者支援金分滞納繰越分
分滞納繰越分

介護納付金分滞納 ○退職被保険者等介護納付金分滞納繰越分
繰越分

（款） （項）

現年度分 ○一般被保険者一部負担金現年度分

一部負担金 一部負担金

一般被保険者一部
負担金

計 △15,639

退職被保険者等国 △25
民健康保険税

一般被保険者国民 △15,614
健康保険税

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

国民健康保険税 国民健康保険税

節

区 　分
説　　明
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

医療給付費分現年 ○一般被保険者医療給付費分現年課税分
課税分    839,827×94.2％

後期高齢者支援金 ○一般被保険者後期高齢者支援金分現年課税分
分現年課税分    381,865×94.2％

介護納付金分現年 ○一般被保険者介護納付金分現年課税分
課税分    117,135×94.2％

医療給付費分滞納 ○一般被保険者医療給付費分滞納繰越分
繰越分    96,239×40.0％

後期高齢者支援金 ○一般被保険者後期高齢者支援金分滞納繰越分
分滞納繰越分    36,838×40.0％

介護納付金分滞納 ○一般被保険者介護納付金分滞納繰越分
繰越分    13,877×40.0％

医療給付費分滞納 ○退職被保険者等医療給付費分滞納繰越分
繰越分

後期高齢者支援金 ○退職被保険者等後期高齢者支援金分滞納繰越分
分滞納繰越分

介護納付金分滞納 ○退職被保険者等介護納付金分滞納繰越分
繰越分

（款） （項）

現年度分 ○一般被保険者一部負担金現年度分

一部負担金 一部負担金

一般被保険者一部
負担金

計 △15,639

退職被保険者等国 △25
民健康保険税

一般被保険者国民 △15,614
健康保険税

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

国民健康保険税 国民健康保険税

節

区 　分
説　　明

（款） （項）

現年度分 ○退職被保険者等一部負担金現年度分

（款） （項）

督促手数料 ○国民健康保険税督促手数料

（款） （項）

災害臨時特例補助 ○災害臨時特例補助金
金

（款） （項）

普通交付金 ○普通交付金

特別交付金 ○保険者努力支援分
○特別調整交付金分（市町村分）
○都道府県繰入金（2号分）
○特定健康診査等負担金

（款） （項）

財政安定化基金交 ○財政安定化基金交付金
付金

県支出金 財政安定化基金交付金

財政安定化基金交
付金

計

計

県支出金 県補助金

保険給付費等交付
金

国庫支出金 国庫補助金

災害臨時特例補助
金

計

使用料及び手数料 手数料

手数料 △761

計 △761

一部負担金 一部負担金

退職被保険者等一
部負担金

計
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

利子及び配当金 ○国民健康保険支払準備基金利子

（款） （項）

保険基盤安定繰入 ○保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）
金（保険税軽減分
）

保険基盤安定繰入 ○保険基盤安定繰入金（保険者支援分）
金（保険者支援分
）

未就学児均等割保 ○未就学児均等割保険税繰入金
険税繰入金

職員給与費等繰入 ○国民健康保険事業職員給与費等繰入金
金

出産育児一時金等 ○出産育児一時金等繰入金
繰入金

財政安定化支援事 ○財政安定化支援事業繰入金
業繰入金

その他一般会計繰 ○健康増進事業繰入金
入金

（款） （項）

基金繰入金 ○国民健康保険支払準備基金繰入金

繰入金 基金繰入金

基金繰入金

計

繰入金 一般会計繰入金

一般会計繰入金

利子及び配当金

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

財産収入 財産運用収入

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

（款） （項）

繰越金 ○国民健康保険事業繰越金

（款） （項）

一般被保険者延滞 ○一般被保険者延滞金
金

退職被保険者等延 ○退職被保険者等延滞金
滞金

一般被保険者加算 ○一般被保険者加算金
金

退職被保険者等加 ○退職被保険者等加算金
算金

一般被保険者過料 ○一般被保険者過料

退職被保険者等過 ○退職被保険者等過料
料

（款） （項）

一般被保険者第三 ○一般被保険者第三者納付金現物分
者納付金現物分

一般被保険者第三 ○一般被保険者第三者納付金現金分
者納付金現金分

一般被保険者第三 △1,000
者納付金

計 △1,122

諸収入 雑入

過料

加算金

諸収入 延滞金，加算金及び過料

延滞金 △1,122

繰越金 繰越金

繰越金 △1,794

計 △1,794

繰入金 基金繰入金

計
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

退職被保険者等第 ○退職被保険者等第三者納付金現物分
三者納付金現物分

退職被保険者等第 ○退職被保険者等第三者納付金現金分
三者納付金現金分

一般被保険者返納 ○一般被保険者返納金現物分
金現物分

一般被保険者返納 ○一般被保険者返納金現金分
金現金分

退職被保険者等返 ○退職被保険者等返納金現物分
納金現物分

退職被保険者等返 ○退職被保険者等返納金現金分
納金現金分

前期高齢者指定公 ○前期高齢者指定公費
費

雑入 ○特定健康診査受診者負担金
○生活習慣病健康診査受診者負担金

指定公費

雑入 △212

計 △1,252

退職被保険者等返
納金

一般被保険者返納 △40
金

退職被保険者等第
三者納付金

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

諸収入 雑入

節

区 　分
説　　明
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（国民健康保険総務

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   健康保険総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料

負担金，補助
及び交付金

△57 負担金，補助 ○国民健康保険団体連合会負担金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

需用費 ○国民健康保険賦課事務費

役務費     役務費
    委託料

総務費 徴税費

賦課徴収
    需用費費

連合会負
担金

計

    使用料及び賃借料

○国民健康保険事務費

    役務費

○会計年度任用職員給与費（国民

    報酬

    共済費

一般管理
  管理）費

    職員手当等

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（国民健康保険総務

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   健康保険総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃     負担金，補助及び交付金
借料

負担金，補助
及び交付金

△57 負担金，補助 ○国民健康保険団体連合会負担金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

需用費 ○国民健康保険賦課事務費

役務費     役務費
    委託料

総務費 徴税費

賦課徴収
    需用費費

連合会負
担金

計

    使用料及び賃借料

○国民健康保険事務費

    役務費

○会計年度任用職員給与費（国民

    報酬

    共済費

一般管理
  管理）費

    職員手当等

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

（款） （項）

委託料 ○国民健康保険徴収事務費

使用料及び賃     役務費
借料     委託料

    使用料及び賃借料

（款） （項）

△4 報酬 ○国民健康保険運営協議会費

役務費     役務費

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○一般被保険者療養給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

△2,922 負担金，補助 ○退職被保険者等療養給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○一般被保険者療養費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○退職被保険者等療養費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

費

退職被保
険者等療
養費

退職被保
険者等療
養給付費

一般被保
険者療養

保険給付費 療養諸費

一般被保
険者療養
給付費

計 △4

総務費 運営協議会費

運営協議
    報酬会費

    負担金，補助及び交付金

計

総務費 徴税費

    需用費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

役務費 ○国民健康保険審査支払手数料
    役務費

（款） （項）

負担金，補助 ○一般被保険者高額療養費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

△929 負担金，補助 ○退職被保険者等高額療養費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○一般被保険者高額介護合算療養
及び交付金   費

    負担金，補助及び交付金

△11 負担金，補助 ○退職被保険者等高額介護合算療
及び交付金   養費

    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○一般被保険者移送費
及び交付金     負担金，補助及び交付金険者移送

費

計

保険給付費 移送費

一般被保

療養費

退職被保
険者等高
額介護合
算療養費

険者等高
額療養費

一般被保
険者高額
介護合算

保険給付費 高額療養費

一般被保
険者高額
療養費

退職被保

説　　明

審査支払
手数料

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

保険給付費 療養諸費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

負担金，補助 ○退職被保険者等移送費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○出産育児一時金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

役務費 ○出産育児一時金支払手数料
    役務費

（款） （項）

負担金，補助 ○葬祭費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○傷病手当金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○一般被保険者医療給付費分
及び交付金     負担金，補助及び交付金

国民健康保険事業費納付金 医療給付費分

一般被保
険者医療
給付費分

傷病手当
金

計

計

保険給付費 傷病手当諸費

計

保険給付費 葬祭諸費

葬祭費

出産育児
一時金

出産育児
一時金支
払手数料

送費

計

保険給付費 出産育児諸費

保険給付費 移送費

退職被保
険者等移

- 163 -



（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助 ○退職被保険者等医療給付費分
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○一般被保険者後期高齢者支援金
及び交付金   等分

    負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○退職被保険者等後期高齢者支援
及び交付金   金等分

    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○介護納付金分
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○共同事業拠出金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

共同事業拠出金 共同事業拠出金

共同事業
拠出金

介護納付
金分

計

分

計

国民健康保険事業費納付金 介護納付金分

援金等分

退職被保
険者等後
期高齢者
支援金等

国民健康保険事業費納付金 後期高齢者支援金等分

一般被保
険者後期
高齢者支

険者等医
療給付費
分

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

国民健康保険事業費納付金 医療給付費分

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

退職被保
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（款） （項）

（款） （項）

△595 役務費 ○医療費通知費

委託料     委託料

負担金，補助 ○人間ドック助成費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△7,456 報酬 ○職員給与費（特定健康診査等）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（特定

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○特定健康診査等事業

需用費     役務費

役務費     使用料及び賃借料

委託料 ○受診者データ分析・受診勧奨等

使用料及び賃     報償費
借料     旅費

    需用費
    役務費

    扶助費

  事業

    需用費

    委託料

  健康診査等）

    職員手当等

    旅費

特定健康
    給料診査等事

業費
    共済費

費

計

保健事業費 特定健康診査等事業費

保健事業費 保健事業費

保健衛生
    役務費普及費

疾病予防

共同事業拠出金 共同事業拠出金

計
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

負担金，補助     委託料
及び交付金     負担金，補助及び交付金

扶助費

（款） （項）

積立金 ○国民健康保険支払準備基金費
    積立金

（款） （項）

償還金，利子 ○一般被保険者保険税還付金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

償還金，利子 ○退職被保険者等保険税還付金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

償還金，利子 ○一般被保険者保険税還付加算金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

税還付加
算金

険者等保
険税還付
金

一般被保
険者保険

諸支出金 償還金及び還付加算金

一般被保
険者保険
税還付金

退職被保

基金積立金 基金積立金

支払準備
基金積立
金

計

説　　明

計 △7,456

目 本 年 度 前 年 度 比　較

保健事業費 特定健康診査等事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（款） （項）

償還金，利子 ○退職被保険者等保険税還付加算
及び割引料   金

    償還金，利子及び割引料

△1,794 償還金，利子 ○保険給付費等交付金償還金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

償還金，利子 ○その他償還金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

（款） （項）

負担金，補助 ○前期高齢者指定公費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△366 ○国民健康保険事業予備費
    予備費

計 △366

計

予備費 予備費

予備費

諸支出金 指定公費

前期高齢
者指定公
費

その他償
還金

計 △625

険税還付
加算金

保険給付
費等交付
金償還金

諸支出金 償還金及び還付加算金

退職被保
険者等保
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1　特別職

（単位：千円，人）

報　酬 給　料
期末手当

年間支給率
(月分)

地域手当 寒冷地手当
その他
の手当

計

その他の
特別職

計

その他の
特別職

計

長　等

議　員

その他の
特別職

△4 △4 △4

計 △4 △4 △4

合　計

議　員

区　分 職員数 共済費

比
　
　
　
較

議　員

給　与　費　明　細　書

給 与 費

前
　
年
　
度

長　等

備　考

本
　
年
　
度

長　等
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2　一般職

　(1)　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当職員 区　分

比　較

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

内訳 比　較

の 前年度

手当 本年度

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当

△270

通勤手当
管理職
手　当

計
共済費 合　計 備　考

地域手当

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較

手当 本年度

の 前年度

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

内訳 比　較 △270

単身赴任
手　　当

備　考

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

管理職員特
別勤務手当
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　　イ　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

共済費 合　計

備　考

勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

期末手当
単身赴任
手　　当

前年度

○その他の増減分

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明

〇前年度分

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他

△1増　減

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当職員手当

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計

前年度

比　較 △24

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手  当

管理職
手  当

手当 本年度

の 前年度

内訳 比　較

給与改定に伴う増加分給　料

○職員の異動に伴う増減分

○職員の採用に伴う増加分

△1,860

△50

昇給に伴う増加分

その他の増減分

備　考

計

本年度

その他の増減分

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

採用者

退職者

異動者 △1

- 170 -



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 （単位：円，歳） 　　イ　初任給 （単位：円）

　　ウ　級別職員数 （単位：人，％） 　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

次長

課長

国の制度

行政職 技能労務職

行政職 技能労務職
行政職 技能労務職

職員数

平均年齢

区　分

高校卒

大学卒

　区　分

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

5級 4級 3級 2級 1級

参事

区　分 7級 6級
構成比

主事補

副主幹

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

主査

係長

副主査

主幹行政職

主事

部長
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　　エ　昇給 （単位：人，％） 　　オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

 比率 (B)/(A)

前年度

区　分 合　計
代表的な職種

行政職 技能労務職

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

本年度

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

有

有
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　　キ　地域手当 （単位：％，人）

　　ク　その他の手当

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容区　分

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる

備　考 支給対象地域

片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

国庫補助申請システム保守業務委託 219 令和 5年度 219 219

契約

納入通知書等作成及び封入封緘業務 6,009 令和 5年度 6,009 6,009

委託契約

健康診査受診券等作成及び封入封緘 1,519 令和 5年度 1,519 1,519

業務委託契約

特定保健指導支援アプリ利用契約 99 令和 5年度 99 99

標準システム構築及び運用保守業務 45,815 令和 5年度から 45,815 35,915 9,900

委託契約 令和 6年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市介護保険事業特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





議案第２９号

令和５年度龍ケ崎市介護保険事業特別会計予算

令和５年度龍ケ崎市の介護保険事業特別会計予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は，各項に計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款内でのこれ

らの経費の各項の間と定める。

令和５年２月２４日提出

龍ケ崎市長 萩 原 勇
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歳   入 （単位：千円）

介護保険料

手数料

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

県負担金

県補助金

財産運用収入

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

雑入

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入
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歳   入 （単位：千円）

介護保険料

手数料

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

県負担金

県補助金

財産運用収入

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

雑入

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入

歳   出 （単位：千円）

総務管理費

徴収費

介護認定審査会費

趣旨普及費

介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

その他諸費

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一般介護予防事業費

包括的支援・任意事業費

その他諸費

基金積立金

償還金及び還付加算金

繰出金

予備費

款 項 金　　　　　額

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市介護保険事業特別会計予算に関する説明書 
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

保険料

使用料及び手数料 △170

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入 △35

繰入金

繰越金

諸収入 △125

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

保険料

使用料及び手数料 △170

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入 △35

繰入金

繰越金

諸収入 △125

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

    

 

歳　出 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費 △3,807

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金 △35

諸支出金

予備費

           歳     出     合     計

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源
一般財源
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年賦課分 ○第1号被保険者介護保険料特別徴収現年度分
   1,306,962×100.0％
○第1号被保険者介護保険料普通徴収現年度分
   139,236×92.0％

滞納繰越分 ○第1号被保険者介護保険料滞納繰越分
   18,782×15.0％

（款） （項）

督促手数料 ○介護保険料督促手数料

（款） （項）

介護給付費負担金 ○介護給付費現年度分
   居宅介護サービス費等分
   2,602,698×20.0％＝520,540
   特定施設入居者生活介護分
   210,000×15.0％＝31,500
   施設介護サービス分
   2,294,000×15.0％＝344,100
   介護予防サービス費等分
   76,500×20.0％＝15,300
   介護予防特定施設入居者生活介護分
   15,000×15.0％＝2,250
   その他サービス等分
   322,456×20.0％＝64,491
○介護給付費過年度分

計

国庫支出金 国庫負担金

介護給付費国庫負
担金

使用料及び手数料 手数料

手数料 △170

計 △170

計

第1号被保険者介
護保険料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

保険料 介護保険料

節

区 　分
説　　明
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年賦課分 ○第1号被保険者介護保険料特別徴収現年度分
   1,306,962×100.0％
○第1号被保険者介護保険料普通徴収現年度分
   139,236×92.0％

滞納繰越分 ○第1号被保険者介護保険料滞納繰越分
   18,782×15.0％

（款） （項）

督促手数料 ○介護保険料督促手数料

（款） （項）

介護給付費負担金 ○介護給付費現年度分
   居宅介護サービス費等分
   2,602,698×20.0％＝520,540
   特定施設入居者生活介護分
   210,000×15.0％＝31,500
   施設介護サービス分
   2,294,000×15.0％＝344,100
   介護予防サービス費等分
   76,500×20.0％＝15,300
   介護予防特定施設入居者生活介護分
   15,000×15.0％＝2,250
   その他サービス等分
   322,456×20.0％＝64,491
○介護給付費過年度分

計

国庫支出金 国庫負担金

介護給付費国庫負
担金

使用料及び手数料 手数料

手数料 △170

計 △170

計

第1号被保険者介
護保険料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

保険料 介護保険料

節

区 　分
説　　明

（款） （項）

調整交付金 ○特別調整交付金

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業交付金現年

・日常生活支援総   度分
合事業交付金    介護予防・生活支援サービス事業分

   87,694×20.0％＝17,538
   一般介護予防事業分
   38,466×20.0％＝7,694
   その他諸費分
   247×20.0％＝49
○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業交付金過年

  度分

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業以外交付金

・日常生活支援総   現年度分
合事業以外交付金    171,956×38.5％

○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業以外交付金

  過年度分

介護保険災害臨時 ○介護保険災害臨時特例補助金
特例補助金

保険者機能強化推 ○保険者機能強化推進交付金
進交付金

介護保険保険者努 ○介護保険保険者努力支援交付金
力支援交付金

（款） （項）

介護給付費交付金 ○介護給付費現年度分
   居宅介護サービス費等分
   2,602,698×27.0％＝702,729
   特定施設入居者生活介護分
   210,000×27.0％＝56,700

支払基金交付金 支払基金交付金

介護給付費交付金

介護保険保険者努 △3,292
力支援交付金

計 △6,220

介護保険災害臨時
特例補助金

保険者機能強化推 △2,935
進交付金

地域支援介護予防
・日常生活支援総
合事業以外交付金

調整交付金 △25,760

地域支援介護予防
・日常生活支援総
合事業交付金

国庫支出金 国庫補助金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

   施設介護サービス分
   2,294,000×27.0％＝619,380
   介護予防サービス費等分
   76,500×27.0％＝20,655
   介護予防特定施設入居者生活介護分
   15,000×27.0％＝4,050
   その他サービス等分
   322,456×27.0％＝87,063
○介護給付費過年度分

地域支援事業支援 ○地域支援事業支援交付金現年度分
交付金    介護予防・生活支援サービス事業分

   87,694×27.0％＝23,677
   一般介護予防事業分
   38,466×27.0％＝10,386
   その他諸費分
   247×27.0％＝67
○地域支援事業支援交付金過年度分

（款） （項）

介護給付費負担金 ○介護給付費現年度分
   居宅介護サービス費等分
   2,602,698×12.5％＝325,337
   特定施設入居者生活介護分
   210,000×17.5％＝36,750
   施設介護サービス分
   2,294,000×17.5％＝401,450
   介護予防サービス費等分
   76,500×12.5％＝9,562
   介護予防特定施設入居者生活介護分
   15,000×17.5％＝2,625
   その他サービス等分

県支出金 県負担金

介護給付費県負担
金

計

交付金
地域支援事業支援

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

支払基金交付金 支払基金交付金

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

   322,456×12.5％＝40,307
○介護給付費過年度分

（款） （項）

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業交付金現年

・日常生活支援総   度分
合事業交付金    介護予防・生活支援サービス事業分

   87,694×12.5％＝10,962
   一般介護予防事業分
   38,466×12.5％＝4,808
   その他諸費分
   247×12.5％＝31
○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業交付金過年

  度分

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業以外交付金

・日常生活支援総   現年度分
合事業以外交付金    171,956×19.25％

○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業以外交付金

  過年度分

（款） （項）

利子及び配当金 ○介護保険支払準備基金利子

（款） （項）

介護給付費繰入金 ○介護給付費繰入金

繰入金 一般会計繰入金

介護給付費繰入金

財産収入 財産運用収入

利子及び配当金 △35

計 △35

計

地域支援介護予防
・日常生活支援総
合事業以外交付金

県支出金 県補助金

地域支援介護予防
・日常生活支援総
合事業交付金

計

県支出金 県負担金
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（単位：千円）（款） （項）

金 　額

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業繰入金
・日常生活支援総
合事業繰入金

地域支援介護予防 ○地域支援介護予防・日常生活支援総合事業以外繰入金

・日常生活支援総
合事業以外繰入金

低所得者保険料軽 ○低所得者保険料軽減負担繰入金
減負担繰入金

職員給与費等繰入 ○介護保険事業職員給与費等繰入金
金

事務費繰入金 ○認定審査会事務費繰入金
○認定調査等事務費繰入金

その他一般会計繰 ○その他一般会計繰入金
入金

（款） （項）

基金繰入金 ○介護保険支払準備基金繰入金

（款） （項）

繰越金 ○介護保険事業繰越金

繰越金 繰越金

繰越金

計

基金繰入金

計

計

繰入金 基金繰入金

合事業以外繰入金

低所得者保険料軽
減負担繰入金

その他一般会計繰 △3,599
入金

地域支援介護予防
・日常生活支援総
合事業繰入金

地域支援介護予防
・日常生活支援総

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

繰入金 一般会計繰入金

節

区 　分
説　　明
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（款） （項）

延滞金 ○第1号被保険者延滞金

加算金 ○第1号被保険者加算金

加算金 ○介護保険事業者加算金

過料 ○第1号被保険者過料

（款） （項）

第三者納付金 ○介護保険事業第三者納付金

返納金 ○介護保険事業返納金
○介護保険被保険者返納金
○成年後見申立手数料返納金

雑入 ○情報公開文書複写料
○介護予防ケアマネジメント作成料
○健康教室等参加者負担金
○徘徊高齢者家族支援サービス事業利用者負担金

計 △125

雑入 △125

諸収入 雑入

第三者納付金

返納金

介護保険事業者加
算金

過料

計

諸収入 延滞金，加算金及び過料

第1号被保険者延
滞金

第1号被保険者加
算金
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

△3,389 報酬 ○職員給与費（介護保険総務管理

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   保険総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     報酬

委託料     役務費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料

（款） （項）

△1,888 給料 ○職員給与費（介護保険徴収）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○介護保険賦課徴収事務費

需用費     役務費

役務費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

一般管理
  ）費

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（介護

    報酬

    共済費

○介護保険事務費

    需用費

    委託料

計 △3,389

総務費 徴収費

賦課徴収
    給料費

    共済費

    需用費

    委託料
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

△3,389 報酬 ○職員給与費（介護保険総務管理

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   保険総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     報酬

委託料     役務費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料

（款） （項）

△1,888 給料 ○職員給与費（介護保険徴収）

職員手当等     職員手当等

共済費 ○介護保険賦課徴収事務費

需用費     役務費

役務費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

一般管理
  ）費

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（介護

    報酬

    共済費

○介護保険事務費

    需用費

    委託料

計 △3,389

総務費 徴収費

賦課徴収
    給料費

    共済費

    需用費

    委託料

（款） （項）

委託料

（款） （項）

報酬 ○介護認定審査会事務費

旅費     旅費

需用費     役務費

役務費

報酬 ○職員給与費（介護認定調査）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費（介護

共済費     報酬

旅費     共済費

需用費 ○認定調査等事務費

役務費     役務費

委託料     使用料及び賃借料

使用料及び賃
借料

総務費 徴収費

計 △1,888

総務費 介護認定審査会費

介護認定
    報酬審査会費

    需用費

認定調査
    給料等費

    共済費

  認定調査）

    職員手当等

    旅費

    需用費

    委託料

計
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

需用費 ○介護保険趣旨普及費
    需用費

（款） （項）

負担金，補助 ○居宅介護サービス給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○地域密着型介護サービス給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

△4,000 負担金，補助 ○施設介護サービス給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○居宅介護福祉用具購入費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○居宅介護住宅改修費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○居宅介護サービス計画給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 趣旨普及費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

趣旨普及
費

計

保険給付費 介護サービス等諸費

居宅介護
サービス
給付費

地域密着
型介護サ
ービス給
付費

施設介護
サービス
給付費

居宅介護
福祉用具
購入費

居宅介護
住宅改修
費

居宅介護
サービス
計画給付
費
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（款） （項）

（款） （項）

△14,000 負担金，補助 ○介護予防サービス給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

△1,300 負担金，補助 ○地域密着型介護予防サービス給
及び交付金   付費

    負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○介護予防福祉用具購入費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○介護予防住宅改修費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○介護予防サービス計画給付費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

役務費 ○介護保険審査支払手数料
    役務費

保険給付費 介護サービス等諸費

計

保険給付費 介護予防サービス等諸費

介護予防
サービス
給付費

地域密着
型介護予
防サービ
ス給付費

介護予防
福祉用具
購入費

介護予防
住宅改修
費

介護予防
サービス
計画給付
費

計 △15,300

保険給付費 その他諸費

審査支払
手数料

計
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

△1,000 負担金，補助 ○高額介護サービス費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○高額介護予防サービス費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

△3,300 負担金，補助 ○高額医療合算介護サービス費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

負担金，補助 ○高額医療合算介護予防サービス
及び交付金   費

    負担金，補助及び交付金

（款） （項）

負担金，補助 ○特定入所者介護サービス費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

目 本 年 度 前 年 度 比　較

保険給付費 高額介護サービス等費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

高額介護
サービス
費

高額介護
予防サー
ビス費

計 △1,000

保険給付費 高額医療合算介護サービス等費

高額医療
合算介護
サービス
費

高額医療
合算介護
予防サー
ビス費

計 △3,300

保険給付費 特定入所者介護サービス等費

特定入所
者介護サ
ービス費

- 192 -



（款） （項）

負担金，補助 ○特定入所者介護予防サービス費
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

役務費 ○第1号事業支給費

負担金，補助 ○高額第1号事業支給費
及び交付金     役務費

    負担金，補助及び交付金

役務費 ○介護予防ケアマネジメント事業

委託料     委託料

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（介護予防）

給料     職員手当等

職員手当等 ○会計年度任用職員給与費(介護

共済費     報酬

報償費     共済費

旅費 ○介護予防普及啓発事業

保険給付費 特定入所者介護サービス等費

特定入所
者介護予
防サービ
ス費

計

地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防
    負担金，補助及び交付金・生活支

援サービ
ス事業費

介護予防
    役務費ケアマネ

ジメント
    負担金，補助及び交付金事業費

計

地域支援事業費 一般介護予防事業費

一般介護
    給料予防事業

費
    共済費

  予防)

    職員手当等

    旅費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

需用費     報償費

役務費     役務費

委託料     需用費

使用料及び賃 ○健康づくり推進事業
借料     報償費

負担金，補助     役務費
及び交付金     委託料

    使用料及び賃借料
○健康マイレージ事業
    報償費
    委託料
    使用料及び賃借料
○地域介護予防活動支援事業
    報償費
    需用費
    役務費
    委託料
    負担金，補助及び交付金
○健康体操普及事業
    報償費
    需用費
    役務費
    使用料及び賃借料
○まいん健康サポートセンター管
  理運営費
    まいん健康サポートセンター
    運営費
      委託料
      使用料及び賃借料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

地域支援事業費 一般介護予防事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

    需用費

○高齢者いきいき活動支援事業

    委託料

    需用費
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（款） （項）

（款） （項）

△34,898 給料 ○職員給与費（包括的支援・任意

職員手当等     給料

共済費     共済費

報償費 ○地域包括支援センター運営費

需用費     需用費

役務費     委託料

委託料

使用料及び賃
借料

報償費 ○介護給付等費用適正化事業

旅費     委託料

需用費     報償費

役務費     役務費

委託料     扶助費

負担金，補助     報償費
及び交付金     旅費

扶助費     役務費
    負担金，補助及び交付金
○住宅改修支援事業

地域支援事業費 一般介護予防事業費

計

地域支援事業費 包括的支援・任意事業費

総務費
  事業）

    職員手当等

地域包括
    報償費支援セン

ター費
    役務費

    使用料及び賃借料

任意事業
    役務費費

○家族介護支援事業

    需用費

    委託料

○成年後見制度利用支援事業

    需用費
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

    負担金，補助及び交付金
○食の自立支援事業
    委託料

△109 報償費 ○在宅医療・介護連携費

需用費     需用費

役務費     委託料

委託料

報償費 ○生活支援サポーター活用事業

需用費     役務費

役務費 ○生活支援コーディネーター事業

委託料     需用費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料

△37 報償費 ○認知症総合支援事業

旅費     旅費

需用費     役務費

役務費     使用料及び賃借料

委託料

目 本 年 度 前 年 度 比　較

地域支援事業費 包括的支援・任意事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

在宅医療
    報償費・介護連

携費
    役務費

生活支援
    需用費体制整備

事業費
    委託料

    報償費

    委託料

認知症総
    報償費合支援事

業費
    需用費

    委託料

    負担金，補助及び交付金
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（款） （項）

使用料及び賃
借料

負担金，補助
及び交付金

報償費 ○地域ケア会議事業

需用費     需用費

役務費

廃目 △2,829 廃目整理

廃目 △1,480 廃目整理

（款） （項）

役務費 ○介護予防・日常生活支援総合事
  業審査支払手数料
    役務費

（款） （項）

△35 積立金 ○介護保険支払準備基金費
    積立金

地域支援事業費 包括的支援・任意事業費

地域ケア
    報償費会議事業

費
    役務費

総合相談
事業費

権利擁護
事業費

計

地域支援事業費 その他諸費

審査支払
手数料

計

基金積立金 基金積立金

介護給付
費準備基
金積立金

計 △35
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

償還金，利子 ○第1号被保険者保険料還付金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

償還金，利子 ○国庫支出金等返還金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

（款） （項）

繰出金 ○介護保険事業一般会計繰出金
    繰出金

（款） （項）

○介護保険事業予備費
    予備費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

諸支出金 償還金及び還付加算金

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

第1号被
保険者保
険料還付
金

償還金

計

諸支出金 繰出金

一般会計
繰出金

計

予備費 予備費

予備費

計
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1　特別職

（単位：千円，人）

報　酬 給　料
期末手当

年間支給率
(月分)

地域手当 寒冷地手当
その他
の手当

計

その他の
特別職

計

その他の
特別職

計

長　等

議　員

その他の
特別職

計

合　計

議　員

区　分 職員数 共済費

比
　
　
　
較

議　員

給　与　費　明　細　書

給 与 費

前
　
年
　
度

長　等

備　考

本
　
年
　
度

長　等
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2　一般職

　(1)　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当職員 区　分

比　較 △2 (△2)

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

△28,501

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

△4,081 △12,744 △7,606

内訳 比　較

の 前年度

手当 本年度

△18

管理職
手　当

△2,281 △2,313

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当

△1,277

通勤手当
管理職
手　当

計

△24,431

共済費

△4,070

合　計 備　考

△2,313△3,084 △1,722

地域手当

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

本年度

△3,135 △22,682

前年度

比　較 △2 △12,744 △6,803 △19,547

手当 本年度

の 前年度

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

内訳 比　較 △18

単身赴任
手　　当

備　考

△1,722 △1,277

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

管理職員特
別勤務手当
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　　イ　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

共済費 合　計

備　考

△803

勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

期末手当
単身赴任
手　　当

前年度

○その他の増減分

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明

〇前年度分

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他

△4増　減

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当職員手当

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計

前年度

比　較 (△2) △4,081 △803 △4,884 △935 △5,819

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手  当

管理職
手  当

手当 本年度

の 前年度

内訳 比　較

給与改定に伴う増加分給　料 △12,744

△13,604 ○職員の異動に伴う増減分

○職員の採用・退職に伴う増減分

△6,283

△7,204

△117

昇給に伴う増加分

その他の増減分

備　考

計

本年度

その他の増減分 △8,220

△7,606

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

△2

採用者

退職者 △3

異動者 △1
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 （単位：円，歳） 　　イ　初任給 （単位：円）

　　ウ　級別職員数 （単位：人，％） 　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

次長

課長

国の制度

行政職 技能労務職

行政職 技能労務職
行政職 技能労務職

職員数

平均年齢

区　分

高校卒

大学卒

　区　分

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

5級 4級 3級 2級 1級

参事

区　分 7級 6級
構成比

主事補

副主幹

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

主査

係長

副主査

主幹行政職

主事

部長
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　　エ　昇給 （単位：人，％） 　　オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

 比率 (B)/(A)

前年度

区　分 合　計
代表的な職種

行政職 技能労務職

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

本年度

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

有

有
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　　キ　地域手当 （単位：％，人）

　　ク　その他の手当

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容区　分

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる

備　考 支給対象地域

片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算

- 205 -



（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

地域包括支援システム保守業務委託 令和 5年度

契約

地域包括支援センター管理運営業務 令和 5年度から

委託契約 令和 7年度まで

地域包括支援システム利用契約（令 令和 5年度から

和4年度） 令和 9年度まで

納入通知書等作成及び封入封緘業 令和 5年度

務委託契約

介護事業所台帳管理システム保守業 令和 5年度

務委託契約

高齢者いきいき活動支援事業業務委 令和 5年度

託契約

介護予防講座にかかる業務委託契約 令和 5年度

健康マイレージシステム利用契約 令和 5年度

まいん健康サポートセンター管理運 令和 5年度

営業務委託契約

介護給付適正化支援総合システム保 令和 5年度

守業務委託契約

徘徊高齢者家族支援サービス事業業 令和 5年度

務委託契約

食の自立支援事業配食サービス業務 令和 5年度

委託契約

在宅医療連携相談室運営業務委託 令和 5年度

契約

生活支援事業にかかる業務委託契約 令和 5年度

地域資源データベースシステム利用 令和 5年度

契約

認知症カフェ運営業務委託契約 令和 5年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市障がい児支援サービス事業特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





議案第３０号

令和５年度龍ケ崎市障がい児支援サービス事業特別会計予算

令和５年度龍ケ崎市の障がい児支援サービス事業特別会計予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

令和５年２月２４日提出

龍ケ崎市長 萩 原 勇
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歳   入 （単位：千円）

サービス事業収入

自己負担金収入

一般会計繰入金

繰越金

雑入

諸収入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰入金

繰越金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

サービス事業収入
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歳   入 （単位：千円）

サービス事業収入

自己負担金収入

一般会計繰入金

繰越金

雑入

諸収入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰入金

繰越金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

サービス事業収入

歳   出 （単位：千円）

総務管理費

障がい児支援サービス事業費

予備費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

総務費

サービス事業費

予備費

款 項 金　　　　　額
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市障がい児支援サービス事業特別会計予算に関する説明書 
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

サービス事業収入 △2,847

繰入金

繰越金

諸収入

廃款 使用料及び手数料 △5

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

サービス事業収入 △2,847

繰入金

繰越金

諸収入

廃款 使用料及び手数料 △5

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

    

 

歳　出 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

サービス事業費

予備費

           歳     出     合     計

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源
一般財源
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

障がい児支援サー ○障がい児通所支援事業収入
ビス事業収入

（款） （項）

障がい児支援サー ○障がい児通所支援事業自己負担金（現年度分）
ビス事業自己負担 ○障がい児通所支援事業自己負担金（過年度分）
金収入

（款） （項）

一般会計繰入金 ○障がい児支援サービス事業給与費等繰入金
○障がい児通所支援事業費等繰入金

（款） （項）

繰越金 ○障がい児支援サービス事業繰越金

（款） （項）

雑入 ○障がい児園外活動負担金

諸収入 雑入

雑入

計

繰越金 繰越金

繰越金

計

一般会計繰入金

計

計 △287

繰入金 一般会計繰入金

サービス事業収入 自己負担金収入

自己負担金収入 △287

障がい児支援サー △2,560
ビス事業収入

計 △2,560

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

サービス事業収入 サービス事業収入

節

区 　分
説　　明
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

障がい児支援サー ○障がい児通所支援事業収入
ビス事業収入

（款） （項）

障がい児支援サー ○障がい児通所支援事業自己負担金（現年度分）
ビス事業自己負担 ○障がい児通所支援事業自己負担金（過年度分）
金収入

（款） （項）

一般会計繰入金 ○障がい児支援サービス事業給与費等繰入金
○障がい児通所支援事業費等繰入金

（款） （項）

繰越金 ○障がい児支援サービス事業繰越金

（款） （項）

雑入 ○障がい児園外活動負担金

諸収入 雑入

雑入

計

繰越金 繰越金

繰越金

計

一般会計繰入金

計

計 △287

繰入金 一般会計繰入金

サービス事業収入 自己負担金収入

自己負担金収入 △287

障がい児支援サー △2,560
ビス事業収入

計 △2,560

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

サービス事業収入 サービス事業収入

節

区 　分
説　　明

（款）廃款 （項）廃項

廃目 廃目整理

使用料及び手数料 使用料

児童療育施設使用 △5
料

計 △5 廃項整理
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（障がい児支援サー

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   い児支援サービス総務管理）

旅費     職員手当等
    共済費
    旅費

△1,303 需用費 ○障がい児支援サービス施設管理

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃
借料

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（障がい児通所支援

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   い児通所支援）
    報酬

○会計年度任用職員給与費（障が

  ）支援サー
ビス事業

    職員手当等費

サービス事業費 障がい児支援サービス事業費

障がい児

計

    使用料及び賃借料

  費費

    役務費

施設管理

    報酬

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（障が

説　　明

一般管理
  ビス総務管理）費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（障がい児支援サー

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   い児支援サービス総務管理）

旅費     職員手当等
    共済費
    旅費

△1,303 需用費 ○障がい児支援サービス施設管理

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃
借料

（款） （項）

報酬 ○職員給与費（障がい児通所支援

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   い児通所支援）
    報酬

○会計年度任用職員給与費（障が

  ）支援サー
ビス事業

    職員手当等費

サービス事業費 障がい児支援サービス事業費

障がい児

計

    使用料及び賃借料

  費費

    役務費

施設管理

    報酬

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（障が

説　　明

一般管理
  ビス総務管理）費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額

（款） （項）

報償費     職員手当等

旅費     旅費

需用費     報酬

役務費     需用費

委託料     委託料

使用料及び賃     備品購入費
借料     負担金，補助及び交付金

備品購入費

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

○障がい児支援サービス事業予備
  費
    予備費

計

予備費 予備費

予備費

計

    役務費

    使用料及び賃借料

    報償費

    共済費

○障がい児通所支援事業

サービス事業費 障がい児支援サービス事業費

- 217 -



1　特別職

（単位：千円，人）

報　酬 給　料
期末手当

年間支給率
(月分)

地域手当 寒冷地手当
その他
の手当

計

その他の
特別職

計

その他の
特別職

計

長　等

議　員

その他の
特別職

計

給　与　費　明　細　書

給 与 費

前
　
年
　
度

長　等

備　考

本
　
年
　
度

長　等

議　員

比
　
　
　
較

合　計

議　員

区　分 職員数 共済費
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2　一般職

　(1)　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）
単身赴任
手　　当

備　考

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

管理職員特
別勤務手当

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

内訳 比　較

の 前年度

比　較

手当 本年度

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

共済費 合　計 備　考

管理職
手　当

地域手当

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当

内訳 比　較

の 前年度

手当 本年度

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当職員 区　分

比　較 (△1)

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

△2,406

通勤手当

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計
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　　イ　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

職員手当

備　考

○職員の異動に伴う増減分

○職員の採用に伴う増加分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

○その他の増減分

内訳 比　較

給与改定に伴う増加分給　料

区　分 増減額 増減事由別内訳

の 前年度

手当 本年度

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手  当

管理職
手  当

比　較 (△1) △2,406 △459 △2,865

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計

△570 △3,435

増　減

説　明

〇前年度分

前年度

備　考

△459

勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

期末手当
単身赴任
手　　当

共済費 合　計

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他 計

本年度

その他の増減分

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

採用者

退職者

異動者

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 （単位：円，歳） 　　イ　初任給 （単位：円）

　　ウ　級別職員数 （単位：人，％） 　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

次長

課長

主事

部長

構成比

主事補

副主幹

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

主査

係長

副主査

主幹行政職 参事

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

平均年齢

区　分

高校卒

大学卒

　区　分

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

職員数

国の制度

行政職 技能労務職

行政職 技能労務職
行政職 技能労務職
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　　エ　昇給 （単位：人，％） 　　オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

有

有

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

区　分 合　計
代表的な職種

行政職 技能労務職

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

本年度

 比率 (B)/(A)

前年度
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　　キ　地域手当 （単位：％，人）

　　ク　その他の手当

片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる

備　考 支給対象地域

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容区　分

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

児童療育施設リース契約 令和 4年度 令和 5年度から

令和13年度まで

児童療育施設清掃業務委託 令和 5年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





議案第３１号

令和５年度龍ケ崎市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和５年度龍ケ崎市の後期高齢者医療事業特別会計予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は，各項に計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款内でのこれ

らの経費の各項の間と定める。

令和５年２月２４日提出

龍ケ崎市長 萩 原 勇
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歳   入 （単位：千円）

後期高齢者医療保険料

手数料

一般会計繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

償還金及び還付加算金

受託事業収入

雑入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入

使用料及び手数料

繰入金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

後期高齢者医療保険料
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歳   入 （単位：千円）

後期高齢者医療保険料

手数料

一般会計繰入金

繰越金

延滞金，加算金及び過料

償還金及び還付加算金

受託事業収入

雑入

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰越金

諸収入

使用料及び手数料

繰入金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

後期高齢者医療保険料

歳   出 （単位：千円）

総務管理費

徴収費

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者健康診査事業費

その他保健事業費

償還金及び還付加算金

予備費

予備費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

保健事業費

諸支出金

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

款 項 金　　　　　額

- 227 -
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料 △90

繰入金

繰越金

諸収入 △1,425

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計
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１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料 △90

繰入金

繰越金

諸収入 △1,425

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

    

 

歳　出 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

保健事業費

諸支出金 △189

予備費 △321

           歳     出     合     計

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源
一般財源
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年度分 ○後期高齢者医療保険料特別徴収現年度分
   603,637×100.0％

現年度分 ○後期高齢者医療保険料普通徴収現年度分
   373,755×99.0％

滞納繰越分 ○後期高齢者医療保険料普通徴収滞納繰越分
   5,966×40.0％

（款） （項）

督促手数料 ○後期高齢者医療保険料督促手数料

（款） （項）

事務費等繰入金 ○後期高齢者医療事務費等繰入金

保険基盤安定繰入 ○保険基盤安定繰入金
金

その他一般会計繰 ○健康増進事業繰入金
入金

（款） （項）

繰越金 ○後期高齢者医療事業繰越金

繰越金 繰越金

繰越金

計

計

繰入金 一般会計繰入金

一般会計繰入金

使用料及び手数料 手数料

督促手数料 △90

計 △90

計

特別徴収保険料

普通徴収保険料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料

節

区 　分
説　　明
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２　歳　入

（単位：千円）（款） （項）

金 　額

現年度分 ○後期高齢者医療保険料特別徴収現年度分
   603,637×100.0％

現年度分 ○後期高齢者医療保険料普通徴収現年度分
   373,755×99.0％

滞納繰越分 ○後期高齢者医療保険料普通徴収滞納繰越分
   5,966×40.0％

（款） （項）

督促手数料 ○後期高齢者医療保険料督促手数料

（款） （項）

事務費等繰入金 ○後期高齢者医療事務費等繰入金

保険基盤安定繰入 ○保険基盤安定繰入金
金

その他一般会計繰 ○健康増進事業繰入金
入金

（款） （項）

繰越金 ○後期高齢者医療事業繰越金

繰越金 繰越金

繰越金

計

計

繰入金 一般会計繰入金

一般会計繰入金

使用料及び手数料 手数料

督促手数料 △90

計 △90

計

特別徴収保険料

普通徴収保険料

目 本 年 度 前 年 度 比　 較

後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料

節

区 　分
説　　明

（款） （項）

延滞金 ○後期高齢者医療被保険者延滞金

過料 ○後期高齢者医療被保険者過料

（款） （項）

保険料還付金 ○後期高齢者医療保険料還付金

還付加算金 ○後期高齢者医療保険料還付加算金

（款） （項）

後期高齢者健康診 ○後期高齢者健康診査受託料
査受託料

（款） （項）

団体支出金 ○後期高齢者医療広域連合特別対策補助金
○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業費
○後期高齢者医療広域連合納付金精算金

雑入 ○後期高齢者医療事業雑入
○高齢者健康診査受診者負担金

計 △3,528

諸収入 雑入

団体支出金 △3,628

雑入

諸収入 受託事業収入

後期高齢者健康診
査受託料

計

諸収入 償還金及び還付加算金

保険料還付金 △189

還付加算金

計 △189

諸収入 延滞金，加算金及び過料

延滞金

過料

計
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（後期高齢者医療総

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   高齢者医療総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     需用費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料

（款） （項）

△355 給料 ○職員給与費（後期高齢者医療保

職員手当等     給料

共済費     共済費

需用費   費

役務費     役務費

委託料

    需用費

    委託料

○後期高齢者医療保険料徴収事務

  険料徴収）

    職員手当等

総務費 徴収費

徴収費

計

    役務費

    共済費

○後期高齢者医療事務費

    報酬

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（後期

説　　明

一般管理
  務管理）費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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３　歳　出

（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

報酬 ○職員給与費（後期高齢者医療総

給料     給料

職員手当等     共済費

共済費   高齢者医療総務管理）

旅費     職員手当等

需用費     旅費

役務費     需用費

使用料及び賃     使用料及び賃借料
借料

（款） （項）

△355 給料 ○職員給与費（後期高齢者医療保

職員手当等     給料

共済費     共済費

需用費   費

役務費     役務費

委託料

    需用費

    委託料

○後期高齢者医療保険料徴収事務

  険料徴収）

    職員手当等

総務費 徴収費

徴収費

計

    役務費

    共済費

○後期高齢者医療事務費

    報酬

    職員手当等

○会計年度任用職員給与費（後期

説　　明

一般管理
  務管理）費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

総務費 総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額

（款） （項）

（款） （項）

負担金，補助 ○後期高齢者医療広域連合納付金
及び交付金     負担金，補助及び交付金

（款） （項）

需用費 ○後期高齢者健康診査事業

役務費     役務費

委託料 ○人間ドック助成費

負担金，補助
及び交付金

（款） （項）

給料 ○職員給与費（保健・介護予防連

職員手当等     給料

共済費     共済費

報償費     報償費

需用費     役務費

役務費

    需用費

    使用料及び賃借料

○保健・介護予防連携事業

  携）護予防連
携事業費

    職員手当等

保健事業費 その他保健事業費

保健・介

計

    負担金，補助及び交付金

    需用費者健康診
査事業費

    委託料

保健事業費 後期高齢者健康診査事業費

後期高齢

域連合納
付金

計

後期高齢者医療広域連合納付金 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢
者医療広

総務費 徴収費

計 △355
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（単位：千円）（款） （項）

そ の 他

使用料及び賃
借料

（款） （項）

△189 償還金，利子 ○後期高齢者医療保険料還付金
及び割引料     償還金，利子及び割引料

償還金，利子 ○後期高齢者医療保険料還付加算
及び割引料   金

    償還金，利子及び割引料

（款） （項）

△321 ○後期高齢者医療事業予備費
    予備費

計 △321

予備費 予備費

予備費

計 △189

付金

還付加算
金

諸支出金 償還金及び還付加算金

保険料還

計

説　　明目 本 年 度 前 年 度 比　較

保健事業費 その他保健事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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1　一般職

　(1)　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

給　与　費　明　細　書

単身赴任
手　　当

備　考

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

管理職員特
別勤務手当

内訳 比　較 △333

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

の 前年度

比　較

手当 本年度

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

計
共済費 合　計 備　考

地域手当

△333

通勤手当
管理職
手　当

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当

内訳 比　較

の 前年度

手当 本年度

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当職員 区　分

比　較

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当
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　　イ　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

採用者

退職者

異動者

計

本年度

その他の増減分

備　考

○職員の異動に伴う増減分

○職員の採用に伴う増加分

△86

昇給に伴う増加分

その他の増減分

内訳 比　較

給与改定に伴う増加分給　料

の 前年度

手当 本年度

職員 区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

管理職
手　当

比　較

前年度

本年度

区　分 職員数
給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 職員手当 計

増　減

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当職員手当

前年度

○その他の増減分

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明

〇前年度分

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他

備　考

勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

期末手当
単身赴任
手　　当

共済費 合　計
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 （単位：円，歳） 　　イ　初任給 （単位：円）

　　ウ　級別職員数
（単位：人，％）

　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

主事補

副主幹部長

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

副主査

主幹行政職

課長

区　分 7級 6級
構成比

平均年齢

区　分

高校卒

大学卒

　区　分

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

参事

主事

次長

国の制度

行政職 技能労務職

行政職 技能労務職
行政職 技能労務職

主査

係長

職員数
5級 4級 3級 2級 1級
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　　エ　昇給 （単位：人，％） 　　オ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

有

有

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

本年度

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

技能労務職

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

 比率 (B)/(A)

前年度

区　分 合　計
代表的な職種

行政職
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　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　　キ　地域手当 （単位：％，人）

　　ク　その他の手当

片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容区　分

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者
備　考 支給対象地域
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

納入通知書等作成及び封入封緘業務 令和 5年度

委託契約

健康診査受診券等作成及び封入封緘 令和 5年度

業務委託契約

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源
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令和５年度 

 
 

龍ケ崎市下水道事業会計予算 

 

 

 

 

 

 

 





議案第３２号

　（総則）

第１条　令和５年度龍ケ崎市の下水道事業会計予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

（公共下水道事業） （農業集落排水事業）

(1) 水洗化戸数 戸 戸

(2) 年間有収水量 ㎥ ㎥

(3) 一日平均有収水量 ㎥ ㎥

(4) 主な建設改良事業

 （公共下水道事業）

　　 ア　西坪第33号枝線工事

   　イ　西坪第34号枝線工事

　　 ウ　人孔鉄蓋交換工事

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

(1) 収　入

　　第１款   公共下水道事業収益

      第１項  営業収益  

      第２項  営業外収益  

    第２款　農業集落排水事業収益

      第１項  営業収益  

      第２項  営業外収益  千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計予算
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(2) 支　出

　　第１款　公共下水道事業費用

      第１項  営業費用  

      第２項  営業外費用  

      第３項  特別損失

      第４項  予備費  

　　第２款　農業集落排水事業費用

      第１項  営業費用  

      第２項  営業外費用  

      第３項  予備費  

　（資本的収入及び支出）

第４条

　的支出額に対して不足する額761,383千円は，当年度消費税及び地方消費税資本的収

(1) 収　入

　　第１款　公共下水道事業資本的収入

      第１項　企業債

      第２項  他会計補助金

      第３項  国庫補助金

      第４項  負担金

　　第２款　農業集落排水事業資本的収入

      第１項  企業債

      第２項  他会計補助金

(2) 支　出

　　第１款　公共下水道事業資本的支出

      第１項  建設改良費  

      第２項  企業債償還金

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 千円は，

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円，減債積立金 千円，当年度分損益勘定留保資金 千円及

び，当年度利益剰余金処分額283,015千円で補てんするものとする。）

千円

千円

千円

千円

千円
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(2) 支　出

　　第１款　公共下水道事業費用

      第１項  営業費用  

      第２項  営業外費用  

      第３項  特別損失

      第４項  予備費  

　　第２款　農業集落排水事業費用

      第１項  営業費用  

      第２項  営業外費用  

      第３項  予備費  

　（資本的収入及び支出）

第４条

　的支出額に対して不足する額761,383千円は，当年度消費税及び地方消費税資本的収

(1) 収　入

　　第１款　公共下水道事業資本的収入

      第１項　企業債

      第２項  他会計補助金

      第３項  国庫補助金

      第４項  負担金

　　第２款　農業集落排水事業資本的収入

      第１項  企業債

      第２項  他会計補助金

(2) 支　出

　　第１款　公共下水道事業資本的支出

      第１項  建設改良費  

      第２項  企業債償還金

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 千円は，

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円，減債積立金 千円，当年度分損益勘定留保資金 千円及

び，当年度利益剰余金処分額283,015千円で補てんするものとする。）

千円

千円

千円

千円

千円

　　第２款　農業集落排水事業資本的支出

      第１項  企業債償還金

　 (継続費）

第５条

　 (企業債）

第６条

継続費の総額及び年割額は，次のとおりと定める。

（単位：千円）

款 項 年割額年度総額事業名

普通貸借

又は

証券発行

年 以内（ただ
し，利率見直し方式で
借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機
構資金について，利率
の見直しを行った後に
おいては，当該見直し
後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により，銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。

ただし，企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し，又は繰上償還（金融機関等
に預金保険法（昭和 年法律第

号）第 条第 項又は農水産業
協同組合貯金保険法（昭和 年
法律第 号）第 条第 項に定め
る保険事故が生じた場合に，債
権との相殺による繰上償還を含
む。）若しくは低利に借換えす
ることができる。

内水浸水想定区域図策定事業1 公共下水道事業 1 営業費用

　費用 令和6年度

令和5年度

企業債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位：千円）

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業資本費平準化債

下水道事業債（特別措置分）

公共下水道事業資本費平準化債（借
換分）

下水道事業債（特別措置分）（借換
分）

農業集落排水事業資本費平準化債

計

農業集落排水事業資本費平準化債
（借換分）

千円

起債の目的 限度額
起債の
方  法

利率 償還の方法

千円
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  （一時借入金）

第７条　一時借入金の借入の最高額は，1,000,000千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

(1) 第１項　営業費用

(2) 第２項　営業外費用

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

　

(1) 職員給与費

  （他会計からの補助金）

第10条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，405,148千円である。

  （利益剰余金の処分）

第11条

(1) 減債積立金

　　令和５年２月２４日提出

 龍ケ崎市長　萩　原　　勇

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，同一款内での次の各項の間と定める。

次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に

当年度利益剰余金のうち283,015千円は，次のとおり処分するものと定める。

流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

千円
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  （一時借入金）

第７条　一時借入金の借入の最高額は，1,000,000千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

(1) 第１項　営業費用

(2) 第２項　営業外費用

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

　

(1) 職員給与費

  （他会計からの補助金）

第10条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，405,148千円である。

  （利益剰余金の処分）

第11条

(1) 減債積立金

　　令和５年２月２４日提出

 龍ケ崎市長　萩　原　　勇

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，同一款内での次の各項の間と定める。

次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に

当年度利益剰余金のうち283,015千円は，次のとおり処分するものと定める。

流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

千円

 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年度 

 
 

龍ケ崎市下水道事業会計予算に関する説明書 
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（単位：千円）

公共下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

営業外収益

国庫補助金

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

農業集落排水事業収益

営業収益

農業集落排水使用料

営業外収益

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予　定　額 備　考

計
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（単位：千円）

公共下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

営業外収益

国庫補助金

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

農業集落排水事業収益

営業収益

農業集落排水使用料

営業外収益

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予　定　額 備　考

計

（単位：千円）

公共下水道事業費用

営業費用

管渠費

ポンプ場費

普及促進費

業務費

総係費

流域下水道管理費

減価償却費

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

農業集落排水事業費用

営業費用

管渠費

処理場費

普及促進費

業務費

総係費

減価償却費

支　　　出

款 項 目 予　定　額 備　考
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（単位：千円）

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費

予備費

款 項 目 予　定　額 備　考

計
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（単位：千円）

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費

予備費

款 項 目 予　定　額 備　考

計

（単位：千円）

公共下水道事業資本的収入

企業債

公共下水道事業債

流域下水道事業債

資本費平準化債

下水道事業債(特別措置分）

資本費平準化債（借換分）

下水道事業債(特別措置分）（借換分）

他会計補助金

他会計補助金

国庫補助金

国庫補助金

負担金

受益者負担金

農業集落排水事業資本的収入

企業債

資本費平準化債

資本費平準化債（借換分）

他会計補助金

他会計補助金

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予　定　額 備　考

計
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（単位：千円）

公共下水道事業

資本的支出 建設改良費

管渠建設改良費

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設費

企業債償還金

企業債償還金

農業集落排水事

業資本的支出 企業債償還金

企業債償還金

計

支　　　出

款 項 目 予　定　額 備　考
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（単位：千円）

公共下水道事業

資本的支出 建設改良費

管渠建設改良費

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設費

企業債償還金

企業債償還金

農業集落排水事

業資本的支出 企業債償還金

企業債償還金

計

支　　　出

款 項 目 予　定　額 備　考



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △167,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △36,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △9,000

長期前受金戻入額 △1,090,703,000

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △14,393,829

　　小　計

支払利息及び企業債取扱諸費 △96,492,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,137,000

無形固定資産の取得による支出 △24,606,000

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,257,643,251

財務活動によるキャッシュ・フロー △870,443,251

　資金増加額（又は減少額） △27,892,761

　資金期首残高

　資金期末残高

　　      （単位：円）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △167,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △36,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △9,000

長期前受金戻入額 △1,090,703,000

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △14,393,829

　　小　計

支払利息及び企業債取扱諸費 △96,492,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,137,000

無形固定資産の取得による支出 △24,606,000

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,257,643,251

財務活動によるキャッシュ・フロー △870,443,251

　資金増加額（又は減少額） △27,892,761

　資金期首残高

　資金期末残高

　　      （単位：円）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △163,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △39,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △9,000

長期前受金戻入額 △1,073,498,000

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △13,830,776

　　小　計

支払利息及び企業債取扱諸費 △92,583,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,137,000

無形固定資産の取得による支出 △24,606,000

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,195,340,251

財務活動によるキャッシュ・フロー △838,640,251

　資金増加額（又は減少額） △17,896,368

　資金期首残高

　資金期末残高

　　      （単位：円）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（公共下水道事業）

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,000

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △17,205,000

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加） △88,040

未払金の増減額（△は減少） △563,053

　　小　計

支払利息及び企業債取扱諸費 △3,909,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △62,303,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,803,000

　資金増加額（又は減少額） △9,996,393

　資金期首残高

　資金期末残高

　　      （単位：円）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（農業集落排水事業）

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,000

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △17,205,000

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加） △88,040

未払金の増減額（△は減少） △563,053

　　小　計

支払利息及び企業債取扱諸費 △3,909,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △62,303,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,803,000

　資金増加額（又は減少額） △9,996,393

　資金期首残高

　資金期末残高

　　      （単位：円）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（農業集落排水事業）

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)



1　総括

（単位：千円，人）

（単位：千円）

手当
の

内訳

給　与　費　明　細　書

地域手当通勤手当

△75

管理職
手　当

△420比　較

前年度

本年度

△138

単身赴任
手　　当

期末手当 退職手当区　分

（　）内は，短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員数を別掲。

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

扶養手当 住居手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

特 別 職 一 般 職

職員数

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合計

区　分

本
年
度

前
年
度

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合計

（ ）

（1）

（ ）

（1）

（1）

（ ）

（1）

（ ）

（ ）

法　  定
福 利 費

合 計
報 酬 給 料 手 当 計

給　　　　与　　　　費
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　(1)　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

手当
の

内訳

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

前年度

区　分 扶養手当

本年度

管理職員特
別勤務手当

単身赴任
手　　当

区　分
職員数 給　　　　与　　　　費 法　  定

福 利 費
合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （ ）

前
年
度

損益勘定支弁職員 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （ ）

比
較

損益勘定支弁職員 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （ ）

比　較 △138 △75 △420

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当
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　(2)　会計年度任用職員

（単位：千円，人）

（単位：千円）

手当
の

内訳

比　較

区　分
職員数 給　　　　与　　　　費 法　  定

福 利 費
合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 （1）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （1）

前
年
度

損益勘定支弁職員 （1）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （1）

比
較

損益勘定支弁職員 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合計 （ ）

（　）内は，パートタイム会計年度任用職員数を別掲。

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当 退職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

単身赴任
手　　当

前年度

本年度

△62

△62
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2　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

○給与改定の状況

前年度 給与の改定率 ％

実施月 月

○平均昇給率 ％

人 人 人

○採用・退職等の状況

人

人

人

3　給料及び職員手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与
（単位：円，歳）

　(2)初任給
（単位：円）

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

（　）内は，短時間勤務職員数を別掲。

採用者

退職者

異動者

計

本年度

その他の増減分

○職員の異動に伴う増減分

○その他の増減分 △59

給与改定に伴う増加分給　料

昇給に伴う増加分

その他の増減分

増　減

制度改正に伴う増減分 ○勤勉手当手　当

前年度

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明

〇前年度分

○職員数の異動状況

現に在職
する職員

その他

備　考

　区　分 行政職 技能労務職
区　分 行政職 技能労務職

国の制度

行政職 技能労務職

高校卒

大学卒
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　(3)　級別職員数
（単位：人，％）

　 （級別の基準となる職務）

級 級

計 計

計 計

（　）内は，短時間勤務職員数及び構成比を別掲。

2級 1級

主査

係長

職員数
5級 4級 3級区　分 7級 6級

構成比

課長

参事

次長

区　分
行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

職員数 構成比

副参事

課長
補佐

主事補

副主幹部長

副主査

主幹行政職

主事
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　(4)昇給 （単位：人，％） 　(5)　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

（　）内は，再任用職員の支給率である。

 比率 (B)/(A)

前年度

区　分 合　計 行政職 技能労務職

5号給

6号給以上

3号給

4号給

2号給

本年度

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

 比率 (B)/(A)

1号給

 職員数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

号給数別
内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給以上

令和3年12月期
末手当の引下げ
相当額を令和4
年6月期末手当
から減額

職制上の段
階，職務の
級等による
加算措置

備　考支給率計

支給期別支給率

12月6月

区　分

本年度

前年度

国の
制度

有

有

有
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　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分） 　(7)　地域手当 （単位：％，人）

　(8)　その他の手当

龍ケ崎市

国の制度
(支給率等)

定年前早期
退職特例措置

（3％～45％加算）

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）
支給率等

その他の
加算措置等

区　分 最高限度
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者
備　考 支給対象地域

扶養手当

住居手当

通勤手当

差異の内容区　分

支給率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

国の制度
との異同

同　じ

同　じ

異なる
片道2㎞以上の自動車等利用者に対
し，距離による加算
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国県補助金 企業債 その他 自己財源

1 公共下水道
  事業費用

1 営業費用 内水浸水想定区域図策定事業

令和5年度

令和6年度

計

項 事　　業　　名

年　　度 年　割　額

左　の　財　源
内　　　　　訳

　　継    続    費    に    関    す    る    調    書　      

（単位：千円，％）

前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発    生
(見込)額

当該年度
支払義務
発    生
予 定 額

　　　全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

款
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国県補助金 企業債 その他 自己財源

1 公共下水道
  事業費用

1 営業費用 内水浸水想定区域図策定事業

令和5年度

令和6年度

計

項 事　　業　　名

年　　度 年　割　額

左　の　財　源
内　　　　　訳

　　継    続    費    に    関    す    る    調    書　      

（単位：千円，％）

前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発    生
(見込)額

当該年度
支払義務
発    生
予 定 額

　　　全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

款

期　間 金　額 期　間 金　額 国県補助金 企業債 その他 自己財源

企業会計システム利用契約
令和2年度から
令和4年度まで

令和5年度から
令和6年度まで

公営企業会計及び消費税申告支援業務委託
契約

令和5年度

納入通知書等作成及び封入封緘業務委託契
約

令和5年度

賠償責任保険等加入申込 令和5年度

公共下水道ポンプ場等維持管理にかかる業
務委託契約

令和5年度から
令和7年度まで

公共下水道ポンプ場自家用電気工作物保安
管理にかかる業務委託契約

令和5年度

調整池ポンプ機場維持管理業務委託契約 令和5年度

農業集落排水処理施設等維持管理業務委託
契約

令和5年度から
令和7年度まで

債   　務   　負   　担   　行   　為     に   　関   　す   　る   　調   　書

事　　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

（単位：千円）
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（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△51,865,399

ハ

△5,414,168,022

ニ

△439,410,598

ホ

無形固定資産

イ 施設利用権

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △6,596,000

（１）

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表

(令和６年３月３１日)

資　産　の　部

（２）

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固定資産合計

流動資産合計

（１）

（２）

資産合計
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△4,343,885,358

建設改良費等の財源に

企業債合計

(１)

(１)

負　債　の　部

企業債合計

固定負債合計

引当金合計

流動負債合計

繰延収益合計

負債合計

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

充てるための企業債

(２) 長期前受金収益化累計額

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

(１)
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(２)

(１)

資本剰余金合計
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(２)

(１)

資本剰余金合計

（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△44,413,939

ハ

△5,345,806,147

ニ

△418,477,191

ホ

無形固定資産

イ 施設利用権

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △6,533,000

建物

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表（公共下水道事業）

(令和６年３月３１日)

資　産　の　部

（１）

土地

（１）

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

（２）

無形固定資産合計

固定資産合計

（２）

流動資産合計

資産合計
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△4,264,398,247

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

負債合計
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△4,264,398,247

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

負債合計

６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計

(２)
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（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△7,451,460

ハ

△68,361,875

ニ

△20,933,407

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △63,000

建物

令和５年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表（農業集落排水事業）

(令和６年３月３１日)

資　産　の　部

（１）

土地

（１）

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

有形固定資産合計

固定資産合計

流動資産合計

資産合計

（２）
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△79,487,111

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

負債合計

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 国庫補助金

ロ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計

- 278 -



６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 国庫補助金

ロ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計



Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

 　(1)　有形固定資産

      ア　減価償却の方法

　　　  　定額法による。

      イ　主な耐用年数

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　工具，器具及び備品

　　　　　　

  　　　　び，「地方公営企業法の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等について（通知）」（平成２４年総財公第９９号）による。      　

   (2)　無形固定資産

      ア　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

      イ　主な耐用年数

　　　　　施設利用権　　　３５年

　２　引当金の計上方法

 　(1)　退職給付費引当金

　　　退職給付費引当金は計上していない。　　　

令和５年度　　注　記　

各資産の耐用年数は，地方公営企業法施行規則（昭和２７年総理府令第７３号）別表第２号（第１４条及び第１５条関係）及

本市は，退職手当組合の茨城県市町村総合事務組合に加入しており，追加負担金は一般会計が全額負担する取扱いとしているため，
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 　(2)　賞与引当金

　　　月までの４か月分）を計上している。　　　

 　(3)　法定福利費引当金

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　

 　(4)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　　財務諸表に係る消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　　企業債の償還に係る他会計の負担　

　　ると見込まれる額は，公共下水道事業分が2,783,188千円，農業集落排水事業分が271,437千円である。　　

Ⅲ　セグメント情報

　１　報告セグメントの概要

　　公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。　　

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担す

龍ケ崎市の下水道事業会計は，公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており，各事業で運営方針等を策定していることから，

　　　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業内容

　公共下水道事業区域における汚水の排除及び処理，雨水排水　公共下水道事業

　農業集落排水事業 　農業集落排水事業区域における汚水の排除及び処理

事業区分

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３
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　２　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

　その他の項目

他会計繰入金

雨水処理負担金

他会計補助金

減価償却費

特別損失

△907,131,000

　　　　　　　　　　―

△875,850,000

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

支払利息及び企業債取
扱諸費

△31,281,000

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

　　　令和５年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　
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　２　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

　その他の項目

他会計繰入金

雨水処理負担金

他会計補助金

減価償却費

特別損失

△907,131,000

　　　　　　　　　　―

△875,850,000

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

支払利息及び企業債取
扱諸費

△31,281,000

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

　　　令和５年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　２　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

円

円

円

Ⅴ　その他

　１　引当金の取り崩し

 　(1)　賞与引当金の取り崩し

 　(2)　法定福利費引当金の取り崩し

 　(3)　貸倒引当金の取り崩し

      オペレーティング・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。

当年度において，６月支給の期末手当及び勤勉手当の支払いのため，賞与引当金を公共下水道事業分 円，農業集落排水事

        当年度において，６月支給の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費支払いのため，法定福利費引当金を公共下水道事業分846,000円，

当年度において，債権の不納欠損処理に伴い，貸倒引当金を公共下水道使用料分 円，下水道受益者負担金分 円，農

１年以内

　　　農業集落排水事業分70,000円取り崩す。　　　

　　　業集落排水使用料分67,000円取り崩す。　　　

　　　業分368,000円取り崩す。　　　

１年超

計
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（単位：円）

１ 営業収益

下水道使用料

農業集落排水使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

２ 営業費用

管渠費

ポンプ場費

処理場費

普及促進費

業務費

総係費

流域下水道管理費

減価償却費

資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

国庫補助金

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

（２）

（１）

（９）

（４）

（５）

（６）

（７）

（１）

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定損益計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

（８）

（３）

（４）

（５）

（２）

（３）

（４）

（１）

（２）

（３）
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４ 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

経常利益

５ 特別損失

過年度損益修正損 △551,987

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

（１）

（１）

当年度純利益

（２）
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（単位：円）

１ 営業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

その他営業収益

２ 営業費用

管渠費

ポンプ場費

普及促進費

業務費

総係費

流域下水道管理費

減価償却費

資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

国庫補助金

県補助金

（３） 他会計補助金

（４） 長期前受金戻入

（５） 雑収益

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定損益計算書（公共下水道事業）

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

（１）

（２）

（２）

（３）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（１）

（８）
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４ 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

経常利益

５ 特別損失

過年度損益修正損 △551,987

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益余剰金変動額

当年度未処分利益剰余金

当年度純利益

（１）

（２）

（１）
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（単位：円）

１ 営業収益

農業集落排水使用料

その他営業収益

２ 営業費用

管渠費

処理場費

業務費

（４） 総係費

（５） 減価償却費

営業損失

３ 営業外収益

国庫補助金

県補助金

他会計補助金

長期前受金戻入

（５） 雑収益

４ 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定損益計算書（農業集落排水事業）

（１）

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

（２）

（１）

（１）

（２）

（４）

（３）

（２）

（１）

（２）

（３）
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経常利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

当年度純利益
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（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△38,620,870

ハ

△4,058,971,942

ニ

△331,956,207

ホ

　

無形固定資産

イ 施設利用権

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △6,763,000

資産合計

無形固定資産合計

固定資産合計

流動資産合計

（１）

（２）

（１）

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日)

資　産　の　部

（２）

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△3,253,182,358(２) 長期前受金収益化累計額

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

(１)

負　債　の　部

企業債合計

固定負債合計

引当金合計

流動負債合計

繰延収益合計

負債合計

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

企業債合計

(１)

(１)
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△33,036,082

ハ

△4,007,735,418

ニ

△311,466,777

ホ

無形固定資産

イ 施設利用権

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △6,696,000

（２）

流動資産合計

資産合計

（１）

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

（２）

無形固定資産合計

固定資産合計

建物

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表（公共下水道事業）

(令和５年３月３１日)

資　産　の　部

（１）

土地
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△3,190,900,247

負債合計

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△3,190,900,247

負債合計

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)

６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計

(２)
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（単位：円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ

ロ

△5,584,788

ハ

△51,236,524

ニ

△20,489,430

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △67,000

（２）

流動資産合計

資産合計

建物

令和４年度龍ケ崎市下水道事業予定貸借対照表（農業集落排水事業）

(令和５年３月３１日)

資　産　の　部

（１）

土地

（１）

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

有形固定資産合計

固定資産合計
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３ 固定負債

企業債

イ

４ 流動負債

企業債

イ

未払金

引当金

イ

ロ

５ 繰延収益

長期前受金

△62,282,111

負債合計

繰延収益合計

充てるための企業債

企業債合計

(２)

(３)

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

(１)

(２) 長期前受金収益化累計額

建設改良費等の財源に

負　債　の　部

(１)

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

(１)
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 国庫補助金

ロ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計
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６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 国庫補助金

ロ 他会計補助金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

(２)

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

(１)

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰余金合計



Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

 　(1)　有形固定資産

      ア　減価償却の方法

　　　  　定額法による。

      イ　主な耐用年数

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　工具，器具及び備品

　　　　　　

  　　　　び，「地方公営企業法の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等について（通知）」（平成２４年総財公第９９号）による。      　

   (2)　無形固定資産

      ア　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

      イ　主な耐用年数

　　　　　施設利用権　　　３５年

　２　引当金の計上方法

 　(1)　退職給付費引当金

　　　退職給付費引当金は計上していない。　　　

令和４年度　　注　記　

各資産の耐用年数は，地方公営企業法施行規則（昭和２７年総理府令第７３号）別表第２号（第１４条及び第１５条関係）及

本市は，退職手当組合の茨城県市町村総合事務組合に加入しており，追加負担金は一般会計が全額負担する取扱いとしているため，
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 　(2)　賞与引当金

　　　月までの４か月分）を計上している。　　　

 　(3)　法定福利費引当金

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　

 　(4)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　　財務諸表に係る消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　　企業債の償還に係る他会計の負担　

　　ると見込まれる額は，公共下水道事業分が3,075,035千円，農業集落排水事業分が303,240千円である。　　

Ⅲ　セグメント情報

　１　報告セグメントの概要

　　公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。　　

事業区分

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３

　公共下水道事業

　農業集落排水事業 　農業集落排水事業区域における汚水の排除及び処理

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担す

龍ケ崎市の下水道事業会計は，公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており，各事業で運営方針等を策定していることから，

　　　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業内容

　公共下水道事業区域における汚水の排除及び処理，雨水排水
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　２　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

　その他の項目

他会計繰入金

雨水処理負担金

他会計補助金

減価償却費

特別損失

　　　令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）　

△34,002,425

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

支払利息及び企業債取
扱諸費

　　　　　　　　　　―

△835,741,313 △869,743,738

- 302 -



　２　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

　その他の項目

他会計繰入金

雨水処理負担金

他会計補助金

減価償却費

特別損失

　　　令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）　

△34,002,425

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

支払利息及び企業債取
扱諸費

　　　　　　　　　　―

△835,741,313 △869,743,738

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　２　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

円

円

円

Ⅴ　その他

　１　引当金の取り崩し

 　(1)　賞与引当金の取り崩し

 　(2)　法定福利費引当金の取り崩し

 　(3)　貸倒引当金の取り崩し

１年超

計

　　　業集落排水使用料分96,587円取り崩す。　　　

　　　業分363,000円取り崩す。　　　

　　　農業集落排水事業分67,000円取り崩す。　　　

      オペレーティング・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。

当年度において，６月支給の期末手当及び勤勉手当の支払いのため，賞与引当金を公共下水道事業分 円，農業集落排水事

        当年度において，６月支給の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費支払いのため，法定福利費引当金を公共下水道事業分755,000円，

当年度において，債権の不納欠損処理に伴い，貸倒引当金を公共下水道使用料分 円，下水道受益者負担金分 円，農

１年以内
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 31,323

収益 営業収益 △ 1,570

下水道使用料 △ 3,322 下水道使用料 下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理負担金 雨水処理負担金

その他営業収益 △ 193 手数料 下水道工事指定店登録手数料

下水道事業区域証明手数料

営業外収益 △ 29,748

国庫補助金 国庫補助金 社会資本整備総合交付金

　25,881×1/2

県補助金 △ 655 県補助金 下水道接続支援事業費

　県基準額分　1,160×1/2＝580

　県加算分　3,945×10/10＝3,945

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

長期前受金戻入 △ 37,124 受贈財産評価額戻入 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

国庫補助金戻入 減価償却費に対する国庫補助金の収益化

県補助金戻入 減価償却費に対する県補助金の収益化

一般会計補助金戻入 減価償却費に対する一般会計補助金の収益化

企業債元金償還金に対する一般会計補助金の収益化

受益者負担金戻入 減価償却費に対する受益者負担金の収益化

雑収益 その他雑収益 下水道施設目的外使用料

下水道使用料延滞金

下水道計画図売払収入

下水道使用料過誤納付金返還金

下水道賠償責任保険金

× 特別利益 △ 5

× 過年度損益修正益 △ 5 廃除科目

農業集落排水事 △ 10,718

業収益 営業収益 △ 128

農業集落排水使用 △ 127 農業集落排水使用料 農業集落排水使用料

料

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計予算明細書
収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 31,323

収益 営業収益 △ 1,570

下水道使用料 △ 3,322 下水道使用料 下水道使用料

雨水処理負担金 雨水処理負担金 雨水処理負担金

その他営業収益 △ 193 手数料 下水道工事指定店登録手数料

下水道事業区域証明手数料

営業外収益 △ 29,748

国庫補助金 国庫補助金 社会資本整備総合交付金

　25,881×1/2

県補助金 △ 655 県補助金 下水道接続支援事業費

　県基準額分　1,160×1/2＝580

　県加算分　3,945×10/10＝3,945

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

長期前受金戻入 △ 37,124 受贈財産評価額戻入 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

国庫補助金戻入 減価償却費に対する国庫補助金の収益化

県補助金戻入 減価償却費に対する県補助金の収益化

一般会計補助金戻入 減価償却費に対する一般会計補助金の収益化

企業債元金償還金に対する一般会計補助金の収益化

受益者負担金戻入 減価償却費に対する受益者負担金の収益化

雑収益 その他雑収益 下水道施設目的外使用料

下水道使用料延滞金

下水道計画図売払収入

下水道使用料過誤納付金返還金

下水道賠償責任保険金

× 特別利益 △ 5

× 過年度損益修正益 △ 5 廃除科目

農業集落排水事 △ 10,718

業収益 営業収益 △ 128

農業集落排水使用 △ 127 農業集落排水使用料 農業集落排水使用料

料

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計予算明細書
収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

（単位：千円）

× その他営業収益 △ 1 廃除科目

営業外収益 △ 10,590

県補助金 △ 330 県補助金 農業集落排水接続支援事業費

　県基準額分　 80×1/2＝40

　県加算分　310×10/10＝310

他会計補助金 △ 5,411 一般会計補助金 一般会計補助金

長期前受金戻入 △ 616 国庫補助金戻入 減価償却費に対する国庫補助金の収益化

県補助金戻入 減価償却費に対する県補助金の収益化

一般会計補助金戻入 減価償却費に対する一般会計補助金の収益化

× 国庫補助金 △ 4,233 廃除科目

△ 42,041

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

区　　分 金　額

計

企業債元金償還金に対する一般会計補助金の収益化

説　　　　　　明
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 9,724

費用 営業費用

管渠費 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 下水道台帳補正

調整池ポンプ機場維持管理

施設除草

流量計保守点検

水質検査

管渠清掃

管渠等調査

使用料及び賃借料 土地賃借料

修繕費 施設維持修繕料

動力費 マンホールポンプ施設等電気料

材料費 施設補修等材料

補償金 賠償金

負担金 南が丘地区公共下水道維持管理費

保険料 下水道事故賠償責任保険料

ポンプ場費 備消耗品費 消耗品費

光熱水費 佐貫排水ポンプ場水道料

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 雨水排水ポンプ場維持管理

電気工作物保安管理

汚水中継ポンプ場等維持管理

修繕費 施設維持修繕料

動力費 佐貫排水ポンプ場A重油

ポンプ場施設電気料

普及促進費 △ 1,242 備消耗品費 消耗品費

印刷製本費 マンホールカード作成料

通信運搬費 郵送料

補助及び交付金 排水設備接続支援補助金

支　　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 9,724

費用 営業費用

管渠費 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 下水道台帳補正

調整池ポンプ機場維持管理

施設除草

流量計保守点検

水質検査

管渠清掃

管渠等調査

使用料及び賃借料 土地賃借料

修繕費 施設維持修繕料

動力費 マンホールポンプ施設等電気料

材料費 施設補修等材料

補償金 賠償金

負担金 南が丘地区公共下水道維持管理費

保険料 下水道事故賠償責任保険料

ポンプ場費 備消耗品費 消耗品費

光熱水費 佐貫排水ポンプ場水道料

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 雨水排水ポンプ場維持管理

電気工作物保安管理

汚水中継ポンプ場等維持管理

修繕費 施設維持修繕料

動力費 佐貫排水ポンプ場A重油

ポンプ場施設電気料

普及促進費 △ 1,242 備消耗品費 消耗品費

印刷製本費 マンホールカード作成料

通信運搬費 郵送料

補助及び交付金 排水設備接続支援補助金

支　　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

（単位：千円）

業務費 報償費 下水道受益者負担金前納報奨金

備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 郵送料

委託料 督促状等作成

公金収納情報データ作成

手数料 窓口収納手数料

使用料及び賃借料 下水道受益者負担金システム利用料

負担金 県公共料金等暴力対策協議会

茨城県南水道企業団徴収取扱事務費

総係費 給料 会計年度任用職員以外の職員　4人

手当 扶養手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職手当

期末手当（会計年度任用職員以外の職員分）

期末手当（会計年度任用職員分）

勤勉手当

退職手当

地域手当

管理職員特別勤務手当

児童手当

賞与引当金繰入額 会計年度任用職員以外の職員分

会計年度任用職員分

報酬 会計年度任用職員報酬

法定福利費

市町村職員共済組合負担金（会計年度任用職員分）

法定福利費引当金繰 会計年度任用職員以外の職員分

入額 会計年度任用職員分

旅費 会計年度任用職員通勤手当

備消耗品費 消耗品費

委託料 公営企業会計及び消費税申告支援

内水浸水想定区域図策定

使用料及び賃借料 公営企業会計システム利用料

負担金 日本下水道協会

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

市町村職員共済組合負担金（会計年度任用職員以外の職員分）
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（単位：千円）

県下水道協会

県下水道整備促進協議会

貸倒引当金繰入額 下水道使用料貸倒引当金繰入額

下水道受益者負担金貸倒引当金繰入額

流域下水道管理費 △ 11,406 負担金 霞ヶ浦常南流域下水道維持管理費

減価償却費 △ 4,690 有形固定資産減価償 建物

却費 構築物

機械及び装置

無形固定資産減価償 施設利用権

却費

営業外費用 △ 12,586

支払利息及び企業 △ 18,693 企業債利息 企業債の利子償還

債取扱諸費 一時借入金利息 一時借入金の利子償還

消費税及び地方消 消費税及び地方消費 消費税及び地方消費税

費税 税

雑支出 △ 155 その他雑支出 4条特定収入見合い控除対象外消費税の雑支出

4条非課税売上対応控除対象外消費税の雑支出

下水道使用料過誤納付金返還金

特別損失 △ 5

過年度損益修正損 △ 5 過年度損益修正損 過誤納還付金

予備費

予備費 予備費 公共下水道事業予備費

農業集落排水事 △ 6,768

業費用 営業費用 △ 6,033

管渠費 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 マンホールポンプ維持管理

使用料及び賃借料 土地賃借料

修繕費 施設維持修繕料

動力費 マンホールポンプ施設電気料

処理場費 △ 87 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 農業集落排水処理施設維持管理

一般廃棄物等処理

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

- 308 -



（単位：千円）

県下水道協会

県下水道整備促進協議会

貸倒引当金繰入額 下水道使用料貸倒引当金繰入額

下水道受益者負担金貸倒引当金繰入額

流域下水道管理費 △ 11,406 負担金 霞ヶ浦常南流域下水道維持管理費

減価償却費 △ 4,690 有形固定資産減価償 建物

却費 構築物

機械及び装置

無形固定資産減価償 施設利用権

却費

営業外費用 △ 12,586

支払利息及び企業 △ 18,693 企業債利息 企業債の利子償還

債取扱諸費 一時借入金利息 一時借入金の利子償還

消費税及び地方消 消費税及び地方消費 消費税及び地方消費税

費税 税

雑支出 △ 155 その他雑支出 4条特定収入見合い控除対象外消費税の雑支出

4条非課税売上対応控除対象外消費税の雑支出

下水道使用料過誤納付金返還金

特別損失 △ 5

過年度損益修正損 △ 5 過年度損益修正損 過誤納還付金

予備費

予備費 予備費 公共下水道事業予備費

農業集落排水事 △ 6,768

業費用 営業費用 △ 6,033

管渠費 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 マンホールポンプ維持管理

使用料及び賃借料 土地賃借料

修繕費 施設維持修繕料

動力費 マンホールポンプ施設電気料

処理場費 △ 87 備消耗品費 消耗品費

通信運搬費 非常通報装置通信料

委託料 農業集落排水処理施設維持管理

一般廃棄物等処理

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

（単位：千円）

手数料 11条検査手数料

修繕費 施設維持修繕料

動力費 処理場施設電気料

普及促進費 △ 350 補助及び交付金 排水設備接続支援補助金

業務費 通信運搬費 郵送料

手数料 口座振替手数料

窓口収納手数料

総係費 △ 5,538 給料 会計年度任用職員以外の職員　1人

手当 住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当（会計年度任用職員以外の職員分）

勤勉手当

退職手当

地域手当

賞与引当金繰入額 会計年度任用職員以外の職員分

法定福利費

法定福利費引当金繰 会計年度任用職員以外の職員分

入額

負担金 県農業集落排水事業連絡協議会

貸倒引当金繰入額 農業集落排水使用料貸倒引当金繰入額

減価償却費 △ 199 有形固定資産減価償 建物

却費 構築物

機械及び装置

営業外費用 △ 747

支払利息及び企業 △ 547 企業債利息 企業債の利子償還

債取扱諸費

× 消費税及び地方消 △ 200 廃除科目

費税

予備費

予備費 予備費 農業集落排水事業予備費

△ 16,492計

款 項 目 本年度予定額 比　　較
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

前年度予定額

市町村職員共済組合負担金（会計年度任用職員以外の職員分）
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 37,412

資本的収入 企業債 △ 26,200

公共下水道事業債 公共下水道事業債 公共下水道事業債

流域下水道事業債 流域下水道事業債 流域下水道事業債

資本費平準化債 △ 42,300 資本費平準化債 公共下水道事業資本費平準化債

下水道事業債(特 △ 6,300 下水道事業債(特別措 下水道事業債(特別措置分）

別措置分） 置分）

資本費平準化債 資本費平準化債(借換 公共下水道事業資本費平準化債（借換分）

(借換分) 分)

下水道事業債(特別 下水道事業債(特別措 下水道事業債(特別措置分)（借換分）

措置分)(借換分) 置分)(借換分)

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

国庫補助金 △ 14,016

国庫補助金 △ 14,016 国庫補助金 社会資本整備総合交付金

　23,969,000×1/2

負担金 △ 733

受益者負担金 △ 733 受益者負担金 下水道受益者負担金

農業集落排水事

業資本的収入 企業債

資本費平準化債 資本費平準化債 農業集落排水事業資本費平準化債

資本費平準化債 資本費平準化債(借換 農業集落排水事業資本費平準化債（借換分）

（借換分） 分)

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

△ 26,831

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

計

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額
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（単位：千円）

公共下水道事業 △ 37,412

資本的収入 企業債 △ 26,200

公共下水道事業債 公共下水道事業債 公共下水道事業債

流域下水道事業債 流域下水道事業債 流域下水道事業債

資本費平準化債 △ 42,300 資本費平準化債 公共下水道事業資本費平準化債

下水道事業債(特 △ 6,300 下水道事業債(特別措 下水道事業債(特別措置分）

別措置分） 置分）

資本費平準化債 資本費平準化債(借換 公共下水道事業資本費平準化債（借換分）

(借換分) 分)

下水道事業債(特別 下水道事業債(特別措 下水道事業債(特別措置分)（借換分）

措置分)(借換分) 置分)(借換分)

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

国庫補助金 △ 14,016

国庫補助金 △ 14,016 国庫補助金 社会資本整備総合交付金

　23,969,000×1/2

負担金 △ 733

受益者負担金 △ 733 受益者負担金 下水道受益者負担金

農業集落排水事

業資本的収入 企業債

資本費平準化債 資本費平準化債 農業集落排水事業資本費平準化債

資本費平準化債 資本費平準化債(借換 農業集落排水事業資本費平準化債（借換分）

（借換分） 分)

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金 一般会計補助金

△ 26,831

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

計

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分 金　額

（単位：千円）

公共下水道事業 △ 26,895

資本的支出 建設改良費

管渠建設改良費 △ 944 給料 会計年度任用職員以外の職員　2名

手当 扶養手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職手当

期末手当（会計年度任用職員以外の職員分）

勤勉手当

退職手当

地域手当

児童手当

賞与引当金繰入額 会計年度任用職員以外の職員分

法定福利費

法定福利費引当金繰 会計年度任用職員以外の職員分

入額

備消耗品費 消耗品費

委託料 補償調査

馴馬地区外実施設計

手数料 レベル点検料

補償金 下水道工事に伴う補償

工事請負費 西坪第33号枝線工事

西坪第34号枝線工事

人孔鉄蓋交換工事

ポンプ場建設改良 工事請負費 地蔵後中継ポンプ場PAS交換工事

費

流域下水道建設費 △ 757 負担金 霞ヶ浦常南流域下水道整備事業

企業債償還金 △ 27,779

企業債償還金 △ 27,779 企業債償還金 企業債の元金償還

農業集落排水事

業資本的支出 企業債償還金

企業債償還金 企業債償還金 企業債の元金償還

△ 19,812

節
説　　　　　　明

区　　分

計

金　額

支　　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

市町村職員共済組合負担金（会計年度任用職員以外の職員分）

ストックマネジメント対策管渠・マンホール等点検調査
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